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すべてを大変革するための 
発想の転換 

すべてのビジネスリーダーと 
ステークホルダーへのメッセージ

明日が今日とほぼ同じになると考えているならば、こ
の報告書はあなた向けではない。本報告書は、変化、
まさに今すぐに必要な変化に向けてまとめられたも
のである。

本報告書は、私がこれまでに読んだものの中で、最も
包括的で先見性があり、実用的なものであると言って
も過言ではない。本報告書は、2010年に発表された
最初の「ビジョン2050」報告書を基に、40名以上の
世界のビジネスリーダーと外部レビュー委員会によっ
て、2年をかけて更新された。

世界は、「気候の非常事態」「自然の消失」「不平等の
拡大」という3つの差し迫ったグローバルな課題に直
面している。これらの課題それぞれが、人類と地球が
安全に活動できる領域、そして企業活動を行うための
ライセンスを危険にさらす可能性がある。そして私た
ち全員が、何かひとつCOVID-19パンデミックから学
んだことがあるとするならば、それは、これらの課題
がいかに相互に関連しているかという事実である。

「今世紀半ばまでに90億人以上がプラネタリーバウ
ンダリー（地球の限界）の範囲内で真に豊かに生きら
れる」という、私たちの誰もが賛同できる長期的なビ
ジョンが必要である。この比較的シンプルなフレーズ
のビジョンを達成するためには、これまで慣れ親しん
できたものを全面的に大きく変革する必要がある。
エネルギーは脱炭素化する必要があり、物質・材料は
循環型にする必要があり、食料はサステナブルな方法

かつ公平に生産され、健康的な食生活を提供する必
要がある。

サステナビリティに携わるすべての人が話題にするシ
ステム全体の大変革の必要性については、今、行動で
裏付けを行うべきである。まさに今しかない。本報告
書では、システム全体の大変革に関する9つの道筋に
焦点を当て、行動可能な形で説明を行っている。本報
告書は、この先10年の戦略的な企業活動のアジェン
ダに影響を与えるだけでなく、あなたの組織が取り組
みにさらなる野心を持って一層注力することを促すと
ともに、あなたの組織を変革するためのアジェンダを
作成する上で役立つはずである。

本報告書は、サステナビリティに対するありきたりな
「悲観的アプローチ」をとってはいない。それよりも
むしろ、企業に現実的な提案を示し、新たな機会の可
能性を創り出している。さらに、本報告書の革新的で
特徴的な部分は、長期的なレジリエンス（強靭性）の
構築、企業活動における再生型のアプローチ、そして
最終的には資本主義の刷新に向けて、世界中のリー
ダーたちが発想を転換する必要があるとしているとこ
ろである。グローバルなシステム全体を大きく変革す
るには、企業活動が生み出す製品やサービスを技術
者が改善するだけでは不十分なのである。

こうした発想の転換の中で最も重要なことは、資本主
義の刷新に関するものである。その転換においては、
経済システム、インセンティブ、グローバルな会計基
準、資本市場の評価は、もはや企業の財務実績だけに
基づくものではなくなり、地球や人々に与える影響が、
企業の成功の定義や企業価値を決める一部となって
いく。すべての人に真の価値を提供する資本主義への
移行は、90億人以上がプラネタリーバウンダリーの
範囲内で真に豊かに生きられることへの大変革を、何
よりも早く加速させるであろう。

私はこの動きを極めて刺激的な将来展望として捉え
てはいるものの、決して簡単ではないと考えている。
しかし、好むと好まざるとにかかわらず、私たち全員
がチェンジメーカー（変化をもたらす者）であり、企業
は、政府、規制当局、投資家等すべての人と協力しな
がら、「ビジョン2050」に向けた変革において主導的
な役割を果たさなければならない。WBCSDでは、こ
の大きな変革の実現に向けて、できる限りのサポート
を行う準備がある。

今こそ大変革の時、システム全体を再考する時、そし
て真の価値を創造する時である。この先の世代の未
来を決める上でとても重要な旅に、あなたが私たちと
共に加わってくれることを期待している。

 

持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）
プレジデント＆CEO
ピーター・バッカー

ピーター・バッカー
からのメッセージ
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この日本語訳が、企業にとって経営の
羅針盤となるとともに、幅広い 
ステークホルダーに読まれて対話と 
行動のきっかけとなることを願う。

 時田 隆仁
代表取締役社長 
富士通株式会社 

この日本語訳は、地球環境戦略研究機関（IGES）が中
心となって、「ビジョン2050」プロジェクトに参加した
日本の3企業の協力の下に行われたものである。
WBCSDは、2010年にこの報告書の旧版である「ビ
ジョン2050」を発表したのをはじめ、一貫してサステ
ナビリティを基点とする長期的視点の重要性やシステ
ム変革の必要性を訴え続けてきた。この報告書はそ
れらの内容を集大成したもので、WBCSDの主張の最
も重要な部分を含んでいる。「ビジョン2050」は、人
類が直面している課題の緊急性をふまえて、企業が起
こすべき行動についての全体的フレームワークを示し
てくれている。同時に、持続可能な開発目標（SDGs）
の理念であるTransformation（大変革）をどうした
ら実現できるかのヒントを具体的に指し示したもの
で、これからの企業経営に新たな展望と大いなるイン
スピレーションを与えてくれる。

バッカー氏が述べているように、transformationの
主要な担い手として企業はこの報告書を活用しリー
ダーシップを発揮しなくてはならない。と同時に、こ
の報告書は企業だけではなく、政府や地方自治体、投
資家、研究者、市民社会組織、消費者などにも広く読
まれることが強く望まれる。システム変革は全員が
チェンジメーカーになることではじめて可能になる。
この日本語訳版が、幅広いステークホルダーの間で
の対話を促し、それぞれの意思決定に組み込まれ、行
動のきっかけとして役立てば幸いである。

日本語訳版への
序文

武内 和彦
理事長 

公益財団法人 
地球環境戦略研究機関 　

内山田 竹志 
代表取締役会長 

トヨタ自動車株式会社

二宮 雅也 
取締役会長 

損害保険ジャパン株式会社
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WBCSDの日本の加盟企業は、全世界の会員数の
10%近くを占めている。1992年の地球サミット後の
WBCSD設立当時から日本企業は中核メンバーとして
参加し、90億人以上がプラネタリーバウンダリーの
範囲内で真に豊かに生きられるような世界をつくるた
めに、持続可能な開発とビジネスの役割に関して積極
的に企業の声をグローバルに発信しリードし続けてい
る。日本の会員企業は、業界の幅広い分野を代表し
て、WBCSDのワークプログラムにおいて、サステナビ
リティ分野における様々な先駆的な技術ノウハウとイ
ノベーションを活用できる幅広い重要な視点を提供し
ている。

より広い観点では、WBCSDは日本の会員企業だけで
はなく、日本の経済団体である日本経済団体連合会
(経団連）とも密接に連携して、重要なサステナビリ
ティ・イニシアチブをめぐってより広い日本経済界の活
動を支援し、またサステナビリティに関する日本企業
のリーダーシップ発揮のためのグローバルなプラット
フォームを提供している。2021年5月には、WBCSDの
ピーター・バッカー最高経営責任者（CEO）が経団連
の企業行動・SDGs委員会で「ビジョン2050」に関す
る講演を行った。当日は、日本企業の経営層メンバー
など250名が参加し、活発な対話が行われた。

WBCSDの日本の会員企業は、日本政府が人類社会の
進化の次の段階に向けて提唱した近未来のビジョン
であるSociety 5.0とも整合する、経済システム全体
の変革を推進するWBCSDの活動を支援している。
Society 5.0とは、狩猟社会（Society 1.0）、農業社
会(Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会

(Society 4.0）に続く人類社会発展の第5段階を意味
する。そしてWBCSDの日本の加盟企業は、経団連の
SDGsに関するSociety 5.0戦略の実行の鍵を握って
いる。

WBCSDは近年、日本政府とも緊密に連携して多くの
取り組みを行っている。2019年と2020年には、経済
産業省（METI）と協力してTCFDサミットを共同開催
し、気候関連の財務情報開示を促進するために、企業
と投資コミュニティの何百人ものリーダーが集まっ
た。また、WBCSDは安倍元首相のグリーン・イノベー
ション・サミットの強力な支持者であり、これに貢献
してきた。さらに、科学技術と人類の未来に関する国
際フォーラム（STSフォーラム）や「クールアースイノ
ベーションフォーラム（ICEF）」など、重要な日本の
フォーラムに定期的に参加できることを光栄に感じて
いる。

これらに加えて、WBCSDは、SDGsに沿った長期的な
繁栄とレジリエンスを提供するために、イノベーショ
ン、発想の転換、指標の必要性を強調し、企業がサス
テナビリティの進歩を促す上で果たすことができる役
割を後押しするために、地球環境戦略研究機関(IGES)
と定期的に連携している。このパートナーシップの最
近のハイライトには、IGESが毎年主催する持続可能
なアジア太平洋に関する国際フォーラム（ISAP）にお
けるWBCSD上級代表の参加、WBCSDカウンシル
ミーティングへのIGES研究員の参加、「人権に関する
CEOガイド」の日本語翻訳、「ビジョン2050」の外部
レビュー及び日本語翻訳などが含まれる。

日本の経済界はWBCSDの会員の中において強い存在
感を発揮しており、そのグローバルな活動を進める上で
主導的な役割を果たしている。

WBCSDの主要な成果物の日本語 
翻訳や、日本の経済界に関連する 
ニュースリリースなどの詳細に 
ついては、以下を参照されたい。 
www.wbcsd.org/Japan

WBCSDと日本　
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https://www.keidanren.or.jp/en/
https://www.keidanrensdgs-world.com/society5-0forsdgs-jp
https://www.meti.go.jp/english/
https://www.wbcsd.org/Overview/News-Insights/Insights-from-the-CEO/TCFD-recommendations-continue-to-play-a-key-role-in-accelerating-the-transition-to-a-low-carbon-society
https://www.wbcsd.org/Programs/Redefining-Value/TCFD/News/Peter-Bakker-presents-Prime-Minister-of-Japan-with-message-of-intent-emerging-from-three-key-summits-focusing-on-the-transition-to-a-low-carbon-society
https://www.wbcsd.org/Programs/Redefining-Value/TCFD/News/Peter-Bakker-presents-Prime-Minister-of-Japan-with-message-of-intent-emerging-from-three-key-summits-focusing-on-the-transition-to-a-low-carbon-society
http://www.wbcsd.org/Japan
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WBCSDは2010年に発表した画期的な報告書におい
て初めてこのビジョンを紹介し、サステナブルな世界
とはどのようなものか、どのようにしてそのような世
界を創り出すことができるのか、そしてそれを実現す
るための企業の役割について検討を行うとともに、
2020年以降の大変革期に向けた基盤となる激動の
10年を予測した。

10年以上経った今も、その激動は続いている。「ビ
ジョン2050」の実現に必要な変革は進んでおらず、必
要とされる速度や規模で変化が起こっていない。ま
た、COVID-19パンデミックのディスラプション（発
生の確度は低いが、パンデミック、民衆の反乱、変革
的な技術のように、発生した場合に大きな影響を与え
る事象）は、社会の根深い脆弱性を露呈し、長期的な
安定と繁栄への大きな脅威となっている。私たちは、
世界をより良いものに変えるために、企業や社会を制
御しているシステム全体を大変革する行動に向けた
非常に時間の限られた唯一の機会をまさに今手にし
ている。

企業はこの大変革を主導することができるが、単独で
行うことはできず、またそうすべきでもない。変革に
あたっては、これまでにないレベルのリーダーシップ
が必要である。つまり、「従来通り（BAU）」という発
想を退け、企業が自身をより大きな全体の一部とみな
した場合にのみ変革が達成できることを認識するこ
とが必要なのである。住みやすい地球、公正な社会、
真に自由で公平な市場、そして強固な公共制度は個々
人及び集団の利益につながることを認識しなければ
ならない。

大変革のためには、ビジネスリーダーが長期的な視点
で物事を考える発想の転換が必要である。これまで
慣れ親しんだ資本主義のモデルを、価値の搾取では
なく、価値の創造に報いるように刷新しなければなら
ない。この先必然的に待ち構えるディスラプションに
対して、企業のレジリエンスや適応力を高める必要が
ある。そして、「害を及ぼさない」という発想を超え
て、社会・環境・経済システムの回復と繁栄を可能に
するような、再生力を強めるという思考を持たなくて
はならない。

企業がその取り組みに集中できるように、私たちは、
社会にとって不可欠であり、「ビジョン2050」を達成
するために必要な企業活動の主要分野における野心
的かつ現実的な9つの変革の道筋を明らかにした。

企業は主導することができる。企業は変化を促すため
に必要な協力関係を築くことができる。しかし、それ
以上に、そうすることが求められている。「ビジョン
2050」で示された大変革を追求することは企業の利
益につながる。なぜなら、企業の長期的な成功は、取
引を行う社会の繁栄と、私たち皆が暮らす健全な地
球にかかっているからである。

私たちのビジョンは「今世紀半ばまでに90億人以上が
プラネタリーバウンダリー（地球の限界）の範囲内で 
真に豊かに生きられる」ことである。このビジョンは、 
今日から取り組みを大幅に進めた場合に限り、達成可能
である。

世界が必要とする 
大変革を今、 
共に主導しよう

序文　
大変革の時
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WBCSDは、2010年に発表した画期的な報告書（報
告書（旧版））において初めてこのビジョンを紹介し
た。報告書（旧版）はWBCSDのメンバーである14業
種29社が共同で作成したもので、20カ国の200以上
の企業や外部ステークホルダーの洞察が反映されて
いる。その中で、サステナブルな世界とはどのような
ものか、どのようにしてそのような世界を創り出すこ
とができるのか、そしてそれを実現するための企業の
役割について検討した。

この報告書（旧版）は、2050年の世界人口と予測され
る90億人以上の人々に、十分な食料、きれいな水、衛
生設備、住居、モビリティ（移動手段・機器）、教育、健
康を提供するためには、抜本的な変化が必要である
ことを明らかにした。そのようにして、この小さくて脆
弱な地球が供給、再生、補充できる範囲内で皆が真に
豊かな生き方を送ることが可能となる。

報告書（旧版）はまた、「ビジョン2050」を達成する
ための道筋を、行動のための2つの時間枠を含めて示
した。2010年から2020年までを「激動の10年」とし
て、新しいアイデアやアプローチが生まれ、競争を経
て進化していくダイナミズムとエネルギーの形成期と
定め、最終的には2020年から2050年までの「大変革
の時」へと道を切り拓くことを展望した。そこでは、苦
労して得た各種アイデア及び関係性が企業や経済、社
会を大きく変革するのである。

しかし、それから10年が経っても激動の10年が終わっ
ていないことは明らかであり、変革は進んでいない。
SDGsやパリ協定などの枠組みの中で、多くの変革要
素が含まれているにもかかわらず、変化は必要な速度
や規模で起きていない。前例のない世界的なリスク
が増大し続け、生態系や社会の重大な転換点（ティッ
ピングポイント）に近づく中、私たちは今後10年間の
行動に向けて、非常に時間の限られた唯一の機会を

手にしている。機運は醸成されているが、取り組みを
加速させなくてはならない。

この重要な節目に、WBCSDメンバー企業40社が「ビ
ジョン2050」の再検討を行うために結集した。世界的
な専門家から構成される外部レビュー委員会による
ガイダンス、そしてWBCSDのグローバルネットワー
クを通じた幅広いステークホルダーの関与を得て、2
年をかけて最初のビジョンを更新し、今後10年間に向
けたビジネスリーダーシップのための基盤の再設定に
取り組んだ。

本報告書はその取り組みの集大成であり、以下を提
示している。

     共有のビジョン：2050年に向けてビジョンを
再び明確に示し、それを達成するために実際
どのようなことが必要なのかを提示。

     変革の道筋：企業活動の9つの主要分野で必
要とされる主な移行と、今後10年間の進捗を
促すために必要な企業行動を概観した明確
な道筋。

    基盤となる発想の転換：道筋で示された変革
を支えるために必要とされる、決定的に重要
な新しい思考方法。

     変革を理解し、実現するための鍵：システム
全体の大変革とは何か、それはどのように起
こるのか、また企業が果たしうる役割そして
果たすべき役割は何かを明確化。

今回の「ビジョン2050」の更新は、企業がその可能性
と社会的責任を最大限に発揮できるよう企図され、
90億人以上がプラネタリーバウンダリーの範囲内で
真に豊かに生きられるよう大変革を主導する枠組み
を提供している。

本報告書は、過度に規範的な計画や青写真を意図し
たものではなく、むしろ、前向きで示唆に富んだア
ジェンダを構築するための枠組みであり、ビジネス界
が一丸となって変革を加速させるために活用できるも
のである。本報告書は、世界が必要としている不可欠
かつ喫緊の大変革について総合的かつ包括的な理解
を提供すること、機会と企業活動の現実に立脚した
共通のナラティブ（物語）をビジネスリーダーに提供
すること、そして企業がサステナビリティに関する計
画とビジネス戦略を報告する上で活用できるリソース
を提供することを目的としている。

私たちは「今世紀半ばまでに90億人以上が 
プラネタリーバウンダリー（地球の限界）の範囲内で 
真に豊かに生きられる」世界を描いている。

本報告書
について
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2020~2030年を形成し 
変革するイノベーション

資本主義の刷新： 
変革のためのアジェンダ

企業活動の長期的な 
レジリエンス構築

若者の声

システム全体の大変革を
実現する

2020~2030年を形作る 
マクロトレンドとディスラ
プション

COVID-19の今後10年 
への影響

プロジェクトメンバー企業

謝辞と免責事項

本報告書の巻末にプロジェクトチーム及びコントリ
ビューター全員のリストが掲載されている。また本報
告書には、特別に招集された外部レビュー委員会や知
見の検証を行った一連のグローバル対話及びワーク
ショップから幅広いインプットと洞察が寄せられた。

本報告書はWBCSDの名の下で作成された。他の
WBCSD出版物と同様に、WBCSD事務局のメンバー
ならびにメンバー企業のシニアエグゼクティブの協働
によりまとめられたものである。幅広いメンバーが草
稿をレビューすることで、WBCSDメンバーの視点を広
く反映したものとなっている。メンバーからのイン
プットやフィードバックはバランス良く反映されてい
る。但し、すべてのメンバー企業がすべての言葉に同意
していることを意味するものではない。

「ビジョン2050」を更新する取り組みの
一環として、WBCSDでは、本報告書の主要
コンセプトの一部をより詳細に検討した 
イシューブリーフシリーズも発行している。

これらのイシューブリーフは以下の
「ビジョン2050」マイクロサイトで入手可能：

www.wbcsd.org/Overview/ 
About-us/Vision2050/Resources

Recreated PMS

Found from website recreated PMS

RÉFÉRENCES COULEUR

24, rue Salomon de Rothschild - 92288 Suresnes - FRANCE
Tél. : +33 (0)1 57 32 87 00 / Fax : +33 (0)1 57 32 87 87
Web : www.carrenoir.com

ENGIE
logotype_solid_BLUE_RGB
14/04/2015

R0  G170  B255

Zone de protection 1

Zone de protection 3

Zone de protection 2
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今回の更新では、私たちの「ビジョン2050」を再び明確に示し、それを達成する
ために実際どのようなことが必要なのかを定義するとともに、今後10年間の進
捗を促す変革の道筋と求められる企業行動を概観している。また、このビジョ
ンが必要とする大変革を支える3つの基盤となる発想の転換を提案している。
さらに、システム全体の大変革がどのように起こるのか、それを促すインプット
とイネーブラ（実現要因）、また「ビジョン2050」に向けて大変革を進めるにあ
たり企業が果たしうる役割・果たすべき役割を示している。

私たちの提案はユートピア的な理想ではなく、SDGsやパリ協定等のグローバ
ルなコミットメントに沿った実現可能かつ現実的なものである。私たちは、最初
の「ビジョン2050」と同様、政府、企業、市民社会のリーダーに対して、私たち
がどこに向かおうとしているのか、そしてどうすればそこに到達できるのかにつ
いての包括的な概観と共通の理解を提供することで、信頼性の高い野心的な枠
組みとして活用されることを企図している。

私たちが直面している課題はグローバルなものであり、どの国も企業も単独で
解決することはできない。企業や政府が、持続可能な開発に関する重要課題の
具体的ソリューションや、グローバルなソリューションの実現に不可欠な国際的
な政策環境の構築に取り組む上で、企業はその国際的な影響力を用いて一助と
なることができる。

エグゼクティブサマリー

WBCSDのメンバー企業は、 
「ビジョン2050」の再検討に向けて、 
最新の変革の道筋を検討し、今後10年間に 
向けたビジネスリーダーシップのための 
基盤を再構築するために結集した。
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VISION 2050
 9+ billion people 

living well, within planetary 
 boundaries, by 2050 

エグゼクティブサマリー 共有のビジョン 
をもつ時

「ビジョン2050」

私たちは、2050年までに90億人以上がプラネタリー
バウンダリーの範囲内で真に豊かに生きられると信
じている。 

但し、企業活動と社会を変革する取り組みを大幅に
進めた場合に限り、それは達成可能である。

本報告書は、企業やその他のステークホルダーがこの
ビジョンの実現に向けて追求できる共通の野心と協
調的な道筋を示している。本報告書では、求められて
いる「鍵となる移行」のあり方と、今日から実行に移す
ことができる「行動分野」について詳細に述べてい
る。これら変革の道筋に沿って、また「ビジョン2050」
に向けて前進することが、先進的グローバル企業とし
ての私たちの使命の中核となるべきである。

プラネタリーバウンダリーの範囲内で 
真に豊かに生きられる

私たちは、最新の科学的知見ならびに開発の考え方
により、90億人以上がプラネタリーバウンダリーの
範囲内で真に豊かに生きられるということの意味を
明確に理解している。

「真に豊かに生きられる」とは、すべての人の尊厳と
権利が尊重され、基本的なニーズが満たされ、すべて
の人に平等な機会が存在することを意味する。「プラ
ネタリーバウンダリーの範囲内」で生きるとは、地球
の気温上昇が+1.5℃未満で安定し、自然が保護・復
元され、サステナブルな方法で利用されることを意味
する。また、健全で再生力をもつ地球システムにおい
て、社会がレジリエンスを構築し、かつ維持するため
の十分な適応能力を身に付けることも意味する。収益
性の高い企業活動を展開し、長期的な価値を生み出
す上で、このビジョンの実現が中心的な役割を果た
す。

緊急的に必要な行動 

このビジョンはまだ手の届くところにあるが、より早
急に行動しなくてはならない。これからの10年は極め
て重要であり、そして一日一日が大切である。

前例のない世界的なリスクが増大し続けている。気候
の緊急事態、自然の危機、不平等及び社会不安の増大
という紛れもない課題のパーフェクトストーム（究極
の嵐）に直面している。重大な転換点に達しつつあ
り、これからの10年は私たちの進む方向性を修正す
る最後の機会となる。

ビジョン 2050
 2050年までに90億人以上が 

プラネタリーバウンダリーの範囲内で 
真に豊かに生きられる 

9



「ビジョン2050」に向けた大変革の道筋

エネルギー 信頼性が高く、手頃な価格のネットゼロカーボンエネルギーを 
すべての人に提供する、サステナブルなエネルギーシステム

交通・輸送とモビリティ 安全でアクセス可能、かつクリーンで効率的な人とモノの交通・輸送

生活空間 自然と調和した健康的で包摂的な生活空間

製品と物質・材料 資源を供給するシステム全体を再生させながら社会のニーズに合わせて
資源利用を最適化

金融商品・サービス 持続可能な開発を支援するために、すべての金融資本と金融商品・ 
サービスを動員

コネクティビティ 責任あるコネクティビティは、人々を結び付け、透明性と効率性を高め、
機会へのアクセスを促進

健康とウェルビーイング すべての人に達成可能な最高水準の健康とウェルビーイングを提供

水と衛生 すべての人の食料、エネルギー、公衆衛生を支える水生生態系の繁栄

食料 すべての人に健康的で安全かつ栄養価の高い食料を供給する、再生型の 
公平な食料システム10
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「ビジョン2050」に向けた道筋

「ビジョン2050」は、企業活動、経済そして社会を早
急かつ大幅に変革して初めて達成できる。企業活動
は、エネルギー、交通・輸送とモビリティ、生活空間、
製品と物質・材料、金融商品・サービス、コネクティビ
ティ、健康とウェルビーイング（安心で健やかな暮ら
し）、水と衛生、食料等の社会が必要とする製品と
サービスを提供する上で中心的な役割を果たす。

これらの分野ごとに、変革へ向けた野心的かつ適切
なビジョンと道筋を示し、必要とされる鍵となる移行
と最も貢献できる企業の行動分野を詳述した。これら
の道筋は、90億人以上がプラネタリーバウンダリー
の範囲内で真に豊かに生きられる世界を実現する上
で核心となるものである。それぞれの道筋のビジョン
は以下のチャートの通りである。

行動の時 発想転換の時

基盤となる発想

これらの大変革は、戦略的な企業活動における3つの
重要な発想転換にかかっている。すなわち、価値を搾
取するのではなく真の価値創造に報いるような資本
主義の刷新、長期的なレジリエンスの構築、そして企
業活動の持続可能性に向けた再生型のアプローチで
ある。

大変革は、私たちの発想を根本的に転換しない限り
実現しない。企業が長期的かつ真の（サステナブル
な）価値提供を目的に経営された場合、資本主義は何
を達成できるのだろうか？企業はどのようにすれば、
既に起こっている変化、これから確実に起こるであろ
うディスラプション、そして必要とされている大変革
を受け入れ適応できるレジリエンスを構築することが
できるのだろうか？再生的な思考は、企業活動の成功
を左右する社会・環境システムを回復させ、強化する
上で役立つのであろうか？

10
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成功をもたらす時 リーダーシップを 
発揮する時 

変革を理解する

変革とは、抜本的に新しい結果をもたらすような、根
本原因のレベルでの本質的な変化のことである。

変革にあたっては、企業や政府、そして経済や社会全
体で急進的な野心や意図を持ち、抜本的な取り組み
を進めることが必要である。また、システム思考も求
められる。企業は単独でシステム全体を大きく変革す
ることはできないが、自らの行動や他のステークホル
ダーとの協働を通じて変化に貢献し、たゆみなく後押
しすることができる。

変革を実現する

私たちの戦略とソリューションは、技術的、経済的、
政治的、文化的そして環境的な現実に基づく必要があ
る。これらは、「ビジョン2050」に向けた戦略とソ
リューションの実施及び進捗の両方に影響を与え
る。

私たちは現実を直視せずに計画を立てることはでき
ない。変革は完璧な世界で起こるのではない。これま
での10年間で顕在化した流動性はこれからの10年に
も及んでいく。マクロトレンド、ディスラプション、新
たなイノベーションは、私たちが直面する課題やそれ
に対処できる方法・できない方法を形作っていく。私
たちの対応は文脈の中で考える必要があるが、同時
に、将来の展開に影響を与える点についても認識する
必要がある。

私たちの多国間にわたる企業活動には比類のない影
響力がある。私たちはイノベーション、投資、そして消
費者やコミュニティ、パートナー、政策決定者との関
係を通じて、変革の実現のために世界的に影響を与え
ることができる。

企業は消費者の需要や金融市場、規制や政策環境に
対応するだけでなく、それらを形作る役割も担ってい
る。したがって企業は、「ビジョン2050」とその変革
の道筋のための野心と行動に影響を与える機会を得
ている。

共有のビジョン、システム思考そして発想の転換に 
基づくリーダーシップ

多国籍企業は、バリューチェーンの上流から下流ま
で、また地理的・文化的な違いを越えてアクターに影
響を与え、彼らの能力を高め、そして調整を図ること
ができる。「ビジョン2050」は、企業がその可能性と
社会的責任を最大限に発揮し、緊急的に必要な変革
を推し進めるために、企業のリーダーシップと行動の
枠組みを提供するものである。リーダーシップの核と
なるのは、共有のビジョン、システム思考そして発想
の転換である。

安全でサステナブルな、そして豊かな未来の実現には
システム全体の大変革が必要であり、そのためには、
企業を含む社会の隅々まで大規模で確固とした永続
的な取り組みが求められる。

「ビジョン2050」は、私たちが創り出そうとしている
世界を定義した共有のビジョンを企業セクターに提
示するとともに、それを現実のものとするための発
想、移行、行動を示している。

このビジョンは、システム全体がどのように変化する
のか、また変化に影響を与える圧力や、変化を起こし
加速させる要因についての理解に基づいている。議員
やイノベーター、投資家、個人と協力して従来通りの
やり方をうまく壊すには、システム思考が絶対的に重
要となる。

しかし、長期的な価値を生み出し将来の成功につな
げるためには、企業活動の目的、レジリエントである
ことの意味、破壊的ではなく再生的に活動する方法等
について発想を転換する必要もある。こうした発想こ
そが、将来にわたって企業をうまく経営していくため
の鍵となる。

“今回の「ビジョン2050」の更新は、
企業が発想や戦略、そしてサステナ 
ビリティに関する計画における変化を 
促す上での一助となるよう企図されて 
いる。これは、グローバル社会が直面 
している喫緊の課題に沿った行動の 
ための枠組みである。”

 WBCSD プレジデント＆CEO  ピーター・バッカー 11
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90億人以上が
真に豊かに 
生きられる…
すべての人の尊厳と権利が尊重され、 

基本的なニーズが満たされ、 
すべての人に平等な機会が存在している。

プラネタリー
バウンダリーの
範囲内で、

地球温暖化が+1.5℃未満で安定し、自然システムが保護・復元され、
サステナブルな方法で利用されている。また、健全で再生力をもつ

地球システムにおいて、社会がレジリエンスを構築し、
かつ維持するための十分な適応能力を身に付けている。

私たちは「今世紀半ばまでに
90億人以上がプラネタリー
バウンダリーの範囲内で 
真に豊かに生きられる」世界
を思い描いている。
私たちは、志という点において、歴史上かつてないほ
ど共有のビジョンが重要な時代にいる。持続可能な
開発を実現するためには、私たちがどこへ行きたいの
かを明確に描き、たとえその先にあるすべての紆余曲
折が見えなくても、進むべき道を示す必要がある。

2010年、私たちは最初の「ビジョン2050」を提示し、
今世紀半ばまでに90億人以上がプラネタリーバウン
ダリーの範囲内で真に豊かに生きられる世界を標榜
した。このビジョンは、今日も同様に説得力があり、そ
して世界のビジネス界にとって力強い導きの星となる
ことができる。

しかしながら、共有のビジョンを確立するだけでな
く、今日までの進展を背景に、かつ科学的根拠に基づ
く現実を土台として、実際にこのビジョンがどのよう
なものになるのかについて、共通の理解を得ることが
重要である。「真に豊かに生きられる」とは何によっ
て構成され、「プラネタリーバウンダリーの範囲内」
に留めるとは実際何を意味するのであろうか？

おそらくより重要なことは、現実的には経済開発の問
題と環境問題を区別することは不可能であるため、こ
れら2つの前提条件がどのように相互に強め合うかに
ついても、私たちが理解する必要があるということで
ある。

私たちは、最新の科学、幅広い専門家の意見、そして
持続可能な開発目標や世界人権宣言などの政府間の
文書や枠組みを綿密に参照した上で、私たちが創造し
ようとしている未来への共通の見解を示した。このこ
とについて、以下の数ページで詳述する。
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人々は自由で、平等の尊厳と権利がある

• 世界人権宣言とそれに付随する各種規約及び議定
書に示されている、市民的、文化的、経済的、政治
的及び社会的権利を含むすべての人権が、世界中の
社会で完全に認められ、しっかりと根付いている。

• ビジネスと人権に関する指導原則が支持され、すべ
ての国と企業が、人権を保護・尊重し、効果的な救
済措置へのアクセスを提供するというそれぞれの
義務と責任を果たす。

• ビジネスモデルと戦略が、脆弱な労働者、コミュニ
ティ、消費者にもたらしうるリスクに注意して構築
され、かつ危害を与えることを回避するものとなっ
ている。

• すべての職場における強制労働、現代の奴隷制及び
人身取引を根絶し、児童労働を撲滅し、セクハラに
終止符を打つことを支援する上で、マルチステーク
ホルダーによる連携が重要な役割を果たしてい
る。

• 公正な賃金を含め、バリューチェーン全体で労働者
を尊重することを可能にし、彼らにインセンティブ
を与え、報いるために、企業はサプライヤー、労働
組合及びその他のステークホルダーと協力する。

• 官民は、人権擁護者の安全を確保し、すべての人の
人権を保護する規制枠組みを推進するために協力
する。

すべての人に健康と幸福がある

• 健康で、幸せで、自己決定権のある生活を送ること
ができるよう、すべての人の基本的なニーズが満た
されている。

• 食料は十分で、安全で、手頃な価格でかつ栄養価が
高く、水と衛生に対する人権が擁護されている。

• 手頃な価格で信頼性の高いエネルギーへの普遍的
なアクセスがあり、人々の住居は安全でレジリエン
トである。

• あらゆるレベルで質の高い教育への普遍的なアク
セスと、身体的、精神的及び社会的な幸福を保証す
る医療と社会的保護を世界が享受している。

コミュニティは繁栄し、かつ結び付いている

• 都市部と農村部の両方のコミュニティが繁栄して
いる。農村コミュニティの土地へのアクセスとそれ
が支える生計は保護されており、先住民の特別な
権利は尊重されている。

• 農村地域は、住み、働きそして投資をするのに魅力
的な場所であり、豊富な機会を生み出している。

• コミュニティ同士やコミュニティと主要なモノ・
サービスを結び付ける、安全で手頃な価格のモビリ
ティソリューションに誰もがアクセスできる。

• デジタル通信技術への普遍的なアクセスは、地理
的、文化的、社会経済的な垣根を越えて個々人を結
び付け、それによって公平で情報に富み、豊かで包
摂的な社会の発展に貢献する。公共政策とビジネ
ス慣行は、これらの技術が有害な方法で使用され
ないことを確保する。

人々が真に豊かに生きられる世界では、すべての人の 
尊厳と権利が尊重され、基本的なニーズが満たされ、 
すべての人に平等な機会が存在する。

2050年までに、私たちは、次のような社会を思い描く：

人々が
真に豊かに生きられる
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誰一人取り残さない

• 人々は、人種、出自、性的指向、性自認、地位または
信条に基づいて差別されることはなく、誰もが自分
のニーズや利益を高める機会を平等に有している。

• 女性と女児のエンパワーメントとあらゆる形態の
ジェンダーに基づく差別の根絶を通じて、社会は真
のジェンダー平等を達成している。

• 経済成長の恩恵が公平に分配され、すべての人に公
共財や不可欠な製品・サービスへの公正なアクセス
を提供している。

• 富裕層と貧困層の格差が大幅に縮小され、貧困は
あらゆる形態・場所で終息している。

人々は機会と志に満ちた世界に
アクセスできる

• すべての人が、自身とその家族を支える、働きがい
があり意義のある仕事にアクセスできる。

• 仕事は、世界中の人々に経済面での安心、自尊心及
び自己啓発の機会を与え、また、家族との時間や余
暇の楽しみ、社会に貢献する手段を提供する。

• 個人は、仕事、生活、そして将来の充実感や雇用適
性に必要なスキルを身につけることができる。

• 人々は、仕事を適切に行うために必要な教育やト
レーニングを受けることができ、そして個人的にも
職業人的にも成長する機会を持つことができる。

• 職場の文化は、共感と尊重に基づいて構築されてお
り、学習と進歩の手段として、挑戦と失敗について
話し合うことを奨励している。

• 企業は、人々と経済が成長する機会を提供するとと
もに、社会に対して測定可能な貢献をする。

• 職場は、人々の心身の健康を守り、育むとともに、
有意義なつながりを培う安全な空間である。

この「真に豊かに生きられる」ための望ましい未来を定義す
るために、私たちは、世界人権宣言、SDGs、ビジネスと人権
に関する指導原則、マズローの欲求ピラミッド、社会進歩指標
フレームワーク、人間開発指数など様々な情報源を活用した。 
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私たちは現在、産業革命以降、そして過去数十年の間
に一層加速しながら、人間の活動が地球システムの全
体的な機能を大きく損なっていることを認識してい
る。

私たちは現在、気候の緊急事態、生態系の劣化、生物
多様性の著しい損失というより大きな変動を伴う危
機的時期に突入している。これらの脅威に直面して、
人間社会は地球の緊急事態に適切に対応するために
十分な能力を築き上げなければならない。私たちは、
さらなる気候変動や自然の消失を緩和するために努
力すると同時に、ダイナミックでより不安定な地球に
適応する方法を学ばなければならない。

2050年までに、私たちは、 
次のような世界を思い描く：

地球温暖化は+1.5°C1未満で安定化され、誰もがきれ
いな空気を利用可能である2

• 地球規模の人為的な温室効果ガスの排出量が実質
ゼロに達し、地球温暖化は産業革命以前のレベル
より+1.5°Cで安定している。3

• 微粒子、オゾン、鉛、一酸化炭素、二酸化窒素、二酸
化硫黄などを含む汚染物質の減少によって大気の
質が向上し、健康や環境の改善につながっている。

• 大気への人為的エアロゾル（空気中に漂う微細な
粒子）の排出は最小限に抑えられており、それらが
地球の気候システムに与える影響が食い止められて
いる。

• 成層圏のオゾン層は安定し、かつ自己修復してい
る。

生物圏は保護され、復元されている

• 陸上及び水中のすべての生物とそれらの関係を含
む生物圏が保護・復元されており、+1.5℃の世界で
は海洋及び陸上の生息地に不可避の圧力がかかる
ものの、その生態系は環境を維持・調整するのに十
分なレジリエンスを有している。4, 5

• 受粉、種子散布、害虫駆除、自然災害の影響の緩和
など、生物圏の調整サービスがよく機能している。6, 7

• 森林破壊と生息地消失が実質ゼロとなり、私たちは
2050年までに、植林と生息地の創出を積極的に行
う「ネイチャーポジティブ」な世界に住んでいる。

• 人為的に引き起された自然の消失は、+1.5℃温暖
な世界で防ぐことができない影響のみに限定され
ている。

• 限定的な気候変動下においても脅威にさらされる
種の保全計画が実施され、外来種の広がりを抑え
るための各種イニシアチブも行われている。

• 生息環境の向上と生態系間の結び付きを強化する
ための取り組みによって、生命システムの完全性が
保護・再生されている。

健全な土地と土壌が、衡平でサステナブルな方法に
よって管理されている

• 農業と食料生産は、現在の面積以下の範囲に限定
されており、森林、草地、湿地及び泥炭地の保全に
役立っている。

• 土地利用と気候の連結したダイナミクスを制御する
上で、世界の森林が果たす役割の重要性が広く一般
的に認識されており、世界の森林の保全と回復に
重点が置かれている。

• 土地が回復し、人為的な劣化は反転している。革新
的な技術、土地管理戦略、そして土地資源のスチュ
ワードシップ（責任ある管理運用）アプローチが広
く実践されている。8

過去1万年にわたる地球の著しい気候の安定性は、
その豊かな生物多様性と共に、人間社会の成長と
繁栄を可能にした。しかし、地球上の複雑な生物と
非生物のシステムは、ダイナミックで非線形である。

プラネタリー 
バウンダリーの
範囲内で生きる
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海洋及び雪氷圏は保護され、復元されている9

• 温室効果ガス排出量を削減するための、大変革を
もたらすような取り組みにより、地球温暖化は産業
革命以前の気温より+1.5℃に抑えられている。これ
により、北極圏の夏の海氷の消失や大陸の氷床の
不安定化など、重大な転換の発生を防いでいるかも
しれない。また、海洋温度の上昇、海洋酸性化、海
面上昇、海洋性熱波の発生頻度及びその他の影響
を抑え、管理可能な範囲内に留めている。

• 氷床及び氷河の消失、積雪や北極海の海氷の面積・
厚さの減少、永久凍土の温度上昇は、いずれも
+1.5℃の世界で回避できない影響のみに限定され
ている。重質燃料の使用によるブラックカーボンの
排出は根絶され、雪氷圏でのさらなる融解が防が
れている。

• 海洋の生態系は再生し、成長している。海洋生物が
豊富なまま残されており、サステナブルな漁業が行
われている。 

淡水の循環が保たれて、すべての人がきれいな水を利
用できる

• 水システムが効率的かつサステナブルな方法で管
理され、地下水が確実に回復している。10, 11

• 地域の貯水容量は、公平で効率的な利用のために
最適化されている。

• 湿地を含む淡水生態系は保全・回復されており、炭
素貯蔵と自然の回復に役立っている。12

土地、海洋、水路、海岸線には廃棄物や汚染がない

• プラスチック汚染は根絶されている。

• 有機汚染物質、抗生物質などの医薬品残留物、重金
属化合物、放射性物質といった、その他の有毒性、難
分解性、生体蓄積性の物質の排出も停止している。

• 窒素とリンの生物地球化学的循環は、サステナブル
なバランスに戻され、水路は富栄養化から保護さ
れている。

自然資源はサステナブルな方法で消費されている

• 生産と消費に対するサービス重視と循環型のアプ
ローチにより、人々は、食料、エネルギー、物質・材
料、医薬品及び他の利用のために自然資源をサス
テナブルな方法で利用できるようになっている。13

• 生産及び消費活動のエコロジカルフットプリント
（人間活動が地球環境に与える影響を面積で換算
する指標）が半分以下にまで削減され、資源の真の
価値が認識されている。14

• 効率的でサステナブルな食料システムにより、栄養
価の高い食品ときれいな水へのアクセスが確保さ
れている。15 食品廃棄物は、最小限に抑えられてい
る。

• 脱炭素化されたエネルギーシステムに基づくクリー
ンで手頃な価格のエネルギーに誰もがアクセスで
きる。

自然を大切にする

• 人々は、生物学的多様性の本質的で生存に不可欠な
価値と、自然界全体の生態学的、遺伝的、社会的、
経済的、科学的、教育的、文化的、娯楽的、景観的及
び生存に不可欠な価値を認識し、自然そのものを大
切にしている。16, 17

• 政府、企業、金融機関は、すべての意思決定におい
て自然の価値を考慮している。

• 誰もが、自然へのアクセスと自然がもたらす身体
的・心理的な恩恵を享受している。自然は、人間の
創意工夫や創造性を刺激し続けている。18

「プラネタリーバウンダリーの範囲内」で生きることの意味について理解を深めるために、私
たちはストックホルムレジリエンスセンターの「プラネタリーバウンダリーズフレームワー
ク」、国連環境計画の「第6次地球環境概況」、IPBESの「地球規模評価報告書（2019年）」、
IIASA「2050年の世界」イニシアチブの「SDGsを達成するための変革」、IUCNの「人新世に
おけるグローバルコモンズ」、生物多様性条約、SDGs、IPCCの「1.5°C特別報告書」、EATラ
ンセット委員会報告書、そしてローマクラブとポツダム気候影響研究所の「地球の緊急宣言及
び行動計画」を含む様々な専門家や情報源から、最新の科学と考察を検討した。 17
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最初の「ビジョン2050」を発表した時、その後の10年
間で必要とされるいくつかの「必須項目（“must-
haves”）」を明らかにした。それは、「2050年までに
プラネタリーバウンダリーの範囲内で90億人以上が
真に豊かに生きられる」というビジョンを実現するた
めに、2020年までに整える必要のある主要な構成要
素である。これらの必須項目は、2020年から2050年
にかけて、苦労して得た各種アイデアや関係性が、企
業、経済、社会を大規模に変革する「トランスフォー
メーションタイム（変革期間）」の基礎となるものであ
り、報告書（旧版）では、企業やその他のステークホ
ルダーに対して、必須項目に応えるために戦略を調整
することを求めた。

最初の「ビジョン2050」が発表されて以来、大きな前
進があった。おそらく最も著しい進展は、世界最大の
課題に取り組むためのグローバルな政府間合意であ
ろう。その中でも、すべての人にとってより良い世界を
実現するために、統一された世界的枠組みとして17目
標と169ターゲットで構成されるSDGsと、国連気候
変動枠組条約の下でのパリ協定が特に重要である。
これら双方が、持続可能な開発に向けた協調行動を
強化するのに役立つ、共有の重点項目を備えている。

企業も重要な進展に貢献している。イノベーションと
技術は、低炭素経済への移行の道を拓き始めている。
パリ協定に沿って、世界各地の企業が科学的根拠に基
づくネットゼロの削減目標を設定している。排出削減
に加えて、生物多様性と生活を守りつつ気候変動を
緩和する自然を活かした解決策や、廃棄物を大幅に
削減する重要で新しい循環型ビジネスモデルに巨額
の投資が行われている。今や何兆ドルもの資産が、環
境、社会、ガバナンスの基準を考慮して運用されてい
る。また、企業はグローバルなバリューチェーン全体
で、幅広いステークホルダーと協力しつつ、ビジネス
と人権に関する指導原則の運用を続けている。企業
は、持続可能な開発課題の進捗と長期的な価値創出
との直接的なつながりを一層認識している。

しかし、多くの分野で前進が見られるにもかかわらず、
図1に示されているように、今日では、最初の「ビジョ
ン2050」における「必須項目」の大部分が、「達成項
目(“haves”)」になっていないことが明らかになってい
る。図2は、SDGsの世界的な進捗が、大幅に軌道から
逸れていることを示している。19 そして、１89カ国がパ
リ協定の締約国になっているものの、最近の計算で
は、それらすべての国が現在の排出削減目標を達成し
たとしても、今世紀中には産業革命前のレベルと比べ
て、壊滅的な+3.2°Cの気温上昇が予想されている。20

低 高

水、衛生設備、エネルギー、教育、雇用、保健、 
モビリティへのより良いアクセス

サステナブルなビジネスと行動を促す適正価格設定、 
補助金撤廃、税のシフト

温室効果ガス排出の効果的管理に関する国際的な 
コンセンサス

グローバルな炭素価格

CCS（二酸化炭素回収・貯留）の十分かつ確実な実証、 
実装、受容

鉄鋼、セメント、アルミニウム等の生産におけるエネルギー 
効率の向上

建築基準法における強化されたエネルギー効率国際基準

循環型システムに必要な設計原理と生産プロセス

法規制の強化による埋立地の廃止・段階的廃止

廃水を資源と見なす

内燃機関車が新車の炭素強度を30～40%向上

船舶のエネルギー効率向上

航空用バイオ燃料の実証実験と利用

極端な気象条件のために開発された新しい作物品種と強化策

気候保護と自然資源生産における森林の役割に関する世界的
な理解の深化

出典：WBCSD及びそのメンバーによる分析に基づく、2019年

図1：最初のビジョン2050「必須項目」の 
いくつかの進捗状況に関するWBCSD及び 
そのメンバーによる定性的評価

この10年間で、気候変動、生物多様性の損失、不平等
といった私たちの最大の課題は、改善されるどころか
悪化している。私たちのビジョンはまだ手の届くところ
にある。しかし、これからの10年が極めて重要であり、
そして一日一日が大切である。
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図3に描かれているように、プラネタリーバウンダリー
の範囲内で人々が真に豊かに生きられるための能力の
向上が進展していないことは、国連の人間開発指数と
グローバルフットプリントネットワークのエコロジカル
フットプリントを重ねることで明確に見てとれる。これ
と同じ図が最初の「ビジョン2050」報告書にも含まれ
ていたが、それ以降で、プラネタリーバウンダリーの範
囲内で高いレベルの人間開発が達成されていることを
示す右下の持続可能な開発象限への移行は見られて
いない。

問題は、指数関数的な変化が必要なときに、現時点で
は漸進的な変化しか生じていないことである。加え
て、いくつかの分野では、依然として誤った方向に進ん
でいる傾向がある。国連の極めて重要な「持続可能な
開発に関するグローバルレポート2019」では、持続可
能な開発のあらゆる側面を脅かしている4つの特定の
傾向を明らかにした。21

気候変動

10年前に最初の「ビジョン2050」報告書を発表した
際には、最新の科学的証拠は、気候に関するひとつの
転換点が差し迫った状態にあることを示唆していた。
しかし現在では、気候を制御する15の主要な生物物理
学的システムのうちの9つが変化しつつあり、衰退の兆
しと転換点に近づいている可能性を見せている。22 人
間の活動は、すでに産業革命前のレベルよりも平均で
+1.0°C地球を温暖化させており、23 過去から現在に
至る排出により、10年毎に+0.2℃気温を上昇させて

いる。24 このままでは、2030年から2052年の間に、
+1.5℃の温暖化に達する可能性がある。25 暑熱に関連
した事象、豪雨、干ばつが一層ひどくなり、26 食料安全
保障にも支障をきたしている。27 例えば、2019年にグ
リーンランドの氷床は2,550億トン、1分間に約100万ト
ンという数世紀―もしかしたら数千年―で最大の消失
を被った。28 意識の高まりにもかかわらず、排出量は増
え続けている。世界の脱炭素化の進展度合いは、温暖
化を+1.5℃に抑えるための軌道から大幅に外れたま
まである。最新の科学によると、現在の排出が続くと、
私たちが+1.5℃にとどめるためのカーボンバジェット
（炭素予算）を使い切るまでに僅か8年しかない。

生物多様性の損失

国連は2011年から2020年を「生物多様性の10年」と
宣言したが、29 過去1,000万年の平均よりも数十倍か
ら数百倍の速さで、種が絶滅し続けている。世界は、
10年間の生物多様性戦略計画において、ほぼすべての
保全目標の達成に失敗した。悲劇的な現実は、1970
年から2016年の間に、世界の野生生物の個体数が
68％低下したことであり、それに加えて現在の私たち
は、2050年までに100万種近くを絶滅によって失いう
る道を進んでいる。30 生物多様性の損失を食い止めら
れなければ、私たちの生活、経済、健康、安全保障に
深刻な帰結をもたらす。総合的に考えて、生物多様性
の損失と気候変動のリスクは、ローマクラブとポツダ
ム気候影響研究所が「地球の緊急事態」と表現する状
況に、私たちを移行させている。

図2：SDGの進捗概要（UNDESA SDGプログレスチャート2020から推定）

ターゲット達成から非常に遠い ターゲット達成

ターゲット達成まで適度な進捗

飢餓をゼロに

質の高い教育をみんなに

安全な水とトイレを世界中に

働きがいも経済成長も

人や国の不平等をなくそう

つくる責任つかう責任

海の豊かさを守ろう

平和と公正をすべての人に

ターゲット達成から非常に遠い ターゲット達成

ターゲット達成まで適度な進捗

貧困をなくそう

すべての人に健康と福祉を

ジェンダー平等を実現しよう

エネルギーをみんなにそしてクリーンに

産業と技術革新の基盤をつくろう

住み続けられるまちづくりを

気候変動に具体的な対策を

陸の豊かさも守ろう

パートナーシップで目標を達成しよう

出典：国連経済社会局（UNDESA）SDG Progress Chart 2020から推定
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物質・材料の採取量及び廃棄物の発生

世界的なマテリアルフットプリント（物質・材料の採
取量）は、1979年以降で3倍以上増加し、2000年か
ら2017年にかけて67％上昇した。31 同時に、物質・材
料の生産性は2000年頃に低下し始め、近年は停滞し
ている。一方、廃棄物も著しく増加している。電子廃
棄物は最も急速に増加しており、2014年から2016年
だけで8％増の4,300万トンになり、2021年までに
5,200万トンに達すると予想されている。最近の意識
と行動の高まりにもかかわらず、プラスチック廃棄物
も2016年の年間2億6,000万トンから2030年までに
年間4億6,000万トンに増加すると予想されており、
そのうちの半分近くは包装によるものとされている。32 
毎年世界に流入するすべての鉱物、化石燃料、金属及
びバイオマスのうち、現在循環しているのはたった
8.6％である。33

拡大する不平等

所得格差は、1980年以降、国家間及び国内の双方で
急激に拡大している。世界人口の上位1％に入る最も
裕福な人々は、経済的利益の27％を手にしているの
に対し、下位50％に含まれる最も貧しい人々は、たっ
た12％の経済的利益しか手にしていない。34 また、現
在最も裕福な1％の人々は、世界の富の44％を手にす
る一方、最も貧しい50％の人々は、わずか2％を手に
しているだけである。35 別の観点では、女性が男性と
平等になるのに100年近くかかると言われている。36 
差別は社会の至る所で蔓延し、4,000万人以上が現代
の奴隷として扱われていると推定されている。

世界が公衆衛生上の最悪の危機のひとつと、現代の
最も深刻な経済悪化に直面して2020年代が始まった
という事実は、これらの不平等の問題を一層悪化さ
せている。COVID-19パンデミックは重大な脆弱性を
表面化させ、「プラネタリーバウンダリーの範囲内」
という観点はもちろんのこと、「誰もが真に豊かに生
きられる世界」というビジョンの実現から私たちがど
れ程かけ離れているのかを浮き彫りにした。世界で最
も裕福な10人の男性は、パンデミックが始まって以
来、総資産を5,000億ドル増加させた。その一方で、
世界銀行はCOVID-19の結果として、2021年末まで
に1億4,300万人から1億6,300万人の人々が、極度の
貧困に陥ると推計している。

図3： エコロジカルフットプリント及び国別（地域別）の人間開発指数
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図4： 世界の化石燃料排出量–1960年から2019年
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図5：1.5°CへのCO2緩和曲線
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図6：1970年から2016年までの世界的な生物多様性の損失
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図7：グローバルな物質・材料の採取量及び物質・材料の 
生産性–1970年から2017年
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図8：世界の不平等と成長–1980年から2016年
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私たちのビジョンは、まだ手の届くところにある。 
しかし、私たちは今、大きく変革する必要がある

前例のない世界的なリスクが高まり続けている。私た
ちは、気候の緊急事態、自然の危機的状況、不平等や
社会不安の高まりなど、破滅的なレベルの課題に直面
している。しかし同時に、またとない機会も訪れた。

COVID-19パンデミックは、莫大な人的・財政的な犠
牲を伴いつつも、私たちが以前に想像していた可能性
とはまったく異なるペースで変化を推進し、加速させ
る機会を生み出した。それは、今世紀半ばまでにプラ
ネタリーバウンダリーの範囲内で90億人以上が真に
豊かに生きられる世界に向けて、私たちの脆弱性を認
め、全く異なる考え方を採用し、革新的な手法を実践
し、企業と社会の軌道を根本的に変えることができる
大胆な新規投資を行うための新しい理由を私たちに
提示した。

この機会には限りがある。私たちが、パリ協定に沿っ
て地球温暖化を+1.5℃に抑えたいのであれば、世界
の二酸化炭素排出量を半減させるための期間は残り
10年を切っている。生物多様性損失の流れを変える
には、即時の行動が必要である。そして近年の出来事
は、富める国も貧しい国も含め、世界中の多くの国
で、危険で今なお拡大し続ける不平等に対処しなけ
れば、社会秩序が崩壊する危機に瀕していることを明
確に示している。

国連は、2020年代を（SDGs達成のための）「行動の
10年」と宣言した。ビジネス界として、私たちはこの宣
言を真剣に受け止めなければならない。私たちは、世
界をより良くするために行動し、変革する最後の機会
を逃すわけにはいかない。そのために重要なことは、
これまで何が私たちの大きな足かせになっていたかを
直視することである。これからの10年間に進展をもた
らすビジネス機会や極めて重要な行動を明確にするた
めには、最初のビジョンにあった「必須項目」をなぜ実
現できなかったのかを認識する必要がある（「システ

ム全体の大変革を阻む旧来の障壁」P.94～95参照）。

機会を捉え、コストを認識する

これらの重要な課題に取り組むことは、世界のビジネ
ス界にとって歴史的な機会となる可能性がある。私た
ちは、直面する課題の緊急性に見合った方法で、この
機会を捉える必要がある。

ビジネスと持続可能な開発委員会が2017年に発表し
た画期的な研究は、SDGsの目標が実現した場合、
2030年までに毎年少なくとも12兆米ドルの市場機会
が開かれる可能性があると指摘している。経済と気候
に関する世界委員会による研究では、低炭素でサステ
ナブルな成長経路への移行により、2030年までに従
来通り（BAU）の経路と比較して、どのようにして26
兆米ドルの直接的な経済効果をもたらしうるかが述
べられている。アクセンチュアの循環経済に関する研
究は、経済成長と自然資源の消費を切り離す循環型
ビジネスモデルによって、2030年までに4.5兆米ドル
（2050年には25兆米ドルにまで増加）の追加的な経
済生産が可能であることを明らかにしている。

SDGsの達成と「ビジョン2050」の実現は、民間セク
ターと世界経済にとって魅力的な成長戦略を提案し
ている。今日では、この戦略はCOVID-19パンデミッ
クがもたらしたダメージから回復するために、多くの
経済が切実に必要としている需要を生み出すための
サステナブルなルートも提案している。しかし、サス
テナブルな成長への移行には、短期的及び中期的な
コストの発生が避けられないことも認識しなければ
ならない。既存のビジネスモデルは破壊され、すべて
のセクターがサステナブルではない製品の提供から
移行する必要がある。新しいインフラの構築は需要
の源泉となり得るが、政府、投資家、企業が長期的な
価値の追求に歩調を合わせることによって資金を調
達する必要が出てくる。つまり、変革の成果を得るた
めには、将来への投資と移行リスクの慎重な管理が
必要である。

緊急的に必要な行動  続き
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3.  調整と協力を可能にする規範及び制度の弱さ

  今回のパンデミックに対する各国政府の対応は、調
整を欠いていた。このことは、協働を促進するため
に策定された規範や制度が、近年いかに劣化してい
るかを示すものである。例えば、G20やEUといった
国境を越えた制度・機関はほとんど無視され、各国
間でも国内でも医療機器の争奪戦が行われ、そして
豊かな国は貧しい国への支援に凡そ失敗した。パン
デミックに効果的に対応するための調整ができな
かったことは、私たちが協働のあり方を真に改革し
ない限り、将来的に発生する、或いは発生途上の
ディスラプションにどのように対応するかを予見さ
せる。

4.医療システム、科学研究、準備態勢への 投資不足

  森林破壊、気候変動、都市化、グローバルな連結性
の結果、人獣共通感染症の流行やパンデミックのリ
スクが高まっている。私たちは、この脅威をほとん
ど無視してきた。COVID-19は、その予測可能性に
もかかわらず、世界で最も豊かな国々の医療システ
ムでさえも急速に（そして繰り返し）打ちのめした。
このことは、多くの社会がユニバーサルヘルスカバ
レッジ（人々が基礎的な保健医療サービスを、必要
な時に、負担可能な費用で享受できる状態）の実現
からいかにかけ離れているのかを露呈した。2007
～2008年の金融危機をきっかけに多くの国の政府
が採用した緊縮財政の結果、公衆衛生費の伸び率
は、2010年以降大幅に低下している。38　より優れ
たリスク評価や計画策定に役立つ科学的研究も、十
分な投資を得られず、しばしば関心さえ払われてい
ない。

5.  企業による効率性と短期的価値への過度な重視

  2019年のハーバードビジネスレビューの論文にあ
るように、「レジリエントなシステムは、典型的に
は、効率性が破壊しようとする多様性と冗長性或い
は緩慢さといった特徴を備えている」。39 多くの企
業は、効率性を最大限に高めるために細かく調整さ
れている。加えて、短期的な財務価値を最大化する
ことに絶え間なく注力し、かつ低金利時代に企業の
負債を過剰に積み上げたこともあり、多くの企業は
COVID-19が引き起こしたような経済的ショックに
対処する準備ができていなかった。

  パンデミックの長期的な影響については、「ビジョ
ン2050」イシューブリーフ「The consequences of 
COVID-19 for the decade ahead（COVID-19の
今後10年への影響）」で検討している（2020年5月
発表）。

COVID-19は、私たちの
システム全体や社会の 
いくつかの側面がいかに 
脆弱になっているかを 
明らかにした。
COVID-19パンデミックは、予測可能であり、かつ予
測されていたものであった。37 しかし、世界の大半の
国々は、過去数百年で最大の危機のひとつとなる
COVID-19パンデミックに突然直面することになっ
た。このパンデミックは社会・経済システムの一連の
脆弱性を無視できない形で表面化させた。

1.経済成長への依存

  当初から、COVID-19を効果的に制御することと、
その結果として生じる経済的な痛手との間のトレー
ドオフは、世界中の政策立案者や社会の対応に影
響を与える主要な要因であり、かつ葛藤であった。
パンデミックが長引けば長引くほど、このトレード
オフは、（政治的及び経済的にも）見合わないものに
なっていく。救済措置や景気刺激策にもかかわら
ず、ほとんどの国では景気後退を避けることができ
ていない。企業は閉鎖せざるを得なくなり、膨大な
数の人々が仕事や収入を失った。多くの人々が家賃
の支払いや食料の購入ができず、いくつかの国では
貧困層も富裕層も健康保険や日常の医療にさえア
クセスするのに苦労している（この危機の前です
ら、著しい数の人々が自らの基本的なニーズを満た
すことに苦労していた）。経済が動かなければ、社会
は萎縮し、政府はその権威と国民をケアする能力
を徐々に失っていく。社会の安定と福祉が継続的な
経済成長に依存する度合いが、脆弱性の要因と
なっている。

2.高いレベルの不平等

  COVID-19は、拡大する不平等を浮き彫りにするの
に重要な役割を果たし、誰もが同じ船に乗っている
という神話を暴いた。私たちは皆、同じ嵐の中にい
るが、同じ船に乗っているわけではない。人々がパ
ンデミックをどのように経験するかは、部分的には
世界の富と所得の分布のどこに位置するかによって
決定される。ギグエコノミー（インターネットを通
じて単発で仕事を請け負う働き方や、それによって
成り立つ経済形態）の労働者や移民労働者など、い
わゆる「プレカリアート（雇用不安定層）」と呼ばれ
る人々、そして社会的に最も脆弱な立場に置かれて
いる人々が、最も深刻な打撃を受けている。ワクチ
ンの導入においても、国家間及び国内の双方で、根
強い不平等が露呈していることを目の当たりにして
いる。
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「ビジョン2050」に向けた
私たちの変革の道筋

人々が真に豊かに
生きられる

2050年までにプラネタリー
バウンダリーの範囲内で

企業の行動は、2050年まで
にプラネタリーバウンダリー
の範囲内で90億人以上が 
真に豊かに生きられる世界を
構築するために必要な、 
鍵となる変革を推進する 
ことができる。
「ビジョン2050」を達成するために、企業、政府、市
民社会は、私たちが現在直面している課題を生み出し
たシステム全体を変化させなければならない。そし
て、それを正当に大変革と呼ぶことができるほど大き
な変化が必要である。

プラネタリーバウンダリーの範囲内で90億人以上が
真に豊かに生きられるようにすることは、煙突に排ガ
ス処理装置を設置することではない。それは、工場内
で起きていることを変えることに加えて、工場内で起
きていることに影響を与えるために、消費者の需要か
ら投資の配分、政府の規制、競争環境に至るまで、工
場の外で起きているすべてを変えることである。

変革とは、原因レベルでの本質的な変化を意味する。
それは、根本的に新しい前提と新しい価値の源泉に
基づいた、刷新、再創造、そしてまったく新しい考え方
と行動の出現を意味している。

企業セクターは、企業が最も得意とすること、つま
り、人々が必要とし、望んでいるソリューションを生み
出して商品化し、競争の激しい市場でこれを可能にす
るために政府、投資家、一般市民を関与させることに
よって、変革のプロセスを主導できる。しかし、これ
は、価値の搾取ではなく真の価値創造のパラメータ
の範囲内で行われる必要がある。最初の「ビジョン
2050」で開発された概念である真の価値とは、社会
的・環境的費用と便益が内部化され、モノとサービス
の相対的な価格、及び企業の損益計算書、資本コス
ト、時価評価に反映されることである。

本セクションでは、9つの変革の道筋を概観し、「ビ
ジョン2050」の実現に向けて世界を軌道に乗せる上
で、企業の立場から貢献できる分野に焦点を当てる。
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エネルギー

「ビジョン2050」を再検討する取り 
組みの一環として、9つの変革の 
道筋を描いた。

これらの道筋は、包括的で人間中心のアプローチを通
じて特定され、社会が必要とする不可欠な製品とサー
ビスを表している。また、企業はそれらの製品とサー
ビスを提供するために存在している。9つの道筋は網
羅的ではないが、非常に幅広い企業活動をカバーして
おり、大多数の企業が該当する分野を見つけることが
できるだろう。

これらの道筋は、最初の「ビジョン2050」で特定され
た9つの重要な行動分野とは異なり、過去10年間に起
きた主な技術的、環境的、政治的、人口動態的な進展
を反映している。

それぞれの道筋には、2050年までに特定の社会的
ニーズを満たす方法についてのビジョン、各ビジョン
を達成するために重要と思われる一連の移行、及び
今後10年間に企業が焦点を当てる10の行動分野のリ
ストが含まれる。これらの行動分野は、革新的な製
品、サービス、技術、ビジネスモデルに加えて、企業が
変化を可能にする適切な条件の形成を支援する方法
にまで及んでいる。これらのリストは網羅的なもので
はなく、WBCSDメンバーが考える、この先の極めて重
要な10年間で企業にとって最も緊急かつ重要な優先
事項が含まれており、また、今後のWBCSDの戦略的
重点分野を策定する上で参考になるものである。

私たちの道筋とSDGs

これら9つの道筋は、SDGsの野心を明確に実行可能
な企業の活動分野に置き換えることにより、SDGsを
補完するよう設計されている。SDGsと「ビジョン
2050」への道筋の関係性は、次ページの図9にまとめ
られている。加えて、以降のページにおいては、それぞ
れの変革の道筋を詳細に説明しながら、SDGsのター
ゲットレベルでそれらの関係性を検討している。

相互連関性の認識

本報告書は9つの道筋を中心に構成されているが、そ
れぞれの道筋は高度に相互連関しており、いずれも単
独では考えられないことを認識している。それどころ
か、これらの相互連関性を常に意識することが、「ビ
ジョン2050」に向けた進捗を確実にする上で不可欠
である。私たちは、すべての変革の道筋において、ポ
ジティブとネガティブいずれもの広範なノックオン効
果（波及効果）とトレードオフの可能性があることを、
引き続き注視していく必要がある。次ページの図10で
は、この相互連関性の一例として、食料に関する道筋
を中心に図示している。

特定の産業セクターでは他よりも関連性の高い道筋
がある可能性もあるが、企業はこれらの道筋について
総体的に検討し、浮き彫りになった幅広い社会的ニー
ズの中で機会と責任を特定することが重要である。 

交通・輸送とモビリティ

コネクティビティ

製品と物質・材料

水と衛生

生活空間

金融商品・サービス

健康とウェルビーイング

食料

�「ビジョン2050」 
に向けた
私たちの道筋

私たちの9つの変革の道筋
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図9：「ビジョン2050」の道筋と持続可能な開発目標 

図10：食料に関する道筋に着目した「ビジョン2050」の道筋の相互連関の例

エネルギー

生活空間

水と衛生

製品と物質・材料

交通・輸送とモビリティ

金融商品・サービス

コネクティビティ

健康とウェルビーイング

食料

他の道筋への依存 他の道筋への影響

食料に
関する道筋

エネルギー：食品廃棄物は、エネルギー生産の
インプットとして機能する可能性がある。食料生
産は、土地利用の面でもエネルギーシステムと
競合する可能性がある。

健康とウェルビーイング：栄養価の高い食事を
確保することは、健康と福祉を確保するための重
要な要素である。

交通・輸送とモビリティ：現地での調達と生産に
より、ロジスティクスの必要性を減らすことが可
能である。

製品と物質・材料：食品廃棄物は、循環型バイオ
エコノミーのインプットとして機能する可能性が
ある。食料生産は、土地利用の面でもバイオエコ
ノミーと競合する可能性がある。

水と衛生：農業・生産プロセスは、地域レベルで
の水質と利用可能性に影響を与える可能性があ
る。

エネルギー：食料生産や加工、農業投入物の原
動力となる。

製品と物質・材料：フードバリューチェーンを支え
る上で必要な道具、インプット、防腐剤、香料、包
装を提供する。

交通・輸送とモビリティ：フードバリューチェーン
全体の流通を可能にする。

金融商品・サービス：資本を利用可能にし、企
業、農民、漁民に重要なサービスを提供すること
で、農場から食卓までの活動を支援する。

健康とウェルビーイング：労働者と消費者一人ひ
とりの継続的な心身の健康は、食料に関する道
筋の基礎である。

生活空間：消費者への食料アクセスを決定し、都
市部における食料生産のための場を提供し、農
業共同体を支援することで農村の生計を向上さ
せる。

コネクティビティ：食料生産者と消費者の市場へ
のアクセスを可能にする。また、食料システム全
体の最適化、効率化、透明性の向上に資する。

水と衛生：食料生産とバリューチェーンに関わる
コミュニティのための重要なインプットになる。
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道筋 // エネルギー

  私たちは、
ネットゼロの
世界を実現
することが
できる
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エネルギーは経済を動かし、 
人々が望む生活を送ることを可能にする。

エネルギーは、電気、熱、固体、液体、気体などさまざまな形で存在する。
エネルギーシステムとは、エネルギーの生産、変換、貯蔵、供給、利用に関
わるすべてのものと定義されている。エネルギー供給側には、石油やガスの
採掘・精製、石炭やウランの採掘、火力発電や再生可能エネルギーの発電所
などが含まれる。また、石油やガスのパイプライン、海運、電力の送配電網
などの輸送手段も含まれる。需要側では、産業、交通、建物でのエネルギー
使用がシステムの主要な構成要素となっている。

信頼性が高く、手頃な価格の
ネットゼロカーボンエネルギー
をすべての人に提供する、
サステナブルなエネルギー
システム

すべての人に、信頼性が高く手頃な価格の 
エネルギーを

すべての個人、コミュニティ、組織が、快適な生活に
必要な信頼性の高い手頃な価格のエネルギーを利用
できる。このエネルギーは、交通機関の燃料となり、
快適な家庭環境や職場環境を提供し、産業やイノ
ベーションのプロセスを動かす。レジリエントなイン
フラは、このエネルギーを世界中で生産し、供給して
いる。

ネットゼロカーボンエネルギーの需要と供給

エネルギーシステムからの世界全体の温室効果ガス
の総排出量は、地球温暖化を産業革命以前のレベル
から+1.5℃の気温上昇に抑えることと一致する。企

業や消費者は、ネットゼロカーボンエネルギーを標準
として要求する。エネルギーの生産、変換、送電、配
電、貯蔵、利用における革新的な技術が、世界のエネ
ルギーシステムの脱炭素化を支える。排出が避けられ
ない場合、炭素の除去、隔離、利用のためのソリュー
ションが導入される。

効率的な電力エネルギーシステム

エネルギーシステムの大部分が電化、デジタル化され
ている。循環性とエネルギー効率は、世界中のすべて
の製造工程、生活空間、輸送手段に取り込まれてい
る。

公正で公平な移行の基礎の上に成り立っている

エネルギーシステムの移行は、クリーンエネルギーが
誰にでも手に入るような、公正で公平、かつ包摂的な
方法で行われてきた。数百万人の新規雇用を創出する
と同時に、大気質を改善することで健康とウェルビー
イングの向上にも貢献している。ネットゼロカーボン
経済への移行に伴い、生活が脆弱になっていた人々
は、スキルアップやリスキル（スキルの再構築）に成
功し、繁栄の力を得ている。エネルギーのバリュー
チェーン全体で人権が守られ、尊重されている。

エネルギーの道筋における
企業の行動分野を探る

p.33

私たちの「2050年ビジョン」
エネルギー
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• 地域社会の権利を尊重し、生物多様性を保護し、食
料生産などの他の重要な土地利用との調和を図り
ながら、再生可能エネルギー発電の将来的な需要
を満たすために、適切な陸上及び海上の地域を確
保するための政策が策定される。

• 企業は、新しいビジネスモデルへの移行、建物やそ
の他の資産を別の目的で再利用、土地の回復を実
現するために、既存の専門知識を活用する新たな機
会を捉える。

ネットゼロカーボンエネルギーが、手頃な価格で 
信頼性が高く、レジリエントなものになる

• 信頼性の高いネットゼロカーボンエネルギーサービ
スがすべての人にとってアクセス可能かつ手頃な価
格となるように政府や市民社会団体、消費者、その
他のステークホルダーと協力する。

• インセンティブ制度、補助金、気候関連財務情報開
示タスクフォース（TCFD）やグリーントランジショ
ンタクソノミーなどのイニシアチブは、信頼性があ
り、レジリエントなネットゼロカーボンエネルギー
を提供するために必要なインフラへの大規模な投
資を世界中で促進するのに役立つ。

• 電力系統の統合やエネルギー貯蔵における技術革
新は、世界中のコミュニティが常に安定したエネル
ギーを利用できるようにするために役立つ。

• 企業は、政府や自治体のリーダーが新しいインフラ
計画にレジリエンスを組み込むことを支援し、既存
のエネルギーシステムや関連する公共インフラが将
来のディスラプションから十分に保護されるよう
に、共同で行動する。

ゼロカーボン発電技術がさらに革新され、 
グローバルなスピードで導入される

• 化石燃料への補助金の廃止、ネットゼロカーボンエ
ネルギーへのインセンティブの導入、カーボンプラ
イシングなどにより、削減対策をしていない化石燃
料による発電が廃止される。

• 金融機関は、化石燃料からゼロカーボン・低炭素エ
ネルギー源へと投資を移行する。新しいビジネスモ
デルと資金調達メカニズムがコスト面での障壁を
克服し、既存及び新規の低炭素技術の成熟と普及
を可能にする。企業や政府は、将来性のない化石燃
料への投資やその他の回収不能なコストの影響を
最小限に抑え、管理するための強固な戦略を策定
する。

• クリーンな発電技術が世界中で急速に拡大する。太
陽光と風力は飛躍的に拡大し、2050年には発電量
の60％以上を占めるようになる。また、水力、原子
力、バイオマスなどの他の技術も重要な役割を果た
す。

• 電力網は、需要側管理や、バッテリーや水素などの
エネルギー貯蔵技術を含む柔軟なソリューションに
よって、再生可能エネルギーによる電力供給の増加
を管理し、増大する需要に対応する。 

鍵となる移行
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重工業と大型輸送の脱炭素化

• 政策的支援を受けて、セメント、鉄鋼、化学製品など
脱炭素化が困難な重工業セクターでは、材料効率と
循環性、エネルギー効率の改善、革新的な脱炭素化
技術の組み合わせにより脱炭素化が進む。

• 電気分解によって製造される低炭素水素やサステナ
ブルなバイオマスやバイオガスなどの代替電気燃料
は、工業用高熱発生プロセスにおける化石燃料を代
替する。

• 大型車両の道路交通、船舶、航空は電化、合成燃
料、サステナブルな低炭素バイオ燃料の組み合わせ
により脱炭素化を図る。

• 完全な脱炭素化が達成できない場合、すべての炭素
排出量を効果的に回収して、再利用または貯留す
る。

避けられない排出には、自然界や産業界の除去と 
貯留のソリューションを通じて対応

• 技術的または経済的な制約により残留排出量の除
去が不可能な場合、カーボンニュートラル化の方策
は、科学的根拠に基づく排出削減努力を補完する
が、代替はしない。企業は、バリューチェーン内の排
出源の除去に優先順位を付けて緩和を実施する。 

• 森林伐採の回避、森林再生、植林プロジェクトなど
を含む、信頼性の高い自然を活かした解決策を大規
模に展開する。自然を活かした解決策は、強固な社
会・環境の諸原則に従って、自然に存在する生態系
と生物多様性の保護と回復を確実にするとともに、
厳格な社会的保護措置を実施する。

• 炭素回収・利用・貯留技術が、公共政策や継続的な
研究開発に支えられ、脱炭素化が困難なセクターの
解決策として規模を拡大する。産業界との共生の機
会が生まれ、経済的な実現性がさらに高まる。

電動化、循環型社会、デジタル化により、 
すべてのセクターでエネルギー効率を向上

• エネルギー効率は、交通、建物、産業を含むすべて
のセクターで飛躍的に向上するが、その一因は電化
の急速な進展にある。電力は主要なエネルギーキャ
リアとなり、2050年までに最終エネルギー消費量
全体の50％以上を占めるようになる。40

• 電力の供給側と需要側の効率化は、電力部門のデ
ジタル化、スマートグリッド技術やその他の新たな
ビジネスモデルによって実現する。また、デジタル化
により、より効率的なネットワーク管理・監視が可
能となり、電力網にリアルタイムの適応能力を与え、
ローカルレベルで変動する発電量と需要のバランス
をとることができる。デジタル化には頑強なサイ
バーセキュリティを伴う。

• 循環型、共有型、サービス型のビジネスモデルへの
移行は、効率化を促進し、排出量の削減につなが
る。エネルギーセクターでは、使用する物質・材料や
燃料の面で、より循環型のモデルを採用する。
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関連 SDGs

3.9 2030年までに、有害化学物質、並びに大気、水質及び土壌の汚染による死亡及
び疾病の件数を大幅に減少させる。

7.1 2030年までに、安価かつ信頼できる現代的エネルギーサービスへの普遍的ア
クセスを確保する。

7.2 2030年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの割合
を大幅に拡大させる。

7.3 2030年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させる。

7.A 2030年までに、再生可能エネルギー、エネルギー効率及び先進的かつ環境負
荷の低い化石燃料技術などのクリーンエネルギーの研究及び技術へのアクセス
を促進するための国際協力を強化し、エネルギー関連インフラとクリーンエネ
ルギー技術への投資を促進する。

7.B 2030年までに、各々の支援プログラムに沿って開発途上国、特に後発開発途上
国及び小島嶼開発途上国、内陸開発途上国の全ての人々に現代的で持続可能な
エネルギーサービスを供給できるよう、インフラ拡大と技術向上を行う。

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、完全かつ生産的
な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、ならびに同一価値の労働について
の同一賃金を達成する。

8.7 強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人身売買を終らせるための緊急かつ効果的
な措置の実施、最悪な形態の児童労働の禁止及び撲滅を確保する。2025年ま
でに児童兵士の募集と使用を含むあらゆる形態の児童労働を撲滅する。

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労働者など、全
ての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。

9.4 2030年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に配慮した技術・
産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善により、持続可能性
を向上させる。全ての国々は各国の能力に応じた取組を行う。

11.6 2030年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理に特別な注
意を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの環境上の悪影響を軽減す
る。

12.2 2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。

12.5 2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物
の発生を大幅に削減する。

12.8 2030年までに、人々があらゆる場所において、持続可能な開発及び自然と調和
したライフスタイルに関する情報と意識を持つようにする。

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）
及び適応の能力を強化する。

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関する教育、啓発、人的能力
及び制度機能を改善する。

14.2 2020年までに、海洋及び沿岸の生態系に関する重大な悪影響を回避するた
め、強靱性（レジリエンス）の強化などによる持続的な管理と保護を行い、健全
で生産的な海洋を実現するため、海洋及び沿岸の生態系の回復のための取組を
行う。

15.5 自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の損失を阻止し、2020年までに絶滅
危惧種を保護し、また絶滅防止するための緊急かつ意味のある対策を講じる。

行動と需要の変化がネットゼロカーボンエネルギー
への移行を加速する

• 世界のエネルギーシステムの脱炭素化は、広範な市
民の活動により、政治的な議題として取り上げられ
ている。このことが、炭素価格やエネルギー課税の
ようなゼロカーボンエネルギーキャリアを支援する
ための、より野心的な政策行動につながっている。
政策は、消費者の購買力を守るよう設計されてい
る。

• 企業がゼロカーボンエネルギーへの切り替えを進
めている。さまざまなセクターで、クリーンエネル
ギーを必要とする技術に依存するようになり、さら
なる需要が生まれている。

• 金融セクターを含む世界経済の主要プレーヤーが、
ネットゼロカーボンエネルギーへの移行を支援する
ため、化石燃料関連事業からの撤退を継続する。

• 意識向上のためのキャンペーンや教育活動、広告に
よって、自分たちのエネルギーがどこから来ている
のか、そしてその影響について、より良い情報を得
ることができる。それと同時に、技術開発と経済的
インセンティブによって、よりサステナブルなエネ
ルギーを利用できるようになる。

エネルギー転換では誰一人取り残さない

• 低炭素エネルギーへの移行は、2030年までに少な
くとも1,800万の新規雇用を創出する。41　企業、政
府、労働組合、市民団体が一体となって、弱い立場
にある労働者やコミュニティに与える悪影響に対処
するための長期的な戦略計画を策定する。

• 企業は、労働者と積極的に関わり、新しい技術やビ
ジネスモデルから利益を得られるようにする。短期
的には雇用と賃金の保護、中期的にはスキルアッ
プ、リスキル、代替産業への投資、長期的には教育
とイノベーションなどの対策を講じることで、労働
者の繁栄を確実にする。

• それと並行して、企業、政府、マルチステークホル
ダーのイニシアチブは、エネルギーのバリュー
チェーンに沿って人権侵害を排除するための共同の
取り組みを継続的に強化する。

鍵となる移行  続き
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新たな石炭発電所を建設しないこと。2040年
までに削減対策をしていないすべての石炭発電
を廃止し、2030年までに世界の総発電量に占め
る石炭の割合を10％未満に低下させることを計
画・実施する。

化石燃料への補助金を効果的に廃止し、環境外
部性を市場価格に統合して、低炭素及びゼロカ
ーボンのソリューションが有利になるような、カ
ーボンプライシングなどの政策を提言する。

01 02

すべての事業活動においてネットゼロカーボンエ
ネルギーを調達するとともに、サプライチェーン
や顧客にも同様の取り組みを促し、支援するこ
とで、強い要求シグナルを伝える。

世界中の同業他社、都市、政府と協力して、ネッ
トゼロカーボンという共通の目標を掲げ、科学的
根拠に基づく目標を設定し、それに基づいて実行
を促す。

03 04

既存のソリューションのコストを下げ、画期的な
技術を商業化し、エネルギーシステムをデジタル
化するために、投資を拡大し、イノベーションを
加速する。特に、需要の増加に対応するため、エ
ネルギー貯蔵技術と頑強な電力網の開発・展開
に投資する。

循環型のデザインとビジネスモデルへの移行に
より、バリューチェーン全体のエネルギー需要と
資源使用量を削減する。

05 06

建物、モビリティ、産業において、可能な限りエ
ネルギーの最終利用を電化するとともに、産業
や長距離輸送に必要な高温を提供するためのサ
ステナブルな燃料の開発と導入を拡大する。

人々の理解とエネルギーを意識した行動を促す
ための情報共有と教育活動を支援する。07 08

生物多様性と生態系サービスを向上させなが
ら、大気中の排出物を除去するための高品質な
自然を活かした解決策に投資する。化石燃料を
低炭素エネルギーに置き換えることができない
場合は、炭素回収・貯留技術を導入する。

エネルギーのバリューチェーン全体で人権を尊
重し、化石燃料を段階的に廃止しながら、公正で
公平なエネルギー転換を支援する包括的な戦略
を策定するために、政策立案者や他のステーク
ホルダーとの連携を図る。

09 10

 エネルギー
企業の行動分野
2020 – 2030年
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道筋 // 交通・輸送とモビリティ

  私たちは、
よりスマート
に移動する 
ことができる
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安全でアクセス可能、 
かつクリーンで効率的な 
人とモノの交通・輸送

すべての人に機会をもたらすモビリティ

アクセスしやすく、手頃な価格で高品質な交通手段が
あれば、都市部でも農村部でも社会的、経済的機会を
得ることができる。他の人、場所、モノ、サービスへの
アクセスを含む人々のモビリティニーズが性別、年
齢、能力、社会経済的地位、地理的条件に関係なく満
たされている。世界の交通・輸送インフラはつなが
り、最適化され、レジリエントであり、ダイナミックに
地域やグローバルの経済とコミュニティの基盤を形
成する。

健康と安全が最優先

交通事故関連の死亡者数は限りなくゼロに近い。交
通・輸送システムは、すべての人の健康と安全を守り、
コミュニティの生活の質を高めるために設計・運用さ
れる。車両と交通・輸送インフラの自律走行機能とコ
ネクティビティは、交通・輸送の安全性を最大化し、
負傷するリスクを低減するのに役立つ。大気汚染や騒
音、及びそれらが健康に与える影響は、世界中の都市
での集団的な行動によって広く解消されており、より
積極的なモビリティの選択は、健康やウェルビーイン
グの向上を促進する。

交通・輸送はクリーンで効率的

人とモノの交通・輸送は、プラネタリーバウンダリー
を尊重し、環境の再生能力を守る。バッテリーや燃料
電池を搭載した電気自動車、再生可能な燃料、燃料効
率の高いハイブリッドエンジンなどの技術革新によ
り、重量貨物、船舶、航空を含め、大気汚染物質を排
出しないネットゼロ交通・輸送が現実のものとなって
いる。インフラと車両は（ネットワークに）接続され、
最適化されたモビリティシステムの一部として運用さ
れている。循環経済、シェアリングエコノミーのアプ
ローチは、資産、物質・材料、エネルギー、水に対する
需要を減らすことに役立っている。人々は交通・輸送
による環境への影響を認識し、サステナブルなモビリ
ティを選択している。

交通・輸送システムは人とコミュニティを尊重

交通・輸送とモビリティのバリューチェーン全体で、人
権が保護・尊重されている。インフラと都市計画のプ
ロセスは、地域社会の権利を保護し、ウェルビーイン
グを促進する。新しい交通・輸送手段への移行は、公
正で公平、かつ包摂的であり、世界中の労働者のリス
キルとスキルアップを伴っている。法的及び政策的な
枠組みが再構築され、ギグエコノミーの交通・輸送と
モビリティの分野における労働者の権利を支援してい
る。

交通・輸送とモビリティは、人々がアクセスし、 
楽しむことが可能な製品、サービス、体験の範囲を 
明確にするのに役立つ。

交通・輸送とは、人、動物、モノが陸、海、空を越えてある場所から別の場所
へ移動することである。モビリティとは、健康で幸せで充実した生活を送る
ために必要な人、場所、モノ、サービスへの安全なアクセスを人々に提供する
ことを中心とする概念である。交通・輸送とモビリティのシステムには、徒
歩や自転車、車、飛行機、船など、さまざまな交通手段に必要な車両、サー
ビス、インフラが含まれる。

交通・輸送とモビリティの
道筋における企業の 
行動分野を探る

p.39

私たちの「2050年ビジョン」
交通・輸送とモビリティ
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インフラ開発と計画が、サステナブルでレジリエント
かつ包摂的なモビリティへの道を拓く

• 都市部と農村部をつなぐ効率的で包摂的な交通・
輸送インフラは、新たな資金調達モデルの登場に支
えられ、世界的に拡大・アップグレードされる。

• 公的機関は、都市の公共交通インフラの質、実行可
能性、レジリエンスの維持・向上に注力する。

• 都市開発は、環境への影響が小さな交通手段を中
心に行われる。歩行者及び自転車用の道路は、自動
車に代わる効率的で安全かつ健康的な交通手段を
提供する。また、都市計画では、自動車以外の乗り
物、個人用超小型電気自動車、ライドヘイリング
（配車サービス）やカーシェアリングのための専用
スペースやインフラを統合する。

• 新しい交通・輸送インフラはすべて、自然的、社会
的、及び健康関連のショックに対する長期的なレジ
リエンスに重点を置いて設計・構築される。既存の
インフラのレジリエンスを評価し、必要に応じて
アップグレードや改修が行われる。

• 都市計画者と施工者は、電気充電インフラ、水素、そ
の他の低炭素燃料など、自動車の動力源となる技術
を採用し、標準化する。ネットゼロエネルギー源か
らの充電需要の増加に対応するため、電力網がアッ
プグレードされる。

• インフラや交通管理システムのイノベーションによ
り、道路交通の安全性が向上し、交通事故による死
傷者数をゼロに近づける。

• 交通・輸送インフラの設計、建設、運用における環
境・社会への潜在的な影響を評価するための科学
的根拠に基づく手法が義務化され、広く普及するこ
とで、自然や社会システムの再生を支援する。

バッテリー、低炭素燃料、効率化のイノベーションが
交通・輸送を脱炭素化する

• 2050年までには、技術の進歩、コストの低下、政策
構造の変化により、すべての車両がゼロカーボンの
電動駆動車になる。乗用のバッテリー式電気自動車
（BEV）の販売台数は飛躍的に増加し、内燃機関を
搭載した乗用車の販売台数は2050年よりかなり前
にピークを迎えて減少する。

• 水素を動力源とする燃料電池電気自動車（FCEV）
は、特に大型車や長距離輸送においてBEVを補完
する。

• 大型の陸上輸送は、ゼロエミッションの電気駆動車
に移行する。

• 燃料の脱炭素化とエンジンの効率化により、船舶
からの排出量が減少する。

• 航空業界では、新たな規制により、水素、電気、低
炭素燃料が石油由来の燃料消費に取って代わる。こ
れらの取り組みは、新しい軽量素材のイノベーショ
ンによって支えられる。

• グローバルなバリューチェーンを再構築し、貨物の
移動パターンを最適化することで、物流の炭素強度
を大幅に削減することができる。

鍵となる移行
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モビリティソリューションが多様化し、安全性、利便
性、効率性を高めながらモビリティの習慣を変える

•  （必要なサービスが近くで受けられるように再設計
された都市において）徒歩、自転車、個人用超小型
モビリティが近距離の移動手段として主流になる。
長距離の移動には、さまざまな補完的な低負荷車
両や共有モビリティが利用できる。

• タクシー、ライドヘイリング、カーシェアリングなど
のサステナビリティが証明され、便利で、快適なモ
ビリティサービスプロバイダーが、モビリティエコシ
ステムの中心的存在となる。技術は、モビリティ
サービスプロバイダーと公共交通機関を融合し、統
合的なモビリティ・アズ・ア・サービス（MaaS：いろ
いろな種類の交通サービスを、需要に応じて利用で
きるひとつの移動サービスに統合）の提供を後押し
する。

• 個人はモビリティと交通・輸送に関する行動や選択
が環境・社会へ与える影響をより強く認識するよう
になる。政策立案者はさまざまなモビリティオプ
ションの価格に、環境的・社会的外部性が確実に反
映されるようにする。

• 雇用者と従業員はテレワークを利用する。それに
よって、世界の移動需要が削減されるとともに、
ラッシュアワーの混雑や公共交通機関の過密状態
が緩和され、人々が通勤に費やす時間も短縮する。
出張の必要性、頻度、方法については、絶えず企業
の検討課題となる。

• また、雇用主は、電気自動車の導入、車両のシェア
リング、徒歩・自転車や公共交通機関の奨励といっ
たサステナブルな交通・輸送とモビリティに関する
企業方針を広く採用する。

交通・輸送とモビリティのセクターを循環型に 
するための機会を創出し、その規模を拡大する

• 交通・輸送とモビリティに関連する設計、調達、生
産、運用のすべての段階で、循環の考え方が取り入
れられる。

• 自動車、航空、船舶用のリサイクル素材の市場は急
速に拡大し、使用済み製品の分別とアップサイクル
（付加価値の高いものへの作り替え）が低コストで
可能になり、新たな経済的機会が育まれる。

• 自動車のサプライチェーンがより循環型のモデルに
移行すると、車両の流通やメンテナンスのネット
ワークは、リマニュファクチャリング（使用済み製
品の再生）の拠点となるために多様化する。

• バッテリー材料をほぼ100％回収するリサイクル電
池市場が台頭する。

自律走行車の選択的導入により、効率性、安全性、 
アクセスを向上

• 交通量がコントロールされて予測可能となっている
都市部において、ゼロエミッションの自律走行乗用
車を共有車両として導入することで、道路交通の安
全性と効率性が向上する。

• 倉庫での自律的な商品管理、自律的で電動のラスト
マイル配送（物流の最終拠点からエンドユーザーへ
の配送）は、排出量を削減しながら、効率性とレジ
リエンスを高める。

• 長距離貨物トラックの隊列走行は、燃費と道路交
通の安全性を向上させる。

• 軽貨物用の電動配送ドローンは、遠隔地に住む人々の
必要なモノやサービスへのアクセスを向上させる。

• 自律走行車とその内蔵ソフトウェアは、エラーや予
期せぬ行動によって死傷者が出ないように設計・強
化されている。
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データの共有は都市のモビリティシステムを向上

• データの取得・共有・分析のための情報通信技術の
イノベーションと新しい基準は、よりコネクテッド
化された都市のモビリティと物流を可能にする。

• コネクテッド化された車両とインフラは、より効率
的で効果的なインターモーダル物流（複合一貫物
流）、都市計画、インフラ、大気質管理を可能にする。

• 地域のデータ共有モデルがモビリティシステムの発
想や管理方法を拡大・変革することで、最終的にモ
ビリティがより安全でクリーン、効率的でアクセス
しやすいものになる。

• 政府は、交通・輸送とモビリティとの関連で、倫理的
で、サイバーセキュリティが確保され、プライバシー
が守られたデータの集約と共有を促す政策を採用
する。

• データを共有することで、都市は持続可能な開発を
最もよく支援するソリューションを特定し、性能を
ベースとする税制や補助金プログラムの構築を可
能にする。

マルチステークホルダーの取り組みにより、サステ
ナブルなモビリティシステムへの移行が誰一人取り残
さないことを確実にする

• インフラとモビリティの計画において、社会的な公
平性と公正が中心的な考え方として組み込まれて
いる。すべての交通・輸送手段に公正な利用料が適
用され、シェア型の交通・輸送サービスは、すべての
人にとって手頃で利用しやすいように設計されてい
る。

• ビジネスと人権に関する指導原則に沿った一貫した
デューデリジェンス、情報開示、及び是正措置は、モビ
リティと交通・輸送のバリューチェーンにおける人権
への負のインパクトに対処することを後押しする。

• 急速に拡大する需要に直面し、バッテリーに関する
バリューチェーン全体のステークホルダーが一丸と
なって人権侵害をなくし、安全な労働条件を確保す
る。

• 自律走行車の台頭、電気自動車への移行、MaaSモ
デルの出現は、雇用への潜在的なインパクトに対処
するための広範かつ積極的で協力的な取り組みを
伴う。企業は人間中心のアプローチ、労働者のエン
ゲージメント及びエンパワーメントによって、彼らが
新しい技術の恩恵を受けられるようにする。

• ギグエコノミーにおける労働者の権利を確実に認
識・保護する法的及び政策的な枠組みを推進する
ために、企業は政府と協力する。

関連 SDGs

3.6 2020年までに、世界の道路交通事故による死傷者を半減させる。

3.9 2030年までに、有害化学物質、並びに大気、水質及び土壌の汚染による死亡及
び疾病の件数を大幅に減少させる。

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、完全かつ生産
的な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、ならびに同一価値の労働につい
ての同一賃金を達成する。

8.7 強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人身売買を終らせるための緊急かつ効果的
な措置の実施、最悪な形態の児童労働の禁止及び撲滅を確保する。2025年ま
でに児童兵士の募集と使用を含むあらゆる形態の児童労働を撲滅する。

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労働者など、
全ての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。

9.1 全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を
支援するために、地域・越境インフラを含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ
強靱（レジリエント）なインフラを開発する。

11.2 2030年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子供、障害者及び高齢者のニー
ズに特に配慮し、公共交通機関の拡大などを通じた交通の安全性改善により、
全ての人々に、安全かつ安価で容易に利用できる、持続可能な輸送システムへ
のアクセスを提供する。

11.6 2030年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理に特別な注
意を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの環境上の悪影響を軽減す
る。

12.2 2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。

12.5 2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物
の発生を大幅に削減する。

12.8 2030年までに、人々があらゆる場所において、持続可能な開発及び自然と調和
したライフスタイルに関する情報と意識を持つようにする。

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）
及び適応の能力を強化する。

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関する教育、啓発、人的能力
及び制度機能を改善する。

15.5 自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の損失を阻止し、2020年までに絶滅
危惧種を保護し、また絶滅防止するための緊急かつ意味のある対策を講じる。

鍵となる移行  続き
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自然と社会のエコシステムの再生に貢献するサ
ステナブルな交通・輸送インフラを展開するため
のガイドラインと基準を策定し、採用する。

経済的に実現可能なMaaSモデル、コネクテッド
化された都市物流、車両と都市のコネクティビテ
ィのためのビジネスモデルの構築、テスト、拡大
を行う。 

09

01 02

03 04

10

05 06

07 08

社有車の電動化、最高水準の車両安全基準、車
両のシェアリング、アクティブモビリティ（身体
を用いた交通・輸送手段）、テレワークを促進す
る、意欲的でサステナブルなモビリティに関する
企業方針を策定・採用する。

モビリティプラットフォーム全体に展開可能な革
新的な充電及びエネルギー貯蔵の技術開発への
投資を継続し、あらゆる価格帯・セグメントでの
乗用のバッテリー式電気自動車（BEV）の市場投
入を支援する。

コネクテッド化に対応した相互運用可能な充電
インフラの展開について、政府、都市、同業他社、
セクターを超えて協力する。

長距離輸送や大型輸送において低炭素燃料の使
用を拡大する。

地域や国の組織と協力して、公共的価値と私的
価値を生み出す交通・輸送に関する責任あるデー
タ共有のイニシアチブに合意し、運用する。

政策立案者、オペレーター、労働組合との対話を
行い、MaaSモデル、自動運転車、電気自動車、
生産ライン技術のイノベーションに伴う雇用へ
の潜在的なインパクトを探る。新技術の出現に
伴い、労働者がエンゲージ及びエンパワーされ
るようにする。

ビジネスと人権に関する指導原則で定められて
いる人権デューデリジェンスのための内部方針
とシステムを構築・改善し、交通・輸送とモビリ
ティのバリューチェーン全体で人権が尊重される
ようにする。

自動車業界及び交通・輸送とモビリティのシステ
ム全体において、循環に関連する機会の構築、テ
スト、拡大を行う。

交通・輸送とモビリティ
企業の行動分野
2020 – 2030年
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道筋 // 生活空間

  私たちは、
世界を
くつろげる
場所にする
ことができる
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生活空間は、人々が居住し、働き、 
余暇を過ごす場所である。

人々の生活空間は、身心の健康、人間関係、仕事の質において重要な役割を
果たす。変革に向けた道筋では、都市部と農村部の両方のコミュニティの
ニーズ、住居、職場、そして余暇やコミュニティへの参加のためのスペースを
提供する構築環境（建築物や都市が構築する環境）を形成するための官民
の取り組みについて検討する。都市計画、建築、建設、保守、不動産、小売、
ホスピタリティ、レジャーの各業界が果たすべき役割は大きい。

自然と調和した 
健康的で包摂的な 
生活空間

生活空間が健康とウェルビーイングを促進

生活や仕事の場である空間についての私たちの考え
方や関わり方は大きく変化している。私たちは、睡眠
から人々との社交、仕事の生産性から安心感に至るま
で、生活のほぼすべての側面に対して、居住空間や仕
事場が影響を与えていることを認識している。2050
年までに、構築環境は個人やコミュニティの健康と
ウェルビーイングを促進し、都市化や人口増加に伴う
ニーズに対応する。

手頃な価格の住宅と、すべての人に役立つ 
コミュニティ

生活に適し、安全で、レジリエントで、手頃な価格の住
宅がすべての人に提供されている。それを取り巻くイ
ンフラは、生活に必要な基本的なサービス、経済的機
会、教育への包摂的なアクセスを提供する。

都市環境は、自然と公共スペースを融合し、誰もがき
れいな空気、食料、水、衛生設備へアクセスできる。
都市と農村の開発計画は、その土地の文化的アイデン
ティティと遺産を尊重し、保護するようになされる。ま
た、建設のバリューチェーン全体を通して、人権が保護
され、尊重される。

ネットゼロカーボン、レジリエンス、適応性、 
再生力を備えた構築環境

すべての建物は、運用時の二酸化炭素排出量がネット
ゼロで、建築物のカーボンフットプリント（内包炭素）
もゼロである。気候変動へのレジリエンスは、インフ
ラ計画における重要な考慮事項である。都市は環境に
依存しつつ、環境を大切にするとともに、環境との強
いつながりを維持し、自然界の回復に努めている。

リサイクル素材や再生可能素材の可能性を 
活かした生活空間

建物は、材料の使用を最小限に抑え、改修や適応に
最大限適した設計となっている。資源の再生・循環の
視点に立って管理されたリサイクル素材や再生可能素
材が建築の核となっている。

生活空間の道筋における 
企業の行動分野を探る

p.45

私たちの「2050年ビジョン」
生活空間
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ユーザーの健康を重視した建築・インフラ設計へ 
移行する

• 建築物の設計や建設において、居住者の健康と
ウェルビーイングの重要性はますます中心的な要
素となる。建物は、積極的な社会的交流、健康で活
動的なライフスタイル、仕事への集中、創造的な表
現、リラクゼーション、及び休息を促進する、快適
で安全・安心な空間になるように設計されている。

• 厳格な規制により、設計、建設、運用、解体の各段
階で、構築環境における有害物質の使用を削減す
る。健康上のリスクを伴わない材料のみが使用され
る。

• クリーンなモビリティと交通・輸送手段、クリーンな
家庭用エネルギー、その他のイノベーションを支援
する政策と投資により、周辺環境及び家庭が大気
汚染にさらされるのを軽減する。

• 廃棄物管理の強化、騒音管理、最適な温度管理、日
照時間の確保などにより、人々が健康上のリスクな
しに生活し、働くことができる。

鍵となる移行

42
道
筋
　
　
生
活
空
間



インフラと建物は融合が進み、生物多様性を 
より尊重する

• 建物とインフラの環境フットプリント（人間が自然
資源をどのように利用しているかを定量的に示す指
標の総称）は最小限に抑えられている。建物は再生
可能な資源を用いてオンサイトでエネルギーを生
成し、水は自ら回収して処理する。すべての建物は、
無害でサステナブルな材料を使用する。

• 生物多様性は、都市計画の重要な要素となる。森
林、マングローブ、湿地などの自然システムは、重要
なインフラ及び生態系サービスを提供するものとし
て、ますますその価値が高く評価されている。グ
リーンインフラは、雨水の管理から大気質の改善ま
で、さまざまな課題の解決に役立つ。

• 都市やコミュニティにとっての自然の価値が考慮さ
れるようになる。これにより、自然を効果的に保護
するための政治的、商業的取り組みが強化される。

• 都市部は、緑地に誰もがアクセスできるように設計
され、人々を自然及び自然がもたらす心身への良い
影響へと結びつける。

都市と建物がネットゼロカーボンへの道を拓く

• 都市は、国の規制当局と協力して、既存の建物の温
室効果ガス排出量を削減するための強力な政策と
プログラムを実施し、新しい建物に対しては、でき
るだけ低いフットプリントで建設されるようにす
る。2030年までに、すべての新しい建物がネットゼ
ロカーボンで運用され、2020年のレベルから少な
くとも40％の内包炭素が削減される。これは2050
年には100％に到達する。

• 電力網は、ネットゼロエネルギー源からの需要の増
大に対応するために改善される。

• 新築・改装された建物は、エネルギー効率が高く、
再生可能エネルギーの生産能力やエネルギー貯蔵
機能を標準仕様として備えている。

• 建築・建設のバリューチェーンに沿った共通の評価
基準の合意・採用は、明確な脱炭素化への道筋の
確立に役立ち、それによってネットゼロへの移行が
促進される。

• 急成長している都市では、都市のスプロール化（無
秩序な拡散）が抑制され、よりコンパクトで効率的
な成長に向けてインフラ投資が行われる。

都市と農村のレジリエントなコミュニティの出現

• 長期的なレジリエンスの強化は、都市や農村のイン
フラや開発計画に組み込まれており、プランナーは
適応、学習、変革への能力を高めている。

• 都市と地方自治体は、主要な気候変動への適応と
レジリエンスに関して社会を主導している。これに
は、異常気象、海面レベルの変化、水不足、気温の
上昇、農作物の収穫量の減少、物質的資源の減少に
対するレジリエンスが含まれる。

• 暴風雨による洪水や熱波に対処する建物の能力が
強化される。水を回収して新たな用途に転用した
り、緑地を利用して干ばつを抑えたり、技術の進歩
は温暖調整や健康的な室内環境を支えたりしてい
る。

• 都市やコミュニティは、パンデミックや他の潜在的
な環境的・社会的ショックに対するレジリエンスを
高める。

• 誰もがアクセス可能な早期警報システムと緊急計
画が世界的に整備されている。都市部と農村部の
住民が、緊急時の対応手順を実施するための十分
な準備をしている。

消費と廃棄を最小限に抑える循環型の 
生活空間へのシフト

• 循環の考え方は、構築環境のビジネスモデル、所有
構造、建設手法及び管理にますます多く採用され、
さまざまな市場の発展と雇用機会を生み出してい
る。

• インセンティブとイノベーションは、建築物の材料
使用量の大幅削減を後押しする。新しい建物は、改
修やリサイクルに適した設計となるよう、建築基準
が策定・施行されている。古い建物は取り壊される
のではなく保存され、代わりに新しい役割を果た
す。

• 政策が、モジュール化され解体可能な、二次的な建
築材料及び再生可能なバイオベースの建築材料の
普及を促進する。

• すべての建築材料について正確なサステナビリティ
に関する性能情報が入手可能となり、信頼性の高い
ライフサイクル評価の開発が可能となる。ビルディ
ングパスポート（設計から解体段階までのライフサ
イクルに沿ったすべての建築関連データをホストす
るデータプラットフォーム）の使用が主流になり、
規模が拡大する。

• サービスベースのモデルが大幅に成長する。多くの
企業が製品の提供を拡大し、そこに建設・保守サー
ビスを含めることで、効率性を高め、製品のクロー
ズドループ（廃棄物を処理して再利用するシステ
ム）を実現する。再利用、修理、改修の市場も成長
し、多くの雇用を生み出す。
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すべての人のために機能する都市

• 政府と企業が協力して、すべての社会経済的レベル
の人々に、高品質かつ手頃な価格で、利便性が高く、
高齢者や障がい・病気を持つ人にも住みやすい住宅
を提供する。

• 近隣地域は、利用しやすく、包摂的で、安全・安心で
いられるように設計、再設計される。また、雇用、
食、文化、医療、移動、教育、健康で活動的なライフ
スタイルに関する機会を提供する。

• 都市は、文化・自然遺産を保護する形で開発され
る。

• 地域のステークホルダーと相談しながら、プラン
ナーや建築家は、包摂的で緑豊かな生物多様性に
富んだコミュニティスペースを設計し、さまざまな
インタラクティブなレクリエーション活動をサポー
トする多機能な建物を建設する。

• インフラは、高齢化社会のニーズに対応し、便利で
他者とのつながりのある包摂的な住宅を提供す
る。

人権の尊重が、世界中の建設・材料セクターに 
浸透している

• 都市部と農村部の開発は、地域社会の権利とニー
ズを尊重し、誰も立ち退かせない方法で行われる。

• 建設プロジェクトでは、労働者に公正な生活賃金を
保証し、可能な限り高い水準の健康と安全を確保す
るよう努める。

• 政府、都市、企業が一体となって、建設セクター及
びそれが依拠する材料のバリューチェーンから、現
代の奴隷制、強制労働、児童労働が確実に根絶され
るようにする。

• 建設業の発展に伴い、労働者は成長のために継続
的にスキルアップ、リスキル、エンパワーされる。

関連 SDGs

1.5 2030年までに、貧困層や脆弱な状況にある人々の強靱性（レジリエンス）を構
築し、気候変動に関連する極端な気象現象やその他の経済、社会、環境的ショ
ックや災害に暴露や脆弱性を軽減する。

3.4 2030年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予防や治療を通じて３分の
１減少させ、精神保健及び福祉を促進する。

3.9 2030年までに、有害化学物質、並びに大気、水質及び土壌の汚染による死亡及
び疾病の件数を大幅に減少させる。

6.4 2030年までに、全セクターにおいて水の利用効率を大幅に改善し、淡水の持続
可能な採取及び供給を確保し水不足に対処するとともに、水不足に悩む人々の
数を大幅に減少させる。

7.3 2030年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させる。

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、完全かつ生産的
な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、ならびに同一価値の労働について
の同一賃金を達成する。

8.7 強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人身売買を終らせるための緊急かつ効果的
な措置の実施、最悪な形態の児童労働の禁止及び撲滅を確保する。2025年ま
でに児童兵士の募集と使用を含むあらゆる形態の児童労働を撲滅する。

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労働者など、全
ての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。

9.1 全ての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた経済発展と人間の福祉を支
援するために、地域・越境インフラを含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強
靱（レジリエント）なインフラを開発する。

9.4 2030年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に配慮した技術・
産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善により、持続可能性
を向上させる。全ての国々は各国の能力に応じた取組を行う。

11.1 2030年までに、全ての人々の、適切、安全かつ安価な住宅及び基本的サービス
へのアクセスを確保し、スラムを改善する。

11.3 2030年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、全ての国々の参加型、
包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力を強化する。

11.5 2030年までに、貧困層及び脆弱な立場にある人々の保護に焦点をあてながら、
水関連災害などの災害による死者や被災者数を大幅に削減し、世界の国内総生
産比で直接的経済損失を大幅に減らす。

11.6 2030年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理に特別な注
意を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの環境上の悪影響を軽減す
る。

11.7 2030年までに、女性、子供、高齢者及び障害者を含め、人々に安全で包摂的か
つ利用が容易な緑地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供する。

12.2 2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。

12.5 2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物
の発生を大幅に削減する。

12.8 2030年までに、人々があらゆる場所において、持続可能な開発及び自然と調和
したライフスタイルに関する情報と意識を持つようにする。

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）
及び適応の能力を強化する。

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関する教育、啓発、人的能力及
び制度機能を改善する。

15.5 自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の損失を阻止し、2020年までに絶滅
危惧種を保護し、また絶滅防止するための緊急かつ意味のある対策を講じる。

鍵となる移行  続き
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科学的根拠に基づく短期・中期・長期の目標を
設定し、ネットゼロ排出に向けて建築物のライフ
サイクル全体におけるカーボンフットプリントを
削減する。顧客、サプライヤー、構築環境に関わ
るすべての関係者と協力して、確実に目標を達成
し、ネットゼロの建設・改修への取り組みを推進
する。

国やセクターごとの脱炭素ロードマップの策定
に貢献する。また、サステナブルな構築環境に必
要な目標、建築基準、計画、認可、調達プロセス
を提言するために、地域、国、地方レベルの当局
と連携する。

インフォーマル経済を含む建設のバリューチェー
ン全体で、人権を尊重し、適正な労働条件を確
保するために、ビジネスと人権に関する指導原則
に沿ってデューデリジェンスを実施・強化する。

建築構造物が耐用年数を迎えるまでの期間、材
料や資源の価値を維持するために、循環型のビ
ジネスモデルを開発する。循環という選択肢のコ
スト競争力、利便性、信頼性を高めるためのイノ
ベーションを実現する。

09

01 02

03 04

都市計画、性能基準、建設手法を通じて、環境
的、社会的及び健康に関連するショックに耐えら
れるよう、建物とインフラを将来にわたって維持
する。

10

05 06

07 08

デジタル化の可能性を引き出し、ステークホル
ダー間やライフサイクルの各段階でのデータの
記録・伝達を促進する。そのために、構築環境セ
クター全体でより包括的な都市計画と、透明性
及び効率性の向上を推進する。

居住者が、生活空間や仕事場の環境への影響を
最小限に抑える方法を構築する。

材料採取から建設、建物の最終使用に至るまで
の影響を考慮する科学的根拠に基づいた自然保
護目標を策定・採用する。自然を活かした解決策
を、設計と建設に統合する。

既存及び新規の開発において、健康とウェルビ
ーイングを促進する質の高い、手頃な価格の住
宅を確実に提供するために、新しい技術やモデ
ルのイノベーションと協力を行う。

新しい建設方法、材料、技術によって影響を受け
る可能性のある労働者のために、公正な移行を
支援する包括的な戦略を構築する。

生活空間
企業の行動分野
2020 – 2030年
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道筋 // 製品と物質・材料

  私たちは、
より良い
モノを作る
ことができる
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この道筋は「モノ」についての道筋である： 
ここでいう「モノ」とは、人々が各々のニーズや願望
を満たすために使用する商品や、企業が活動・成長
するために必要な資産や物質・材料のことである。

この道筋は、原材料の採掘と加工から、製品の製造、流通、販売、そして製
品寿命後の処理と回収まで、製品のライフサイクル全体に及ぶ。

資源を供給するシステム 
全体を再生させながら 
社会のニーズに合わせて 
資源利用を最適化

経済は循環する 

リデュース（削減）、リユース（再利用）、リペア（修
理）、リファービッシュ（改修）、リサイクル（再資源
化）という循環経済の原則は、個人、企業、政府から支
持を得ている。地球の資源再生能力を超えたり、自然
環境を汚染したりしない方法で、誰もが商品やサービ
スを利用できるようになる。循環経済を支える新たな
政策、ビジネスモデル、産業エコシステム、及び多様な
物質・材料が生まれ、先進国・新興国を問わず、大きな
市場価値、能力開発、雇用機会を生み出している。

製品は循環型に設計される 

企業は廃棄物を出さない設計を行い、バリューチェー
ン全体を通じてクローズドループを実現している。再
生不可能なバージン材（未使用材）の消費は劇的に減
少している。製品は有害物質を使用せずに開発され、
広範な再利用、修理、転用を経て、最終的にリサイク
ルや生分解されるまで、実用性を最大限に高めるよう
に設計されている。すべてのセクターにおいて、追跡
及び再生可能なリサイクル材が、製造及び再製造プロ
セスの主要なインプットとなっている。

製品のライフサイクルは価値を最大化し、 
自然を保護する 

すべての物質・材料は貴重な資源として認識され、そ
の経済的潜在力が最大限に発揮されるように慎重に
管理された後で、生物学的及び技術的サイクルに安全
に戻される。効果的で一貫性のあるグローバルなリサ
イクルインフラにより、すべての製品が使用後に効率
的に回収され、自然環境に流出することなく、価値あ
る原材料に確実に戻される。可能な限り、過去の廃棄
物は処理され、自然環境は復元されている。

循環経済は誰一人取り残さない 

シェアリング、サービス、製品寿命延長のビジネスモ
デルは、世界中で必要な製品や物質・材料を手頃な価
格で入手できるようにすることに大きく貢献してい
る。企業は新しいビジネスモデルや生産技術を統合す
る際に、人間中心型のアプローチを取ることにより、
労働者やコミュニティが新しい開発からの恩恵を得
られるよう彼らをエンゲージ及びエンパワーするとと
もに、生活や起業の機会を継続的に提供している。企
業と政府は人権が確実に保護・尊重されるよう継続的
に取り組み、また、企業はあらゆる場所で労働者の健
康、安全、ウェルビーイングを支援する。

製品と物質・材料の 
道筋における 

企業の行動分野を探る 

p.51

私たちの「2050年ビジョン」
製品と物質・材料

47
道
筋
　
　
製
品
と
物
質
・
材
料



循環型のビジネスモデルが当たり前になり、 
経済的、社会的、環境的な機会が創出される 

• 政府は企業やその他ステークホルダーと協力して、
長期的な価値を最大化する規制構造を構築する。
これは、リサイクル材や再生可能材を奨励する枠組
みの組み合わせを通じて実現され、その結果、製品
寿命とリサイクルが最大化される。これにより二次
材料を好む市場が形成されるとともに、代替手段が
ない場合にのみ再生不可能なバージン材を使うよ
うになり、循環モデルの普及が促進される。

• 企業は新しい技術やビジネスモデルのイノベーショ
ンを起こし、拡大することで、循環経済から出現・
強化される実質的な新市場を創出することができ
る。

• 途上国は投資によってデジタルや物質・材料のイノ
ベーションを大きく前進させ、持続可能な生産と消
費を経済の中心に据えることが可能になる。

• より循環型でサービス型の経済が登場し、世界中の
産業セクターで多くの雇用が創出される。循環経済
への移行に伴う雇用の喪失は、包摂的かつ責任ある
方法で対処され、労働者は適宜リスキル及びスキル
アップが行われる。

• 活発な循環経済は、労働者と企業にインフォーマル
経済からフォーマル経済への移行の機会を提供す
るとともに、労働者の権利を尊重し、所得保障、生
活、起業のための永続的な機会を確保する。

循環型バイオエコノミーは、世界の経済活動で 
次第に中心的な役割を果たす 

• 循環型バイオエコノミーは循環型・低炭素経済の
強化において重要な役割を果たし、気候変動の緩
和に貢献するとともに、食料、飼料、エネルギーへ
の社会のニーズを満たす物質・材料を提供する。

• すべての産業（建設、化学、繊維セクターを含む）
は、再生不可能な化石由来の物質・材料を再生可能
で持続的に管理されているバイオベースの資源で補
完または代替する機会を捉えている。

• 生物資源は可能な限り回収・再利用される。これら
の資源は経済に再導入できなくなった段階で、栄養
素として安全に自然に戻される。

• 木材や繊維製品は、炭素貯留、きれいな空気と水、
自然の生息地、農村生活といった、さまざまな恩恵
をもたらす健全な森林から調達される。

商品とサービスは世界各地のコミュニティの 
ニーズを満たしつつも、誰一人取り残さない

• バリューチェーンに沿った循環型の生産モデルは、
私たちの活動がプラネタリーバウンダリーの範囲
内に収まる上で必要な一人当たりのバージン材使用
量を大幅に削減しつつ、増加する世界人口のニーズ
を確実に満たす。

• 再販、レンタル、サービスのモデルを通じて、日用品
はより入手しやすく手頃な価格で提供され、所有の
概念に対する従来型の障壁が取り除かれ、遊休資
産の共有利用が可能になる。これにより、人々の生
活の質を持続的に向上させることができる。

• 企業、政府、マルチステークホルダーのプラット
フォームは、グローバルなサプライチェーン全体で
人権が確実に保護・尊重されるよう機能し、強制労
働や児童労働、現代の奴隷制や人身取引を根絶す
るために協力している。

• さらなる循環経済への移行や新しいビジネスモデ
ル・技術の普及を人間中心に進めることで、労働者
は確実に権利が尊重され、エンゲージ及びエンパ
ワーされて、変革からの恩恵を得られるようにな
る。

鍵となる移行
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物質・材料の収集と回収が飛躍的に向上する 

• 環境汚染や廃棄物に対する法律、埋立地に対する
課税が日常的かつ一貫して施行されるようになり、
再利用、リサイクル、堆肥化の必要性が高まる。

• バイオエコノミーを構成する食品、飼料、天然素
材、エネルギー製品は、カスケード利用（資源など
の純度に応じた段階的利用）、再加工、最終的には
堆肥化や嫌気性消化（嫌気性細菌によって分泌され
る酵素の働きのみによって有機物を分解すること）
によって循環システムに再導入するように生産され
る。これらのサイクルは、土壌などの生物システム
を再生するように設計される。

• 回収スキームやリバースロジスティクス（消費者か
ら生産者へ逆行するモノの流れの仕組み）などのソ
リューションが当たり前なものになる。メーカー、小
売業者、政府機関、地方自治体など、さまざまなス
テークホルダーが、使用済み製品、物質・材料、
パッケージを回収し、それらを製造サイクルに再導
入することを支持する。回収量と販売量がほぼ同量
になる。

• 消費者にとってリサイクルが容易になる。使用済み
の製品や物質・材料の取り扱い方法に関する一貫し
た情報が一般的に入手できるようになる。

• 最終消費地の物流企業と素材加工企業の間に強い
協力関係が生まれる。加工・製造企業は高品質の供
給保証と生産コストの削減を通じて競争上の優位性
を確保するために、回収企業との連携を強化する。

環境への廃棄物の流入を止め、自然を回復させる 

• 廃棄物システムは、国、地域、地方レベルで変革さ
れていく。プラスチック、電子機器、繊維、建設資
材、自動車部品、家庭用品などの物質・材料に関し
て、製品のライフサイクルやバリューチェーンのさま
ざまな段階で、セクターを超えた協力、投資、標準
化が行われ、スチュワードシップが強化される。

• 物質・材料のリサイクルや回収を容易にする技術を
進歩させ、規模を拡大するためのイノベーションが
生まれる。特に世界で急速に発展している地域で
は、家庭ごみや都市ごみを収集、分別、管理、リサイ
クルするために一貫して設計されたインフラを確立
する。これにより、自然環境への廃棄物の流入を大
幅に削減し、最終的には終わらせることができる。

• 回収・リサイクルできないプラスチックやその他の物
質・材料を含む製品は、最後の手段として、有害物質
を含まない完全な生分解を行うよう設計される。

• 世界中での大規模な清掃活動により、環境中に流入
したプラスチックやその他の廃棄物が除去される。
環境から回収された廃棄物は、再び経済に戻ってい
く。

人々は循環型かつ再生型で、社会的責任のある 
消費を受け入れる

• 社会は消費との関係を再評価する。責任ある消費と
回収行動は、政策的なインセンティブと価格モデル
によってますます価値が高まり、報酬が得られるよ
うになる。

• 消費者の行動は、資源不足や廃棄物による環境へ
のインパクトに対する認識が高まるにつれ、循環型
の消費モデルへとシフトしていく。循環型モデルや
シェアリングモデルが、幅広い製品やサービスにお
いて、より入手しやすく、手頃かつ実用的で、望まし
いものとなる。消費者は、所有よりもアクセスする
ことに価値を置くようになり、修理、再生された製
品及び中古品を受け入れることが多くなる。

• 企業は、循環経済型の製品や責任ある消費パターン
に対する消費者の意欲を高め、促進する上で重要な
役割を果たす。企業はサステナブルなライフスタイ
ルを可能にし、憧れを抱かせ、手頃な価格でアクセ
スできるよう、イノベーションに投資する。

• サプライチェーン全体で製品の原産地とサステナビ
リティのパフォーマンスに関する関連情報が広く利
用可能かつ比較可能になり、よりサステナブルな購
買決定が可能になる。

• 包装材の廃棄物漏れが環境に与える影響に対する
消費者意識が高まり、行動変容につながる一方、企
業は包装材の革新的で、サステナブルなソリュー
ションを継続的に探求する。
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関連 SDGs

6.3 2030年までに、汚染の減少、投棄廃絶と有害な化学物質や物質の放出の最小
化、未処理の排水の割合半減及び再生利用と安全な再利用の世界的規模での
大幅な増加により、水質を改善する。

6.4 2030年までに、全セクターにおいて水の利用効率を大幅に改善し、淡水の持続
可能な採取及び供給を確保し水不足に対処するとともに、水不足に悩む人々の
数を大幅に減少させる。

7.3 2030年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させる。

8.4 2030年までに、世界の消費と生産における資源効率を漸進的に改善させ、先進
国主導の下、持続可能な消費と生産に関する10か年計画枠組みに従い、経済成
長と環境悪化の分断を図る。

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、完全かつ生産的
な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、ならびに同一価値の労働について
の同一賃金を達成する。

8.7 強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人身売買を終らせるための緊急かつ効果的
な措置の実施、最悪な形態の児童労働の禁止及び撲滅を確保する。2025年ま
でに児童兵士の募集と使用を含むあらゆる形態の児童労働を撲滅する。

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労働者など、全
ての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。

9.4 2030年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に配慮した技術・
産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善により、持続可能性
を向上させる。全ての国々は各国の能力に応じた取組を行う。

12.2 2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。

12.3 2030年までに小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食料の廃棄を
半減させ、収穫後損失などの生産・サプライチェーンにおける食料の損失を減少
させる。

12.4 2020年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライフサイクルを通
じ、環境上適正な化学物質や全ての廃棄物の管理を実現し、人の健康や環境へ
の悪影響を最小化するため、化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出を大
幅に削減する。

12.5 2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物
の発生を大幅に削減する。

12.8 2030年までに、人々があらゆる場所において、持続可能な開発及び自然と調和
したライフスタイルに関する情報と意識を持つようにする。

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）
及び適応の能力を強化する。

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関する教育、啓発、人的能力
及び制度機能を改善する。

14.1 2025年までに、海洋ごみや富栄養化を含む、特に陸上活動による汚染など、あ
らゆる種類の海洋汚染を防止し、大幅に削減する。

15.2 2020年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な経営の実施を促進し、森林
減少を阻止し、劣化した森林を回復し、世界全体で新規植林及び再植林を大幅
に増加させる。

15.5 自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の損失を阻止し、2020年までに絶滅
危惧種を保護し、また絶滅防止するための緊急かつ意味のある対策を講じる。

技術の進歩は責任を持って展開され、 
バリューチェーン全体の効率と透明性を向上させる

• ロボット工学、人工知能、機械学習の進歩により、
機械が人間と共に働くことが可能になり、経済効率
や資源効率の向上を促進し、製造プロセスの各段
階で価値が生み出される。

• 技術の進歩により、リサイクル、修理、再製造、回収
のプロセスがより安全で自動化されることで、より
効率的なリサイクルにつながり、これまで回収され
なかった物質・材料の回収が可能になる。

• 技術ソリューションは、サプライチェーンの透明性
も変革する。クラウドベースの分散型台帳やその他
のデジタル技術を用いて、物質・材料、製品、包装が
バリューチェーン全体で追跡される。これによりサ
プライチェーンのリスクや潜在的な人権への負のイ
ンパクトを監視・管理することが可能になり、責任
とレジリエンスを促進するとともに、物質・材料の
リサイクルと再利用を支援する。技術はライフサイ
クル全体を通じて製品の環境的・社会的インパクト
の透明性と説明責任を高める一助となる。

鍵となる移行  続き
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製品のライフサイクルを可能な限り長くし、必要
に応じてメンテナンスや改修を優先させるような
新しいビジネスモデルを開発する。 

製品設計から市場投入、アフターサービス、使用
済み製品の回収に至るまで、事業戦略のあらゆ
る側面に循環の要素と次世代利用を組み込む。
循環のループを実現するためのバリューチェーン
上のギャップをマッピング・特定し、社内及びパ
ートナーとの協力によりその解決に取り組む。

炭素を貯留し、再生不可能で化石由来の物質を
代替する、サステナブルで循環型の生物由来製
品のイノベーションと導入に投資するとともに、
自然の回復に貢献する科学的根拠に基づいた野
心的な目標を設定する。

自然、社会、人的資本コストを考慮して、製品や
物質・材料の真の価値を説明する。製品などの長
寿命化を促進するために、会計原則を更新する。

意思決定、協力、循環型のパフォーマンスとリニ
ア（直線）型のリスクに関する情報開示を強化す
るため、共通の定義と測定基準についてのコン
センサスを確立し、それを採用する。

人間中心型の革新的なアプローチを採用し、新
たなビジネスモデルや新技術に直面する労働者
の継続的なスキルアップ、リスキル、エンパワー
メントに投資する。

政策立案者に積極的な働きかけを行い、最終的
に二次材料が選好されるような環境を作る。

ビジネスと人権に関する指導原則で定められて
いる人権デューデリジェンスのための社内指針
とシステムを構築・改善し、グローバルバリュー
チェーン全体で人権が確実に尊重されるように
する。

特に途上国において、循環型ビジネスモデルを支
援する上で必要な物質・材料の回収と加工に係
る現地の能力とインフラの改善に投資するため
に、バリューチェーン全体を通じた協働の取り組
みを推進する。

耐久性や保守性、改修品やリサイクル品に対する
受け入れやすさ及び選好されやすさの向上を促
すとともに、リサイクルを可能な限り容易かつ便
利にすることで、世界の消費者の行動変容を促
すキャンペーンに協力する。

製品と物質・材料
企業の行動分野
2020 – 2030年
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道筋 // 金融商品・サービス

  私たちは皆、
私たちの
未来に 
投資できる
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金融サービスや投資は、すべての経済活動の中心に
ある。それらは、あらゆる産業・サービスセクターに
おける活動と結果を評価し、支え、後押しする。

金融サービスや投資は、既存の社会・経済の安定とレジリエンスに欠かせな
い。金融商品には、投融資、保険による安心の提供、法人・個人向けの金融
メカニズムや取引が含まれる。金融サービスとは、投資・決済、老後設計、住
宅ローン仲介、会計など、金融商品の提供とモニタリングを指す。「ビジョン
2050」の達成のためには、これらの商品やサービスが、持続可能な開発の
アウトカム（成果）に向け、どれだけ支援し、推進できるかが重要となる。

持続可能な開発を支援する 
ために、すべての金融資本と 
金融商品・サービスを動員

金融システムは、金融のパフォーマンスに加え 
社会環境的なアウトカムの価値を認識する

すべての金融機関、金融プロフェッショナル、経済主
体は、価値評価のためのマルチキャピタルアプローチ
を理解・適用している。それは社会的能力及び環境収
容力、閾値、アウトカムを企業価値や市場価値と結び
つけるものである。会計に関するシステム、プロセ
ス、原則は、こうした価値が確実に認識・理解される
ことに役立っている。

金融資本の配分は、持続可能な開発を可能にする

インベストメントチェーン全体における資本配分の決
定は、持続可能な開発のアウトカムを認識し優先して
いる。資本市場は、包摂的でインパクトのあるサステ
ナブルな企業活動の実践を適切に価値評価すること
で、最もサステナブルな企業に報いている。環境・社
会・ガバナンス（ESG）に関するリスクや機会の管理
を怠ることは、商業的成功への主要な障壁となってい
る。金融市場において各種商品は、資本市場参加者が

サステナブルなソリューションやアウトカムに貢献で
きるよう、多様なメカニズムを提供している。

金融システムは、企業のサステナビリティ 
パフォーマンスに関する包括的かつ比較可能な 
データへのアクセスを有する

マテリアル（重要）かつ意思決定に役立つ、将来予測
に関するESG情報は、すべての企業によってタイム
リーに提供され、インベストメントチェーン全体にお
いて各主体の意思決定材料となる。情報開示の質は
持続可能な開発の優先順位に沿って継続的に進化・
改善される。

金融システムは、すべての人のために機能する

金融商品・サービスは、すべての人にとってアクセス可
能である。金融リテラシー（金融を正しく理解し活用
できる能力）が広がり、グローバルな金融システムへ
の影響力を個々人が実感している。一方で、金融シス
テムは、そのサービスを提供する受益者や預金者の選
好や価値観を反映している。

金融商品・サービスの 
道筋における 

企業の行動分野を探る

p.57

私たちの「2050年ビジョン」
金融商品・サービス
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文化と行動の変容

• 政府、規制当局、資本市場関係者及び企業は、持続
可能な開発に貢献する金融システムを支援するため
に、短期主義、過度な投機、レバレッジの事例を減
らすとともに、長期的なレジリエンスと価値創造を
促す文化と行動の変容が可能になるように協働す
る。

• 政策立案者は、受託者責任の重要な構成要素とし
て、投資家の実務にESGの考慮を統合する必要性に
関する規制ガイダンスを強化する。受託者責任を巡
る議論が、投資家の枠を超えて、インベストメント
チェーンのその他主体にも広がる。

• 短期的・長期的な報酬の主要な構成要素として、サ
ステナビリティパフォーマンスに関するアウトカム
が位置付けられるよう、金融システム全体でインセ
ンティブの仕組みが見直される。

• 投資プロフェッショナルの行動を奨励・要請する上
で必要な文化、ツール、知識を提供するため、専門的
な倫理規定や資格に投資判断におけるESGの重要
性が組み込まれる。

• 金融システムにおける主体が、同業他社やインベス
トメントチェーンのより広範なネットワークとのやり
とりの中で、サステナビリティに関する事項の重要
性を伝える。アセットオーナーとアセットマネー
ジャーは、よりサステナブルな企業行動を促すため
にエンゲージメントを活用する。

市場や金融機関は、価値に関するより広い概念を 
受け入れる

• 金融資本に加えて、社会や社会における各組織が恩
恵を享受する他の種類の価値が存在することにつ
いて、金融システムのいたる所で広く認識されるよう
になる。これらには、自然、社会・関係、人的、知的、
及び製造に関する資本が含まれる。企業や資本市場
は、ネガティブ及びポジティブな外部性を内部化す
る重要性を認識し、それらを企業活動や投資のパ
フォーマンスに影響を及ぼし得るリスクと機会の源
泉として理解している。

• 真の価値についての、より広い概念を分類・認識す
るための手法がさらに発展し、主流化される。会計
ならびにバリュエーション（企業価値評価）の方法
は、公益を擁護するために、複数の資本の統合を全
面的に支援するように進化する。

• 金融アナリスト、財務、リスク管理、保険及び投資管
理のためのプロフェッショナル教育は、マルチキャ
ピタルアプローチの統合をさらに進める。

鍵となる移行
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持続可能な開発を支援するため資本が動員される

• サステナブルな企業活動の実践にファイナンスする
ための資産動員を金融システム全体が強化する。サ
ステナブルな商品に対して資金が配分され、金融判
断ならびに投資判断のすべての面においてESGの考
慮が統合される。サステナブルな企業活動の資本コ
ストは低下し、サステナブルでない活動の資本コス
トは増大する。

• アセットオーナーは、アセットマネージャーに対し
て、ESGの考慮をすべての金融投資に統合するよ
う、より一層働きかけ、長期的なサステナビリティ
関連のリスクと機会の考慮を、投資マンデート（委
任された権限）とアセットマネージャー選定のプロ
セスにおいて明確に位置付ける。一方で、アセットマ
ネージャーは、株式などの発行体に対して、ESG関
連のリスクと機会について管理し報告するよう働き
かける。

• 投資コンサルタントや銀行は、アセットオーナーと
アセットマネージャーが顧客ポートフォリオ内の長
期的なサステナビリティ関連のリスクと機会を確実
に把握するのに役立つ助言やセルサイド（販売側）
調査を提供するための取り組みを拡充する。信用格
付機関も自身の信用リスク評価へのサステナビリ
ティ関連事項の統合を改善する。

• 銀行は、顧客への金融活動がパリ協定と持続可能な
開発に整合するよう行動する。

持続可能な開発を支援する金融商品のための 
強固な市場インフラが形成される

• 企業と投資家の意味ある厳格な対話が、持続可能な
開発を支援する資本を動員する組織的・技術的な取
り組みを支えるのに欠かせないシステム構造の形成
に勢いを与える。

• 標準化された用語や商品を含む、明確でグローバル
に認知された、サステナブルな投資の定義が構築さ
れる。サステナブルな投資商品のインパクトを確保
し、誤販売を防止するため、基準や検証に支えられ
た、一貫した用語・定義と明確な商品ラベリングが生
まれる。

• 包摂的でインパクトがあり、サステナブルでレジリエ
ントなアウトカムに貢献する金融商品・サービス（保
険、証券、デリバティブ（金融派生商品）、債券、スト
ラクチャードプロダクツ（仕組み金融商品）等を含
む）が生まれ、規模が拡大する。

• 各種基準の収束が統合指数やベンチマークの開発
を可能にし、リスク、リターン、インパクト、アウトカ
ムに関する包括的な情報を投資家などのユーザーに
対して提供する。

金融機関のサステナブルな資本配分を 
促進するため、企業はESGの戦略的統合と 
レポーティングを強化する

• ESGが最高財務責任者（CFO）、財務部門、コーポ
レート・セクレタリー、IR部門の重要な検討事項と
なり、ますます多くの企業が、サステナビリティを企
業の意思決定の中核に据えるようになる。ESGは、
戦略分析、企業のリスク管理、株式パフォーマンス、
企業のレジリエンスの基本的な要素となる。

• マテリアルかつ意思決定に役立ち、将来を考慮した
ESG情報は、ますます多くの企業からタイムリーに
発信されるようになり、投資家はその情報を活用し
てアセスメントや迅速なバリュエーションを行うこ
とができるようになる。金融機関は、気候関連財務
情報開示タスクフォース（TCFD）などのイニシアチ
ブに沿って、ESG情報開示のガイドラインの優良事
例を採用するよう企業を奨励する。アセットオー
ナーとアセットマネージャーは、企業がより質の高
いサステナビリティ情報を開示するように働きかけ
る。

• 共同プラットフォームは企業と投資家を結びつけ、
ESG情報とESGコミュニケーションのあり方、一貫
性、情報交換を改善することにより、企業のサステ
ナビリティパフォーマンスに関するより包括的で強
固、かつ比較可能なデータが出されるよう促進す
る。

• 規制当局は、ESG情報の開示の一貫性、適時性、採
用率の向上に努めている。世界各国の証券取引所で
は、上場の要件としてESG情報の開示を義務付け始
める。

人々の価値観を金融システムの中心に戻す

• 世界的な金融リテラシーの向上によって、個人が金
融システムにおける自分の役割を認識し、サステナ
ビリティや倫理的な選好に沿って金融システムをよ
り良く調整する行動をとるようになる。

• 個人は、自分の資金を持続可能な開発のアウトカム
に沿って投資することを要求し始め、資金管理者へ
のマンデートにサステナビリティの要素を組み込む
ようになる。投資家は、受益者や預金者のサステナ
ビリティに関する選好が財務的に重要であるか否か
にかかわらず、これらの選好を取り入れるよう努力
する。

• リテールバンクは、個人の貯蓄、投資、年金商品を通
じて持続可能な開発を支援する方法について、顧客
に適切なアドバイスとインセンティブを提供する。

• 従業員の需要の高まりに合わせて、企業は退職金制
度がESGの考慮を統合し、持続可能な開発に沿うこ
とを確保する。
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金融サービスは、包摂性と公平なアクセスを 
大規模にサポートする

• 金融セクターの視点は、金融への普遍的な参加を可
能にする商品やサービスの開発を支援するものへと
変化している。インフラレベルの大規模な商品の提
供と、ミクロレベルでの商品設計・提供のバランス
がとられている。

• 組織は、社会の隅々まで個人的・社会的なレジリエ
ンスとセキュリティを強化することに重点を置いて
いる。金融商品・サービスのプロバイダーは、貯蓄、
保険、クレジットなど、ますます多様化する個人向
けサービスへの普遍的なアクセスを促進するために
活動する。

• 低所得者層や零細・中小企業のためのサステナブル
ファイナンスへのアクセスは飛躍的に向上する。

• デジタルとモバイルの技術を活用して、地理的条
件、コスト、権利の喪失など、金融サービスへのアク
セスを阻む障害が克服される。

• マルチステークホルダーの協働により、世界的に金
融リテラシーのレベルを向上させる取り組みが進め
られる。

関連 SDGs

1.4 2030年までに、貧困層及び脆弱層をはじめ、全ての男性及び女性が、基礎的サ
ービスへのアクセス、土地及びその他の形態の財産に対する所有権と管理権
限、相続財産、天然資源、適切な新技術、マイクロファイナンスを含む金融サー
ビスに加え、経済的資源についても平等な権利を持つことができるように確保
する。

5.A 女性に対し、経済的資源に対する同等の権利、並びに各国法に従い、オーナー
シップ及び土地その他の財産、金融サービス、相続財産、天然資源に対するアク
セスを与えるための改革に着手する。

8.10 国内の金融機関の能力を強化し、全ての人々の銀行取引、保険及び金融サービ
スへのアクセスを促進・拡大する。

9.3 特に開発途上国における小規模の製造業その他の企業の、安価な資金貸付な
どの金融サービスやバリューチェーン及び市場への統合へのアクセスを拡大す
る。

10.5 世界金融市場と金融機関に対する規制とモニタリングを改善し、こうした規制
の実施を強化する。

12.6 特に大企業や多国籍企業などの企業に対し、持続可能な取り組みを導入し、持
続可能性に関する情報を定期報告に盛り込むよう奨励する。

12.8 2030年までに、人々があらゆる場所において、持続可能な開発及び自然と調和
したライフスタイルに関する情報と意識を持つようにする。

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエンス）
及び適応の能力を強化する。

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関する教育、啓発、人的能力
及び制度機能を改善する。

15.5 自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の損失を阻止し、2020年までに絶滅
危惧種を保護し、また絶滅防止するための緊急かつ意味のある対策を講じる。

17.3 複数の財源から、開発途上国のための追加的資金源を動員する。

鍵となる移行  続き
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透明性、受託者責任の概念の進化、外部性評価
のための戦略的アプローチを支援するサステナ
ブルファイナンス政策を実現するために提言を行
う。

アセットオーナーは、明確で一貫性のあるESG
要件とパフォーマンス指標を投資コンサルタント
やアセットマネージャーへの指示に組み込む。

09

01 02

03 04

10

05 06

07 08

企業は、ESG関連のリスクと機会、自然・社会・
人的資本への影響と依存度を、会計プロセスと
バリュエーションの前提に組み込む。

リテールバンクや投資銀行は、ビジネスモデル全
体にサステナビリティを組み込むことで、様々な
サステナブルな金融商品を開発し、自社のロー
ンや投資がサステナブルであることを確保し、セ
ルサイドではESG要素に関するしっかりとした
分析を行う。

企業や投資家は、基準設定機関や規制当局と協
力して、意思決定に有用なサステナビリティ関連
の情報やコミュニケーションのあり方、一貫性、
比較可能性に関する明確なガイダンスを策定す
る。

持続可能な開発を犠牲にして短期的な財務パフ
ォーマンスに報いたり、それを生じさせたりする
インセンティブを特定し、対処する。

格付け会社は、気候変動、人権、自然破壊、水不
足などの様々な問題について、セクター別・企業
別のESGリスクエクスポージャーの分析を強化
する。

サステナブルな金融の能力と行動を育成するた
めの専門的な開発基準と倫理規範を支援する。

受益者、年金受給者、その他の個人投資家が、自
分の資金がどこにどのように投資されているの
かと、それに関係するサステナビリティ関連のイ
ンパクトを確認できるよう、投資配分の透明性を
高める。

公平性と金融包摂（誰もが取り残されることなく
金融サービスにアクセスできること）を支援する
ためにアクセシビリティを基本設計原則としつ
つ、グローバルに金融リテラシーを向上させるた
めの新たなパートナーシップやイニシアチブも
模索しながら、金融商品・サービスへの大規模な
アクセスを容易にする。

金融商品・サービス
企業の行動分野
2020 – 2030年
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道筋 // コネクティビティ

  私たちは、
人々を
つなげる
ことができる
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ここでの変革への道筋は、広範囲に及ぶ人と人、
人と情報、人と絶え間なく拡大し続ける商品・
サービスをつなぐデジタル技術やプラット 
フォームに焦点を当てる。

また、この道筋では、インターネットを介してモノと接続・通信を行う
ソリューション（モノのインターネット（IoT））、さらには、それらのソ
リューションが依拠するスマートフォン、コンピューターから人工衛星
に至るインフラ、機器、デバイスも対象とする。

責任あるコネクティビティは、
人々を結び付け、 
透明性と効率性を高め、 
機会へのアクセスを促進

コネクティビティはすべての人をエンパワーする

デジタルと通信の技術はあらゆる場所にコネクティビ
ティを提供し、すべての人が互いにつながり、また、金
融、教育、医療などの重要な情報や基本サービスにも
つながることを可能にする。これにより、世界中で不
平等が劇的に改善し、公平で、豊かで、包摂的な社会に
貢献する。また、人々はデジタル社会で活躍するため
に必要なスキルにアクセスすることができる。

データはパフォーマンスと効率性を最適化する

IoTはその潜在能力を最大限に発揮する段階に至って
いる。コネクテッドデバイス（インターネットに接続さ
れたデバイス）の普及により、膨大な情報の収集と分
析が可能となることで、幅広い産業においてプロセス
や手順の最適化が推進される。これにより、パフォー
マンスと効率性の向上、排出量の低減、ウォータース
チュワードシップ（責任ある水資源の総合的管理に向
けた行動規範）の改善、脱物質化が促進される。

持続可能な開発を追跡・管理できる

デジタルの進歩により、世界とその重要な自然及び人
工のシステムをリアルタイムで追跡・観測することが
可能となる。これにより、新たに出現する環境・社会の
課題に関する透明性を確保し、タイミングよく、かつ調
整がとれた形で対処することが可能になる。

コネクティビティは人と環境を尊重する

デジタル分野のサプライチェーンにおける環境・社会
への影響は緩和されている。原材料は責任ある形で調
達され、データセンターはクリーンエネルギーで動い
ており、循環型でサステナブルな処分方法が広く導入
される。国際的な協力やグローバルな基準によって安
全なネットワークと効果的なガバナンスメカニズムが
実現し、データインテグリティ（データ完全性）とプラ
イバシーが確実に保護される。表現の自由とヘイトス
ピーチの境界が明確に定義・確認されることで、表現
の自由が保護され、ヘイトスピーチが解消される。

コネクティビティの 
道筋における 

企業の行動分野を探る

p.63

私たちの「2050年ビジョン」
コネクティビティ
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すべての人がブロードバンドやデジタルサービスに 
アクセスできることで誰一人取り残さない

• 高品質で信頼性の高いデジタルインフラが世界的
に整備されている。企業と政府は、すべての人に手
頃な価格でのブロードバンドやモバイルアクセスを
実現するべく協力を行う。インターネットに接続さ
れたデバイスは、場所を問わず手頃な価格ですぐに
利用できるようになる。

• 政府と企業はデジタルリテラシー（デジタルを正し
く理解し活用できる能力）の低さに対して共に取り
組み、スキルの向上と教育セクターとの連携強化に
焦点を当てる。

• コネクティビティとデジタルリテラシーは個人が責
任をもってインターネットを利用し、また、雇用、コ
ミュニケーション、情報、娯楽目的のためにその可
能性を最大限に活かせるようにする。金融、医療、
教育といった重要なサービスはオンラインやモバイ
ル技術によるソリューションを通じてますます届け
られるようになり、社会的・金融的なエンパワーメ
ント、貧困削減、健康の改善、不平等の縮小を促進
している。

鍵となる移行
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デジタルプラットフォームは社会的交流や 
市民対話を豊かにする

• 人々は家族、友人、顧客、同僚らとの関係を構築・
強化するために、プラットフォームを活用する。デジ
タル環境のグローバルな性質は、豊かな文化的及
び規範的な多様性を促進する。

• オンライン上での誹謗中傷、ヘイトスピーチ、暴力
的過激主義やオンライン差別といった課題に対処
していくためのガバナンス構造が生まれる。

• デジタルツールは個人が市民社会活動に参加した
り、民主主義のプロセスにより広く貢献することを
エンパワーする。

• プラットフォームやコンテンツプロバイダーは、透
明性と事実を優先する厳格な方針と実践を適用す
る。そして、誤情報につながる偽情報の拡散に対処
するなど、民主的なプロセスを弱体化させるリスク
を緩和する。

• デジタルの独占化を防ぐようなチェック体制を整
え、ひとつのプラットフォームが過度な影響力を持
たないようにする。

コネクティビティは協働、イノベーション、 
新しいビジネスモデルや働き方を可能にする

• デジタルプラットフォームや技術は、業界内及び業
界を超えた協力的なネットワークの構築を可能に
し、イノベーションのための新たなパートナーシップ
や機会を推進する。

• デジタル化は多くの分野において、伝統的なビジネ
スモデルから新たなデジタル経済中心のプラット
フォームやネットワークへの移行を可能にする。こ
れにより、商品やサービスの提供が強化され、新た
な経済的及び雇用の機会を創出する。

• COVID-19パンデミック禍において主流となったリ
モート型の労働、学習、協働の新しい方法は、雇用
者と従業員に引き続き受け入れられる。

コネクテッドデバイスはパフォーマンスや 
効率性を改善する

• 様々な環境でより簡単にIoTを実現する技術の成熟
化によって、企業は恩恵を受ける。センサー技術は、
より安価に、より高度に、より広く使われるように
なっている。演算能力が向上し、アプリケーション
はクラウドやエッジコンピューティング（データが
生成される場所により近い場所でデータ処理・分析
を行う仕組み）によるソリューションに移行する。

• モノと組織のコネクティビティが向上し、膨大な
データが収集・分析されることで、生産性と効率性
が向上し、幅広いセクターにおいてエネルギー、原
材料、水の使用が最適化される。

• コネクテッドデバイス周辺においてデータプライバ
シーの問題に対処するための新しい標準が出現す
る。

自然と社会のシステムの健全性が 
引き続き追跡される

• コネクティビティは、自然界の状況や自然界への新
たな影響をモニタリングするための能力を世界的
に強化する上で重要な役割を担っている。政府、企
業、市民社会によるパートナーシップは、世界の森
林、流域、漁業、その他の重要な自然システムの状
況をリアルタイムで追跡するようになる。

• 継続的なモニタリングはまた、早い段階から負のイ
ンパクトや非合法または有害な活動を発見すること
を可能にし、誰もが自然環境を守る行動をタイム
リーに起こすことができるようになる。

• 複雑なデータセットの処理は、貧困・飢餓の撲滅、
医療、教育、災害復旧など、最も緊急に支援を必要
としているコミュニティに対して、より集中的かつ
効果的な支援を促進する。ターゲットをより明確に
して成果が高い支援を促進する。

• 企業はサプライチェーンのリスクを監視・管理する
とともに、責任あるサステナブルな調達を行うため
に、新たな水準でのデータ量とデータ品質、及び
データ共有とともにブロックチェーン技術を活用す
る。

61
道
筋
　
　
コ
ネ
ク
テ
ィ
ビ
テ
ィ



政府と企業がデジタルのセキュリティ、責任、 
信頼を強化する

• データにおけるプライバシーやセキュリティの重要
性についての認識が社会全体で飛躍的に高まり、組
織はますます説明責任を問われるようになる。

• データやサービスの流れを可能にしつつプライバ
シーの権利を保護する国際的ガイドラインが広く適
用される。企業は、プライバシーの権利が確実に守
られるよう、主導的な役割を担う。

• 企業は、デジタル経済への信頼を高める規範と慣行
を推進するため、政府、市民社会、イノベーターと連
携する。

デジタルの成長によるインパクトは、生産と消費の 
責任あるモデルを通じて軽減される

• 技術革新と脱炭素化は、デジタルインフラとハード
ウェアの両方による環境へのインパクトを大幅に軽
減する。

• 電子製品は、修理、回収、リサイクル、及び再利用で
きるように設計される。セクター横断的な協働、投
資、標準化により電子廃棄物の大幅な削減を促進
し、またスチュワードシップが強化される。

• 規制当局、企業、市民社会グループは、鉱物や金属
の調達からコンテンツの監視に至るまで、コネク
ティビティのバリューチェーン全体で人権が保護さ
れ尊重されることを確保するために連携する。

• マルチステークホルダーのイニシアチブを通じて、
デジタルディスラプション（既存概念を打ち破る革
新的イノベーション）が労働市場に与えるインパクト
を監視し対処する。企業は、新しい技術から恩恵を
受けられるよう労働者をエンパワーし、適切な学
習、研修、支援を提供する。

• 消費者は、自らのデジタル行動が環境や社会に与え
るインパクトをますます意識するようになる。

関連 SDGs

1.4 2030年までに、貧困層及び脆弱層をはじめ、全ての男性及び女性が、基礎的
サービスへのアクセス、土地及びその他の形態の財産に対する所有権と管理
権限、相続財産、天然資源、適切な新技術、マイクロファイナンスを含む金融サ
ービスに加え、経済的資源についても平等な権利を持つことができるように
確保する。

3.8 全ての人々に対する財政リスクからの保護、質の高い基礎的な保健サービスへ
のアクセス及び安全で効果的かつ質が高く安価な必須医薬品とワクチンへの
アクセスを含む、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）を達成する。

4.3 2030年までに、全ての人々が男女の区別なく、手の届く質の高い技術教育・職
業教育及び大学を含む高等教育への平等なアクセスを得られるようにする。

5.B 女性の能力強化促進のため、ICTをはじめとする実現技術の活用を強化す
る。

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、完全かつ生産
的な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、ならびに同一価値の労働につ
いての同一賃金を達成する。

8.7 強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人身売買を終らせるための緊急かつ効果
的な措置の実施、最悪な形態の児童労働の禁止及び撲滅を確保する。2025
年までに児童兵士の募集と使用を含むあらゆる形態の児童労働を撲滅する。

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労働者など、
全ての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。

9.C 後発開発途上国において情報通信技術へのアクセスを大幅に向上させ、2020
年までに普遍的かつ安価なインターネットアクセスを提供できるよう図る。

10.2 2030年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、あるいは経済的地
位その他の状況に関わりなく、全ての人々の能力強化及び社会的、経済的及び
政治的な包含を促進する。

12.5 2030年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物
の発生を大幅に削減する。

12.8 2030年までに、人々があらゆる場所において、持続可能な開発及び自然と調
和したライフスタイルに関する情報と意識を持つようにする。

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レジリエン
ス）及び適応の能力を強化する。

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関する教育、啓発、人的能力
及び制度機能を改善する。

16.7 あらゆるレベルにおいて、対応的、包摂的、参加型及び代表的な意思決定を確
保する。

16.10 国内法規及び国際協定に従い、情報への公共アクセスを確保し、基本的自由
を保障する。

17.8 2017年までに、後発開発途上国のための技術バンク及び科学技術イノベーシ
ョン能力構築メカニズムを完全運用させ、情報通信技術（ICT）をはじめとす
る実現技術の利用を強化する。

鍵となる移行  続き
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より広範なイニシアチブにおいて政府と協力し、
デジタルリテラシーを広げ、また、特に十分な対
応が行われていないグループを対象として、デジ
タルスキルの格差問題に取り組む。

09

01 02

03 04

10

05 06

07 08

政府、同業他社、金融機関と協力し、すべての人
にとって手頃な価格で、信頼性の高いインターネ
ット接続を確保する上で必要なインフラとサービ
スを届ける。

ICT業界、また、市民社会と政府と協力し、自然
界の状況を監視し、自然へのインパクトをリアル
タイムで理解する上で、透明性が高く公平なイン
フラを整備する。

サプライチェーンの透明性とトレーサビリティの
仕組みを前進させるために、新しいデジタル技
術の力を活用する。また、データへのオープンア
クセスを推進する。

コネクティビティに関するバリューチェーン全体
でデータが守られ、人々のプライバシーの権利
が保護されることを確実にするために、最良の
方策を導入し、また、その形成を支援する。

すべてのデータセンターを100％ネットゼロエ
ネルギーのものに転換する。

ビジネスと人権に関する指導原則に沿って、コネ
クティビティに関するバリューチェーン全体で人
権デューデリジェンスを行う取り組みを引き続き
実施・強化する。

電気電子機器廃棄物の急激な増加と自然資源の
枯渇を防ぐため、循環型経済の原則を採り入れ
る。

新しいデジタル技術を設計、採用、運用するプロ
セスにおいて労働者とエンゲージする。また、そ
れらの技術の恩恵を受けるのに必要なスキルを
労働者に提供する。

偽情報の拡散を食い止めるための厳格な方針と
措置を講ずる。また、オンライン上での犯罪、過
激主義、ヘイトスピーチ、差別、誹謗中傷からユ
ーザーを保護するための具体的な対策をとる。

コネクティビティ
企業の行動分野
2020 – 2030年
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道筋 // 健康とウェルビーイング

  私たちは、
人々を快適に
することが 
できる
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健康とウェルビーイングは人々が真に豊かに 
生きるための能力の土台である。

この変革の道筋には、感染性及び非感染性疾患の予防と治療から、強
固なグローバルヘルスケアシステムの確保と健康的なライフスタイル
の促進まで、人々の心身の健康を増進するためのあらゆる活動が含ま
れる。ヘルスケア及び製薬業界には果たすべき重要な役割が明らかに
あるが、食品から構築環境まで、他の幅広いセクターの企業について
も同様である。

すべての人に達成可能な 
最高水準の健康と 
ウェルビーイングを提供

人々は健康的な生活を送る

2050年までに、実現しうる最高水準の健康とウェル
ビーイングを誰もが享受し、健康で充実した生活を送
る。

健康は増進され、保護される

ヘルスケアシステムは、病気の予防に特に重点を置
く。政府は、個人がライフスタイルや食事を通じて健
康をより強く管理し、改善できるようにする取り組み
を支援する。企業はより健康的なライフスタイルに向
けた製品ポートフォリオとサービスについて再調整を
行っており、マーケティング活動は健康的な選択と行
動を奨励することに焦点を置く。病気の蔓延は、予防
接種、早期発見と治療、及び疫学的な監視と対応に関
する強固なグローバルシステムによって防止される。
人獣共通感染症の発生を根絶することを視野に入れ
て、野生生物の生息地は保護される。

誰もが強固でレジリエントかつサステナブルな 
医療サービスにアクセスが可能となる

すべての人が、それぞれのコミュニティにおいて、予
防、増進、保護、治癒、リハビリテーション、緩和ケア
などの必要不可欠なヘルスケアサービスに生涯を通
じて手頃な価格でアクセスできる。その結果、病気の
発生率が低下し、より多くの人々が感染性及び非感染
性疾患から生き延びる。医療システムはショックに対
してレジリエントであり、パンデミックに備えている。
医療システムは、十分に管理・調整され、設備が整っ
ており、効率的かつサステナブルであり、熟練した労
働力によって運用される。

職場はウェルビーイングを促進する

企業は、自社の事業及びサプライチェーン全体で健康
とウェルビーイングの強力な文化を促進することに取
り組む。教育プログラムは労働者の心身の健康を増
進するのに役立ち、すべての企業は常に従業員の健康
と安全を確保するための措置を講じる。

健康とウェルビーイングの
道筋における 

企業の行動分野を探る

p.69

私たちの「2050年ビジョン」
健康とウェルビーイング
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健康に関するリテラシーが世界中で促進され、 
科学への信頼が回復する

• 政府、企業、市民社会グループが協力して、衛生、健
康、メンタルヘルス、科学リテラシー、健全な性と生
殖、家族計画に関する教育を世界中で推進する。

• 企業は、労働者、サプライチェーン、及び事業を行う
コミュニティ全体で、心身の健康に関する教育と意
識を高める。

• ソーシャルメディアのプラットフォームは、健康関連
の誤った情報の無秩序な拡散に対処する。

投資は感染症の発生と蔓延を防ぐ能力を構築する

• 新しい技術により医療システムが一層先見的かつ能
動的になり、予防、病気の早期診断、及び患者の健
康状態の継続的な観察に、さらなる重点を置くこと
が可能になる。

• 低中所得国で不可欠な医療サービス向けの資金が
増加することで、定期的な予防接種が強化され、計
画に資するデータの質と利用可能性が向上する。

• 医療システムは、パートナーシップ、ロジスティクス
の改善、不可欠な機器の備蓄を通じて、レジリエン
スを構築し、パンデミックに備えるための行動を起
こす。

• 政府と企業は、急速に変化する病原体に対処するた
め、安全で効果的なワクチンと治療法の迅速な開
発、承認、提供に向けたシステム構築に投資を行
う。

• 政府と企業は、疾病監視とグローバルデータベース
の確立に多額の投資を行うと同時に、データプライ
バシーを保護するための取り組みを支持する。

• 抗菌薬耐性の脅威に対処し、抗生物質の継続的な有
効性を確保するために、システム全体の対策を講じ
る。

企業は健康的なライフスタイルを促進するために 
製品とサービスを進化させる

• 政府、企業、市民社会グループが協力して、すべての
社会経済グループの人々のより健康的なライフスタ
イルを促進及び実現し、非感染性疾患による影響の
防止・軽減に貢献する。

• 政府の政策や市民社会グループによって支援を受け
た企業は、健康的な食事とライフスタイルをサポー
トするために、製品ポートフォリオの再調整と刷新
を行う。

• 信頼性の高い健康情報、個人の健康管理ソフトウェ
ア、健康的で栄養価の高い食品、より優れたフィット
ネスとスポーツインフラにより、人々はライフスタイ
ルを変えることが可能になる。

• すべての製品は安全に作られ、有害な成分や材料は
含まれない。規制と自主的措置により、不健康または
中毒性のある製品やサービスは根絶される。ソー
シャルメディアを含む製品やサービスによるメンタル
ヘルスへの悪影響に対処する取り組みも行われる。

• 責任あるマーケティングは、健康的な選択、行動、ラ
イフスタイルを促進する。企業は、特に子どもや青
少年に対して、不健康な製品のマーケティングを控
える。

鍵となる移行
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政策、投資、イノベーションにより、 
医療への普遍的なアクセスが確保される

• 政府は、個人がそれぞれのコミュニティにおいて不
可欠な医療サービスに生涯を通じてアクセスできる
ように政策を進め、必要に応じて企業と提携を行
う。

• 信頼性の高い遠隔医療の技術とシステムは、医療へ
の普遍的なアクセスを確保するために大規模化さ
れる。

• ヘルスケア企業は、より多くの国で多くの病気に対
処する包摂的なビジネスモデルを開発、拡大、複製
し、低所得者を顧客として明確に含める。最も貧し
い人々がイノベーションから恩恵を得ることができ
るように設計された国際貿易協定を支持すると同
時に、公正な価格設定とアクセス指向のライセンス
供与戦略を開発する。

• 国民健康保険からマイクロ保険（新興国、途上国の
低所得者層、貧困層向けに提供される少額の保険）
まで、すべての患者のニーズを満たすために、さまざ
まな効率的な健康保険システムが確立される。

• ヘルスケア企業は、貧困に関連する感染性及び非
感染性疾患の研究開発を強化する。

ヘルスケアシステムは責任を持って 
新しい技術を採用する

• 合成生物学やデジタルヘルスなどの技術は、多くの
病気を予防、診断、治療する能力を大きく変革し、
効率性と結果において大幅な改善を可能にする。

• 新しい技術の導入により、規制当局は、患者の健
康、安全、プライバシーを保護するために、さまざ
まなステークホルダーから提供されたルールを実
践する。

企業は自社の事業及びサプライチェーンにおいて 
健康とウェルビーイングを保護する

• 企業は自社の事業とサプライチェーンで健康とウェ
ルビーイングの文化を育むことで、すべての人に達
成可能な最高水準の心身の健康を促すとともに、従
業員がセルフケアを優先することが奨励される環
境を構築する。

• すべての雇用主は、最高水準の労働安全衛生を採
用し、進化させることで、従業員が怪我、損傷、及び
病気から解放されることを可能にし、また、そのた
めに従業員をエンパワーする。

• 企業は、健康的なワークライフバランスを促進し、
従業員間のウェルビーイングネットワークを構築
し、専門家によるストレス管理研修を実施すること
により、メンタルヘルスを増進する。

• 企業は、自社の事業とサプライチェーン全体で人権
と労働者の権利を擁護する。また、ビジネスと人権
に関する指導原則及びその他適切な国際的枠組み
を実施し、必要に応じて効果的な是正措置が迅速
かつ透明性をもって行われることを保証する。

気候と自然の危機は健康危機として認識される

• ステークホルダーは、気候と自然の危機がもたらす
人間の健康へのリスクをますます強く認識してい
る。これらのリスクには、大気質の悪化による呼吸
ストレス、熱波の影響、人獣共通感染症の発生、及
び激動の世界での生活によるメンタルヘルスへの
影響が含まれる。

• 企業は、健康的な環境を促進する効果的な政策を
提言する。企業は、温室効果ガスやその他の大気汚
染物質の排出を劇的に削減し、健康に害を及ぼす
物質の使用を大幅に抑制することなどによって、模
範を示す。

• 企業は政府と協力して、最も脆弱な人々を支援しつ
つ、健康上のリスクとショックに対処するための国
内医療システムと国際ネットワークの能力を強化す
る。
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関連 SDGs

2.1 2030年までに、飢餓を撲滅し、全ての人々、特に貧困層及び幼児を
含む脆弱な立場にある人々が一年中安全かつ栄養のある食料を十
分得られるようにする。

2.2 ５歳未満の子供の発育阻害や消耗性疾患について国際的に合意さ
れたターゲットを2025年までに達成するなど、2030年までにあら
ゆる形態の栄養不良を解消し、若年女子、妊婦・授乳婦及び高齢者
の栄養ニーズへの対処を行う。

3.1 2030年までに、世界の妊産婦の死亡率を出生10万人当たり70人未
満に削減する。

3.2 全ての国が新生児死亡率を少なくとも出生1,000件中12件以下ま
で減らし、５歳以下死亡率を少なくとも出生1,000件中25件以下ま
で減らすことを目指し、2030年までに、新生児及び５歳未満児の予
防可能な死亡を根絶する。

3.3 2030年までに、エイズ、結核、マラリア及び顧みられない熱帯病と
いった伝染病を根絶するとともに肝炎、水系感染症及びその他の感
染症に対処する。

3.4 2030年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予防や治療を
通じて３分の１減少させ、精神保健及び福祉を促進する。

3.5 薬物乱用やアルコールの有害な摂取を含む、物質乱用の防止・治療
を強化する。

3.7 2030年までに、家族計画、情報・教育及び性と生殖に関する健康の
国家戦略・計画への組み入れを含む、性と生殖に関する保健サービ
スを全ての人々が利用できるようにする。

3.8 全ての人々に対する財政リスクからの保護、質の高い基礎的な保健
サービスへのアクセス及び安全で効果的かつ質が高く安価な必須
医薬品とワクチンへのアクセスを含む、ユニバーサル・ヘルス・カバ
レッジ（UHC）を達成する。

3.9 2030年までに、有害化学物質、並びに大気、水質及び土壌の汚染に
よる死亡及び疾病の件数を大幅に減少させる。

3.B 主に開発途上国に影響を及ぼす感染性及び非感染性疾患のワク
チン及び医薬品の研究開発を支援する。また、知的所有権の貿易
関連の側面に関する協定（TRIPS協定）及び公衆の健康に関する
ドーハ宣言に従い、安価な必須医薬品及びワクチンへのアクセス
を提供する。同宣言は公衆衛生保護及び、特に全ての人々への医薬
品のアクセス提供にかかわる「知的所有権の貿易関連の側面に関
する協定（TRIPS協定）」の柔軟性に関する規定を最大限に行使す
る開発途上国の権利を確約したものである。

3.C 開発途上国、特に後発開発途上国及び小島嶼開発途上国において
保健財政及び保健人材の採用、能力開発・訓練及び定着を大幅に
拡大させる。

5.6 国際人口・開発会議（ICPD）の行動計画及び北京行動綱領、並び
にこれらの検証会議の成果文書に従い、性と生殖に関する健康及
び権利への普遍的アクセスを確保する。

6.1 2030年までに、全ての人々の、安全で安価な飲料水の普遍的かつ
平等なアクセスを達成する。

6.2 2030年までに、全ての人々の、適切かつ平等な下水施設・衛生施
設へのアクセスを達成し、野外での排泄をなくす。女性及び女子、
並びに脆弱な立場にある人々のニーズに特に注意を向ける。

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、完
全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、ならびに
同一価値の労働についての同一賃金を達成する。

8.7 強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人身売買を終らせるための緊
急かつ効果的な措置の実施、最悪な形態の児童労働の禁止及び撲
滅を確保する。2025年までに児童兵士の募集と使用を含むあらゆ
る形態の児童労働を撲滅する。

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労
働者など、全ての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を
促進する。

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性（レ
ジリエンス）及び適応の能力を強化する。

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関する教育、啓
発、人的能力及び制度機能を改善する。

15.5 自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の損失を阻止し、2020年
までに絶滅危惧種を保護し、また絶滅防止するための緊急かつ意
味のある対策を講じる。

鍵となる移行  続き
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職場での基本的な予防サービスへのアクセス
を拡大しながら、グローバルな事業とバリュー
チェーン全体で従業員に最高水準の健康、安全、
ウェルビーイングを保証するプログラムを実施
する。

09

01 02

03 04

10

05 06

07 08

中毒性のある有害な商品提供を取りやめ、健康
的な食事とライフスタイルをサポートするため
に製品ポートフォリオを刷新し、再調整を行う。

より健康的な食事とライフスタイルに向けて、
マーケティング活動、キャンペーン、共同教育プ
ラットフォームを通じて、消費者の行動に影響を
与える。有害な製品の販売を控える。

特に高度に産業化され、人口密度の高い都市環
境において、屋内及び屋外の大気汚染に対処す
るためにビジネスモデルを調整する。

将来的な人獣共通感染症の蔓延を防ぐために、
生物多様性を保護し、野生生物の生息地の転換
を根絶するための取り組みを支援する。

政府や政府間組織と協力して、パンデミックや
その他の健康リスクに対応する上で、国際的な
医療システムのレジリエンスを高めるシステム全
体に投資する。

政策立案者と協力して、進化するデジタルヘルス
ケアシステムに関連したデータプライバシーを
守るうえでの明確な基準とガイドラインを確立
する。

低・中所得市場でのヘルスケアへのアクセスを確
保することに重点を置き、病気を予防、診断、治
療する能力を強化する新技術を開発する。

政府や他のステークホルダーと協力して、抗生
物質治療の誤用による抗菌薬耐性を根絶する。
また、感染症の治療における継続的な有効性を
確保するために、新しい抗生物質に投資を行う。

医療システムの境界の認識を根本的に再形成
し、健康的なライフスタイルとセクター横断的な
協力の重要性を強調する。健康関連の外部性の
真の価値を理解し、説明するように努める。

健康とウェルビーイング
企業の行動分野
2020 – 2030年
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道筋 // 水と衛生

  私たちは、
すべての人に
水を届ける
ことができる
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道筋 // 水と衛生

  私たちは、
すべての人に
水を届ける
ことができる すべての人の食料、 

エネルギー、公衆衛生を 
支える水生生態系の繁栄

すべての人が水と衛生設備を利用できる

安全で信頼性の高い飲料水と十分な衛生設備を誰も
が利用でき、健康とウェルビーイングを守る上で重要
な役割を果たしている。野外排泄は根絶され、すべて
の人のために強固な廃棄物管理システムが整備され
ている。

水の価値が適切に評価されている

水は社会経済の発展に不可欠であり、社会・経済・環
境システムのレジリエンスを高める上で重要な役割を
果たすものとして認識され、その価値が適切に評価さ
れる。水の利用者は水の真の価値を認識し、水効率の
高い行動や解決策を採用し、水質汚染を最小限に抑
え、対処することに積極的に貢献する。

水と衛生に関する資源は循環的に管理されている

水は効率的かつ公正に管理される。水は、産業、都
市、農村において、効率的かつ目的に合った方法で使
用、再利用、リサイクルされる。世界中で取水、水の効
率性向上、処理、リサイクル、再利用を支援するため
に国際協力と能力開発プログラムが拡大している。衛
生資源（廃水や下水を含む）は、エネルギー、電力、栄
養素、タンパク質、高価値の化学物質などの再生可能
資源として、効率的かつ安全に利用、再利用、アップ
サイクルされる。

水質と生態系が保護されている

再利用するために、すべての廃水は処理され、アップ
サイクルされる。汚染は最小限のレベルまで減少し、
有害な化学物質や材料の投棄や放出はなくなってい
る。環境流量が維持され、水に関連する生態系が繁
栄し、保全される。水域の質は世界的に注意深く監視
される。

水はすべての生命にとって不可欠であり、 
私たちの社会や経済を世界的に支える上で 
核となるものである。

世界中の水へのアクセスは、自然サイクルの他、家庭、工業、農業用の
水の取水、処理、分配、回収、再利用するインフラに依存している。こ
の道筋では、良好な衛生や適切な排泄物の処理など、水と健康が相互
に関連する衛生問題にも焦点を当てる。

水の道筋における 
企業の行動分野を探る 

p.75

私たちの「2050年ビジョン」
水と衛生
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水への普遍的なアクセスを確保するために、 
インフラと技術がより迅速に展開される

• これまで十分なサービスを享受していない脆弱な
立場の人々を含め、すべての人に、手頃な価格で、十
分な量の、清潔で安全な飲料水が提供される。

• 強力なガバナンスシステムと国際的な官民協力によ
り、世界中で水の供給、輸送、貯蔵を促進する水関
連のインフラが改善される。

• サステナブルな技術的ソリューションは、非伝統的
な水資源を活用したり、水インフラをよりスマート
にすることによって、必要とされる場所で水の利用
可能性を高めるために規模を拡大する。

• 特に遠方の水源に依存する都市部において、水スト
レスを増大させることなく水需要を満たす上で、水
の再利用とリサイクルが役立つ。廃水は、より厳格
で世界的に調和された水質基準に基づいて処理さ
れ、安全で利用者のニーズに適したものとなる。

水の真の価値がすべての人に認識される

• 淡水と水に関連する生態系の社会的、文化的、美
的、環境的、経済的、レクリエーション的、教育的な
価値が普遍的に認識・説明されることで、様々なス
テークホルダーが保全や回復の取り組みに高いレ
ベルで関与できる。

• 水の価値評価は企業行動の重要な原動力となり、
最も生産的な目的のための水の配分のあり方につ
いて情報提供し、水に関連する負の外部性を最小
化する。

• 機関投資家の間で、水に関連する課題やリスクが広
く注目され、ポートフォリオ管理の実践に組み込ま
れる。

• 政策支援や技術・製品設計の進歩により、特に水が
入手しにくい地域では、国内の水使用の効率性を大
幅に向上させることができる。水効率の高い家電製
品や節水行動に多大な投資と技術革新が行われ、そ
れらが一般的になる。

• 消費者は水の価値をますます認識するようになり、
水の消費量が少ない製品や方法を受け入れるよう
になる。

鍵となる移行
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統合的水資源管理アプローチが広く実施される

• 統合的水資源管理アプローチでは、場合によっては
越境協力を通じて、取水量が流域レベルの基準値
を遵守することを確保する。これにより、地球全体
の水ストレスレベルを抑えることができる。

• 企業は、水や廃水の管理からウォータースチュワー
ドシップへと移行する。企業は、サイトベースと集
水域ベースの両方の行動を含む新しいステークホ
ルダー参加型のプロセスを採用する。

• 水、土地、及び関連資源が、食料と農業の文脈で協
調的に管理される。これにより、極めて重要な生態
系のサステナビリティを損なうことなく、公平な方
法で経済的・社会的なウェルビーイングを最大化す
る。

• 解決策は、地域の水文学的、地政学的、社会的、環
境的な状況に適応する。また、解決策は地域の制度
やインフラ、資金やその他の資源の制約、社会的な
インパクトなどを考慮する。

目標設定、測定、情報開示がセクターを超えた
ウォータースチュワードシップを推進する

• 企業が操業、調達、または販売を行っている集水域
のサステナブルな淡水の量と質に関する基準値を
満たす、またはそれを超えるための鍵として、科学
的根拠に基づく水の目標が受け入れられる。

• 企業は、水への依存度と影響を測定、管理、開示す
るための標準化されたプロセスを導入する。また、
パフォーマンスを向上させるために、バリュー
チェーンのパートナーや投資家と積極的にエンゲー
ジする。

循環型水管理が標準になる

• すべてのセクターで水の使用削減、再利用、リサイ
クルのための戦略、イニシアチブ、新技術が採用さ
れ、同時に資源の回収と流域における水の充足が
達成される。

• 廃水からの資源回収におけるイノベーションが急速
に拡大する。エネルギー、化学的栄養素、金属など
の資源回収は、より広範な循環経済への重要なイン
プットとなる。

• 企業は協働の機会を活用する。企業は、自社の事業
だけでなく、他の産業の水需要を満たすために処理
済みの廃水を利用する。
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衛生経済が発展し、信頼できる下水及び衛生 
サービスがすべての人にとって利用可能になる

• 安全に管理され、物理的にアクセス可能で、文化的
に受け入れられる下水サービスがすべての人々に行
き渡り、野外排泄が根絶されることに役立つ。

• すべての企業が、従業員が水と衛生設備を利用でき
るようにし、職場やそれ以外の場所でも安全な衛生
習慣を推進する。

• 企業は政府と協力して新しい下水システムを構築
し、政府がコストを回収し、民間セクターが収入を
得る。新しい製品カテゴリーやサービスモデルによ
り、あらゆる状況や収入に対応した大規模な下水施
設の提供が可能になる。

• 新しい技術が資源の回収と再利用を可能にすること
によって、循環経済のアプローチが衛生施設にもま
すます適用されるようになる。生物系廃棄物は、栄
養分や水を回収したり、再生可能エネルギー、有機
肥料、タンパク質などの付加価値製品を生み出すた
めに処理されることで、貴重な資源となる。

• デジタル化された衛生システムは、運転効率やメン
テナンスのためにデータを最適化するのに役立つ
だけでなく、消費者の健康や公衆衛生に関する知見
も提供できる。トイレから処理までの下水システム
全体にデジタル技術やゲノム技術を普及させること
で、個人の健康や公衆衛生の監視、感染症のモニタ
リングを大幅に改善することができる。

協働により、水関連の生態系を再生し、 
水の汚染を最小限に抑える

• 国際協力と能力開発の取り組みによって、水関連の
生態系が保護され、回復する。

• 管理されていない点源汚染がなくなり、排出物が水
域の質や、関連する生態系及び人々の健康を損なわ
なくなる。

• 農業などの拡散源からの非点源汚染がなくなる。適
切な野外散布技術、改善された土地管理方法、及び
水源の保護を通じて、肥料や農薬の流出を制限する
ための措置が取られる。水質汚染物質は、バリュー
チェーンを通じた協調的な取り組みによって排除さ
れる。

• グローバルなバリューチェーン上のステークホル
ダーが一丸となって海洋プラスチック問題に取り組
み、プラスチックごみが集中している地域を清掃し、
廃棄物の流出を発生源で食い止める。

関連 SDGs

2.4 2030年までに、生産性を向上させ、生産量を増やし、生態系を維持し、気候
変動や極端な気象現象、干ばつ、洪水及びその他の災害に対する適応能力を
向上させ、漸進的に土地と土壌の質を改善させるような、持続可能な食料生
産システムを確保し、強靭（レジリエント）な農業を実践する。

3.2 全ての国が新生児死亡率を少なくとも出生1,000件中12件以下まで減らし、５
歳以下死亡率を少なくとも出生1,000件中25件以下まで減らすことを目指し、 
2030年までに、新生児及び５歳未満児の予防可能な死亡を根絶する。

3.9 2030年までに、有害化学物質、並びに大気、水質及び土壌の汚染による死亡
及び疾病の件数を大幅に減少させる。

6.1 2030年までに、全ての人々の、安全で安価な飲料水の普遍的かつ平等なアク
セスを達成する。

6.2 2030年までに、全ての人々の、適切かつ平等な下水施設・衛生施設へのアク
セスを達成し、野外での排泄をなくす。女性及び女子、並びに脆弱な立場にあ
る人々のニーズに特に注意を向ける。

6.3 2030年までに、汚染の減少、投棄廃絶と有害な化学物質や物質の放出の最小
化、未処理の排水の割合半減及び再生利用と安全な再利用の世界的規模での
大幅な増加により、水質を改善する。

6.4 2030年までに、全セクターにおいて水の利用効率を大幅に改善し、淡水の持
続可能な採取及び供給を確保し水不足に対処するとともに、水不足に悩む人
々の数を大幅に減少させる。

6.5 2030年までに、国境を越えた適切な協力を含む、あらゆるレベルでの統合水
資源管理を実施する。

6.6 2020年までに、山地、森林、湿地、河川、帯水層、湖沼などの水に関連する生
態系の保護・回復を行う。

12.2 2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。

12.4 2020年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライフサイクルを通
じ、環境上適正な化学物質や全ての廃棄物の管理を実現し、人の健康や環境
への悪影響を最小化するため、化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出
を大幅に削減する。

12.8 2030年までに、人々があらゆる場所において、持続可能な開発及び自然と調
和したライフスタイルに関する情報と意識を持つようにする。

14.1 2025年までに、海洋ごみや富栄養化を含む、特に陸上活動による汚染など、
あらゆる種類の海洋汚染を防止し、大幅に削減する。

14.2 2020年までに、海洋及び沿岸の生態系に関する重大な悪影響を回避するた
め、強靱性（レジリエンス）の強化などによる持続的な管理と保護を行い、健
全で生産的な海洋を実現するため、海洋及び沿岸の生態系の回復のための取
組を行う。

15.1 2020年までに、国際協定の下での義務に則って、森林、湿地、山地及び乾燥
地をはじめとする陸域生態系と内陸淡水生態系及びそれらのサービスの保
全、回復及び持続可能な利用を確保する。

鍵となる移行  続き
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水の真の価値を参照して、水関連の依存度やイ
ンパクトについて企業の情報開示を強化する。

適切な水の行動に関する消費者の意識を高め、
日々の活動において水使用量を削減する上で役
立つ製品を中心にイノベーションを起こす。

09

01 02

03 04

水不足が深刻化する中で生産を支える、ウォー
タースマート農業によるソリューションを推進す
る。

10

05 06

07 08

企業レベルで、科学的知見に基づいた適切な水
目標を設定し、状況に応じた流域活動を推進す
る。

社会的・文化的に公平で、環境的にサステナブル
で経済的に生産性の高い水利用を促進するウォー
タースチュワードシップアプローチを実施する。

すべての廃水を安全に処理し、水のリサイクルと
再利用を増やすとともに、汚染を減らし、有害な
化学物質や材料の放出をなくす。

企業活動やサプライチェーン全体で、安全な飲
料水と適切な衛生設備へのアクセスを確保する
とともに、衛生習慣に関する意識を高めるための
行動をとる。 

政府と協力して、十分なサービスが提供されてい
ない地域に水と衛生関連のインフラを構築し、
成長しつつある衛生経済を刺激するために必要
な政策、安全基準、ブレンデッドファイナンス（
様々な資金を組み合わせたファイナンス）による
ソリューションを推進する。 

同業他社や幅広いステークホルダーと協力し
て、水と衛生関連のデータを統合し、利用しやす
くする。

水関連の生態系の浄化、回復、監視のための取
り組みに協力し、投資する。

水と衛生
企業の行動分野
2020 – 2030年
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道筋 // 食料

  私たちは、
すべての人に
健康的な食事
を提供できる
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道筋 // 食料

  私たちは、
すべての人に
健康的な食事
を提供できる すべての人に健康的で 

安全かつ栄養価の高い食料を
供給する、再生型の公平な 
食料システム

すべての人が栄養価の高い食料を 
手頃な価格で入手できる

2050年までに、すべての人が生き生きと暮らすため
に、栄養価が高く手頃な価格の食料を十分に手に入
れられるようになる。食料システムは、健康的なライ
フスタイルに貢献する美味しい食事を提供し、消費者
は自らの健康を支えるような購買決定ができるよう
にエンパワーされる。栄養不足、栄養過多、肥満や食
事に関連した非感染性疾患の割合が大幅に低下して
いる。

サステナブルな生産は自然を回復し保護する

食料はプラネタリーバウンダリーの範囲内で生産さ
れる。世界の食料システムはレジリエントでカーボン
ニュートラルかつ再生型である。そして、生物多様性
を支え、陸地や水中の生態系を守り育む。　

食料はサステナブルな方法で消費される 

人々は、プラネタリーバウンダリーを考慮した食生活
の重要性を理解しており、食文化を守り、称えながら
サステナブルな食生活を送ることができる。消費者
は、食料に価値を置き、敬意を持って扱い、廃棄を最
小限にするために行動を変える。

バリューチェーンは、豊かで、公平で、 
人権侵害が起きていない

フードバリューチェーン上において、価値は公平に分配
される。農村経済は活性化し、繁栄している。すべての
フードバリューチェーンの農家、漁師、労働者は、公正
でレジリエントな収入を得て、良好で安全な労働条件
を享受する。児童労働、強制労働、現代奴隷制、人身
取引はすべて世界中の食料システムから根絶されてい
る。

食料は、私たちの体を支える燃料であり、 
人間の健康、生産性、文化、可能性において 
重大な役割を果たしている。

同時に、食料は楽しみ、創造性、人とのつながりを生み出す機会でも
ある。食料システムとは、農業や漁業から、加工、取引、マーケティン
グ、流通、消費、廃棄に至るまで、人間や動物への食料供給に関わるす
べてを含む。また、肥沃な土地をめぐる競争が激しくなる中で、木材や
繊維といった食用目的ではない農業、土地利用、ワーキングフォレスト
（サステナブルな方法で生産される木材やその他の生態系サービス
など、複数のソースから収益を得るために積極的に管理されている森
林）とも深く関わっている。

食料の道筋における 
企業の行動分野を探る

p.81

私たちの「2050年ビジョン」
食料
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食料システムは健全で生産性が高く、 
管理の行き届いた海洋を支える

• 漁業と養殖業の世界のタンパク質構成に占める割
合が増加する中、世界の海洋が効果的に管理され、
絶滅危惧種が保護・回復されるよう、企業はマルチ
ステークホルダーのイニシアチブを主導する。

• 乱獲に歯止めがかかる。魚の個体数がサステナブル
なレベルに達するか、サステナブルなレベルで維持
されるように取り組みが行われる。また、漁業が適切
に管理され、漁業や養殖業が他の種やより広い生息
地を考慮するように取り組みが行われる。河口、湿
地、マングローブ林、サンゴ礁などの不可欠な生息地
が、マルチステークホルダーの協力により保護・回
復される。

• 企業は、魚の餌となる栄養素とタンパク質の新たな
供給源についてイノベーションを起こし、魚の養殖
産業の持続的な成長を可能にし、飼料用魚種の乱獲
を防ぐ。

• 新技術により、水産物の大規模なトレーサビリティ
が実現する。

• セクター横断的な協働と投資により、製品や素材の
スチュワードシップと、海洋プラスチック問題に対処
するための大規模な清掃活動が強化される。

食事が健康的でサステナブルになる 

• 食事は、健康と環境のために、よりバランスがと
れ、最適化されたものへと変化する。このような変
化によって、果物・野菜及び全粒穀物の割合が高く
なり、植物性タンパク質と動物性タンパク質のバラ
ンスが取られ、赤身肉、加工肉、添加脂肪、砂糖・
塩、精製穀物の割合が低くなるという地域的な成果
につながっている。

• 企業は、消費者にとって、健康的な食事の選択が容
易かつ魅力的になるように、製品ポートフォリオを
調整する。また、サステナブルな食料システムによ
る健康的な食事への世界的シフトを促進するため
に、製品の構成や流通システム全体を大幅に再設計
することで、手頃な価格で季節感があり、文化的に
適切で、栄養価が高く、多様な食材を提供するよう
になる。

• ビジネスイノベーションにより、植物、昆虫、菌類、
水生生物、実験室で培養された肉など、健康的でサ
ステナブルな新しいタンパク源の開発と拡大が促
進される。

• 企業は、健康的でサステナブルな食事への移行を
世界的に支援し、不健康な選択肢の促進から脱却
するために、責任あるマーケティング戦略を採用す
る。より健康的な食生活の選択を支援する政策手
段も登場する。

農業はより生産的かつ再生型で、 
レジリエントになる

• 農家は、伝統的な技術に、土壌モニタリング、点滴
灌漑、種子、飼料、肥料、作物保護製品などの高度
な精密農業技術や農業投入物を組み合わせる。

• 気候変動対応型農業が拡大され、農業が温室効果
ガスの排出源ではなく、正味の炭素吸収源として機
能するようになる。

• 食料生産は既存の農地に限定され、企業は森林破
壊や土地利用転換のないサプライチェーンを確立す
ることで、森林やその他自然空間の農業利用への
転換を効果的に阻止する。劣化した地域は生産性
の高い土地に戻され、アグリビジネスは生物多様性
と景観の回復に投資する。

• 農業投入物による人的・環境的リスクを継続的に低
減し、その使用を最適化することで環境への影響
を最小限に抑える。

• 農業補助金は、サステナブルな農法を奨励し、森林
破壊を食い止めるために方向転換される。こうした
取り組みは、地域社会の関与と効果的な規制・監督
によって支えられる。

• 畜産業は、プラネタリーバウンダリーと再生能力の
範囲内で行われる。檻の中での飼育や生きた動物
の長距離輸送を禁止するとともに、すべての飼育さ
れた動物の人道的な屠殺を義務付けることで、アニ
マルウェルフェア（動物福祉）を向上させる。

鍵となる移行
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食品ロスと廃棄をゼロにする循環型食料システムに
向けて世界が動き出す

• 生産者、レストラン、小売業者を含む食料システム
に係わる企業が、評価基準を構築し、目標を設定
し、新たな施策と実践を行うことで、農場から食卓
までの食品ロスと廃棄の削減を主導する。

• 企業は、生鮮食品の賞味期限の延長、保管やサプラ
イチェーンのインフラと効率の最適化、需要予測の
改善など、食品廃棄を最小限に抑えるためのさまざ
まな革新的アプローチを開発する。

• 人々の意識向上や広告キャンペーンにより、食品を
無駄にすることが許されないという社会的規範の
大規模かつ急速な変化が起こる。日付表示と分量
表示の改善は、消費者の行動変容に役立つ。

• フードバリューチェーンにおいて避けられない廃棄
物は、ますます盛んになる循環型バイオエコノミー
の一環として、再分配されたり、材料やエネルギー
に利用されたりする。新しい法律や技術は食料シス
テムを循環型にすることに貢献する。

フードバリューチェーン全体での公正な価値の分配

• フードバリューチェーン上の企業が協力することで、
農家や漁業関係者との間で、確実かつ公正に価値が
共有され、貧困の撲滅や農村の発展に貢献する。

• 企業は、小規模農家と大規模農家の両方が、地域に
適合的で、生産性、レジリエンス、再生力に優れた新
しい農法や技術を採用できるよう能力開発を支援す
る。

• 企業、政府、市民社会が協力して、公正な移行を実現
することで、農村経済においてレジリエンスを高め、
新たな雇用を創出するとともに、市場変化に影響を
受けた労働者への支援とスキルの再構築を行う。

• 企業、政府、マルチステークホルダーのプラット
フォームは、フードバリューチェーン全体で人権が確
実に保護・尊重されるように取り組むことで、強制労
働、児童労働、現代奴隷制、人身取引を根絶するとと
もに、労働者の健康、安全、ウェルビーイングを確保
するために協力する。

農場から食卓まで、徹底した透明性が実現する

• 企業、市民社会団体、政策立案者、投資家が協力し
て徹底したトレーサビリティを実現し、フードサプ
ライチェーン全体で包括的かつ一貫性のあるデータ
を追跡する。

• 新たな水準でのデータ量、データ品質、及びデータ
共有により、責任あるサステナブルな調達、農家の
収入増、食品偽装の減少、食品ロスと廃棄の削減が
可能になる。

• データは、企業がフードサプライチェーンで使用す
る自然、社会及び人的資本の真の価値を考慮し、外
部性を低減する能力を高める。これらのデータは、
政府が適切なインセンティブや規制を導入する際
にも役立つ。

• 消費者は、食品がどこでどのように生産されている
かという情報を多く得られることで、より健康的で
サステナブルな食生活へのシフトが可能になり、消
費者と生産者の距離を縮めることができる。

食料の真の価値とコストが認識され考慮される

• 生態系サービスと人間の健康との関連性を考慮し
た、食料の真の価値とコストを評価する新たなアプ
ローチの機運が高まる。

• フードバリューチェーン全体を通して、企業は、自
然、社会及び人的資本への依存度や、事業とサプラ
イチェーンがもたらすポジティブ及びネガティブな
影響を測定・評価するための取り組みを拡大する。

• 企業はこの情報を基に意思決定を行い、自社の企
業活動、人々、社会、環境に対する長期的なリスク
を緩和する。また、この情報をポートフォリオマネ
ジメントに取り入れる機関投資家の注目を集める。
食料の真の価値とコストを理解することは、制度改
革を推進するきっかけにもなる。
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関連 SDGs

2.1 2030年までに、飢餓を撲滅し、全ての人々、特に貧困層及び幼児
を含む脆弱な立場にある人々が一年中安全かつ栄養のある食料
を十分得られるようにする。

2.2 ５歳未満の子供の発育阻害や消耗性疾患について国際的に合意
されたターゲットを2025年までに達成するなど、2030年までに
あらゆる形態の栄養不良を解消し、若年女子、妊婦・授乳婦及び
高齢者の栄養ニーズへの対処を行う。

2.3 2030年までに、土地、その他の生産資源や、投入財、知識、金融
サービス、市場及び高付加価値化や非農業雇用の機会への確実
かつ平等なアクセスの確保などを通じて、女性、先住民、家族農
家、牧畜民及び漁業者をはじめとする小規模食料生産者の農業生
産性及び所得を倍増させる。

2.4 2030年までに、生産性を向上させ、生産量を増やし、生態系を維
持し、気候変動や極端な気象現象、干ばつ、洪水及びその他の災
害に対する適応能力を向上させ、漸進的に土地と土壌の質を改善
させるような、持続可能な食料生産システムを確保し、強靭（レジ
リエント）な農業を実践する。

2.A 開発途上国、特に後発開発途上国における農業生産能力向上の
ために、国際協力の強化などを通じて、農村インフラ、農業研究・
普及サービス、技術開発及び植物・家畜のジーン・バンクへの投
資の拡大を図る。

3.4 2030年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予防や治療
を通じて３分の１減少させ、精神保健及び福祉を促進する。

6.3 2030年までに、汚染の減少、投棄廃絶と有害な化学物質や物質
の放出の最小化、未処理の排水の割合半減及び再生利用と安全
な再利用の世界的規模での大幅な増加により、水質を改善する。

6.4 2030年までに、全セクターにおいて水の利用効率を大幅に改善
し、淡水の持続可能な採取及び供給を確保し水不足に対処すると
ともに、水不足に悩む人々の数を大幅に減少させる。

6.5 2030年までに、国境を越えた適切な協力を含む、あらゆるレベル
での統合水資源管理を実施する。

6.6 2020年までに、山地、森林、湿地、河川、帯水層、湖沼などの水に
関連する生態系の保護・回復を行う。

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び女性の、完
全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、ならび
に同一価値の労働についての同一賃金を達成する。

8.7 強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人身売買を終らせるための緊
急かつ効果的な措置の実施、最悪な形態の児童労働の禁止及び
撲滅を確保する。2025年までに児童兵士の募集と使用を含むあ
らゆる形態の児童労働を撲滅する。

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある
労働者など、全ての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環
境を促進する。

12.2 2030年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な利用を
達成する。

12.3 2030年までに小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの
食料の廃棄を半減させ、収穫後損失などの生産・サプライチェー
ンにおける食料の損失を減少させる。

12.8 2030年までに、人々があらゆる場所において、持続可能な開発及
び自然と調和したライフスタイルに関する情報と意識を持つよう
にする。

13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性 
 （レジリエンス）及び適応の能力を強化する。

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警戒に関する教育、啓
発、人的能力及び制度機能を改善する。

14.1 2025年までに、海洋ごみや富栄養化を含む、特に陸上活動による
汚染など、あらゆる種類の海洋汚染を防止し、大幅に削減する。

14.4 水産資源を、実現可能な最短期間で少なくとも各資源の生物学的
特性によって定められる最大持続生産量のレベルまで回復させる
ため、2020年までに、漁獲を効果的に規制し、過剰漁業や違法・
無報告・無規制（IUU）漁業及び破壊的な漁業慣行を終了し、科
学的な管理計画を実施する。

15.1 2020年までに、国際協定の下での義務に則って、森林、湿地、山
地及び乾燥地をはじめとする陸域生態系と内陸淡水生態系及び
それらのサービスの保全、回復及び持続可能な利用を確保する。

15.2 2020年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な経営の実施を
促進し、森林減少を阻止し、劣化した森林を回復し、世界全体で
新規植林及び再植林を大幅に増加させる。

15.3 2030年までに、砂漠化に対処し、砂漠化、干ばつ及び洪水の影響
を受けた土地などの劣化した土地と土壌を回復し、土地劣化に荷
担しない世界の達成に尽力する。

15.5 自然生息地の劣化を抑制し、生物多様性の損失を阻止し、2020
年までに絶滅危惧種を保護し、また絶滅防止するための緊急かつ
意味のある対策を講じる。

鍵となる移行  続き
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森林破壊や土地利用転換のないフードサプライ
チェーンを確立するとともに、回復の取り組みに
投資するためのグローバルな連合体を形成し、
参加する。

09

01 02
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レジリエントで再生型かつ循環型で、栄養素が
高く、収穫量が多い農業と水産養殖の方法を採
用・普及させる。

環境外部性を低減し、より健康的な選択肢を提
供し、人と地球へのポジティブな影響を最大化
するために、再設計された食品の製品ポートフ
ォリオを進化させ、投資する。特に、破壊的技術
と新たな動物飼料の供給源に焦点を当てた代替
タンパク質に関する研究開発を推進する。

マーケティングや普及啓発活動を通じて、消費
者や従業員の行動を、より健康的でサステナブ
ルな食品の選択や食品廃棄削減へと移行させ
る。不健康な食品のマーケティングは控える。

サプライチェーン全体で食品廃棄物を最小化す
るために、目標を設定し、評価基準を構築し、活
動とプログラムを実施する。循環の原則に基づく
食品流通システムを再考し、品質と安全性を維持
するために必要な包装を削減する。

気温上昇を+1.5℃以内に抑える上で、科学的根
拠に基づいて、農業生産とそれに関連する土地
利用変化による排出量の削減目標を設定し、明
確で説明可能な道筋を確立する。農業を炭素吸
収源にする。

政策立案者と協力して、サステナブルな農業の実
践、より健康的な消費パターンの実現及び食品
ロスと廃棄の削減を促すために補助金や規制を
見直す。

ビジネスと人権に関する指導原則で定められて
いる人権デューデリジェンスを実行するための
社内指針とシステムを策定・改善し、世界のすべ
てのフードバリューチェーンにおいて人権が確実
に尊重されるようにする。

自然、社会及び人的資本のコストを考慮した上
で、食料の真の価値を説明する。同時に、フード
バリューチェーン全体の透明性とトレーサビリテ
ィのメカニズムを推進し、データへのオープンア
クセスを促進するために協力する。

バリューチェーン全体で価値が公平に共有さ
れ、農家や漁業関係者が公正な分配を受けられ
るようにする。

食料
企業の行動分野
2020 – 2030年
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既存の考え方や優先順位に
固執していては、 
システム全体の根本的な 
変革は実現できない。
私たちの既存の発想の多くは、90億人以上がプラネタ
リーバウンダリーの範囲内で真に豊かに生きられる世
界を実現するために必要な様々な変革の妨げになる。
この先の10年間、私たちはこれまで認識していなかっ
た方法とスピードで変化を実現しなければならない。
何をなすべきかを知るだけでは不十分である。企業を
含めて、社会のあらゆる部分で急激な変化が必要にな
ることを、私たちは受け入れなければならない。

必要とされる変革の成否は、間違いなく、戦略的な企
業活動に関する3つの発想転換にかかっている。ひと
つ目は、価値の搾取ではなく真の価値創造に報いる
ような資本主義の刷新。次に、長期的なレジリエンス
の構築。さらには、企業活動のサステナビリティに向
けた再生型のアプローチである。

これら3つの発想は、今後10年間の意思決定の方法を
導くであろう。また、「ビジョン2050」の変革の道筋
を通して必要となる移行や行動の土台となる。究極的
には、このような発想は長期的な企業活動の成功を
左右する重大なものである。

再生 
（Regeneration） 

再生とは、「害を及ぼさない」という発想から踏み出して、私たちの社会・ 
環境システムを回復、そして成長させる能力を構築しようとするものである。

刷新 
（Reinvention）

刷新とは、現在の資本主義システムがサステナブルでない結果を 
もたらしていることを認識することである。長期的リターンを 
生み出すためには、価値の搾取ではなく真の価値創造に 
報いるような資本主義の変革型モデルが必要になる。 

発想の転換 // 01

レジリエンス 
（Resilience）

レジリエンスとは、長期的な企業活動の成功
を確保するために、変化やディスラプションを 

予測し、受け入れ、適応するための 
企業の能力向上を意味する。 

発想の転換 // 02

発想の転換  // 03
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刷新は、企業セクターと世界経済全体の目的の根本
的な転換を伴う。すなわち、自らの経済的利益の追求
から、真の価値の追求への転換である。

なぜ、資本主義の刷新が必要なのか

資本主義は現代における世界経済の主要な運営シス
テムである。生産活動が左右されるのも、収入が分配
されるのも、多くの場合は利益追求を基本とする市
場を通してである。このことは、国によって文化や規
制、国家介入の程度がどれ程違っていても、すべての
主要国（経済）にとって真実である。

資本主義において、利益を追求する企業と競争的な市
場との組み合わせは、イノベーション、富の形成そして
生活水準の向上に寄与してきた。しかしながら、それ
によって社会的、環境的、経済的にサステナブルでな
い結果も生じている。同時に、私たちが最も困難な課
題に取り組もうとする時には、資本主義の革新的なパ
ワーと巨大な波及力が不可欠となる。

問題の核心は、私たちが今日知っている資本主義にお
いて、価値の創造と搾取を区別していないことであ
る。現代の資本主義は、金融資本のリターンを他の形
態の資本の保全（ましてや蓄積）よりも優先すること
で、経済的な価値創造の基盤となる自然、社会及び人
的資本を危険なまでに使い果たしてきた。加えて、報
酬が私有化される一方でリスクは社会化されており、
また、長年にわたる市場の集中により、資本主義の重
要かつ核心的な特徴である競争が脅かされている。

私たちは、三つのレベルで失敗している。すなわち、
①経済と企業活動のパフォーマンスを考え、測る方
法、②金銭価値の搾取に有利な市場の構造とダイナミ
クス、③市場が効率的かつ公平に、そしてサステナブ
ルな形で機能する上で、それを十分効果的に制御でき
ていない弱い制度、である。これらの失敗が組み合わ

さって、負の社会的結果をもたらし、企業が「ビジョン
2050」を実現するために必要な変革を全力で追求す
ることを阻んでいる。

10年前の「ビジョン2050」では「経済」の道筋を含ん
でおり、ビジョン全体を達成するためには企業がその
活動方法を劇的に変えなければならないことを明確
にしていた。そこでは、価値の搾取ではなく、真の価
値創造に報いる経済を目指すということを提唱した。
私たちは今でもこのビジョンを支持している。資本主
義は、すべての社会的・環境的なコストとベネフィッ
トを内部化した価値創造に報いるように、刷新される
必要がある。このことは、モノとサービスの相対的な
価格、企業の損益計算書、資本コスト及び時価評価に
反映されなければならない。

今日、私たちが必要とする資本主義の形態について疑
問を呈することは、ニッチではなく主流になってい
る。社会は、私たちが運用しているシステムが生み出
す負の結果をますます認識している。COVID-19は現
状の数々の問題点を明確にし、資本主義に関する論争
をさらに主流に押し上げた。今や、自ら資本主義者を
公言する人々ですら、根本的なリセットを主張してい
る。それは、単に現状がサステナブルでないからだけ
ではなく、引き起こされつつあるイデオロギーの揺り
戻しが、状況を悪化させる恐れがあるからである。世
界経済フォーラムのクラウス・シュワブ氏は、資本主
義の機能の仕方と、それが生み出す結果について意味
のある変化が無い限り、「既に動いているイデオロ
ギーの振り子は、極端な保護主義や誰も得をしない
（ルーズ・ルーズな）経済戦略に向かって戻ってしまう
だろう」と警告している。42

したがって資本主義の刷新とは、単にひとつの社会
的・環境的課題ではなく、長期にわたる企業活動の成
功条件をつくることである。住むのに適した地球、結
束力のある社会、強固で包摂的な制度に守られた自
由で公平な市場―これらは、どのような企業にとって
も長期的な成長のためには不可欠なものである。経
済的繁栄を支える環境・社会システムを強化する行動
に対して市場が報いるようにすることは、民間セク
ターにとっての最良の利益に合致する。

真の価値を生み出す刷新された資本主義において
は、以下が見られるようになる：

1   より良い意思決定を行い、真の価値を生みだし
豊かな社会に貢献するために必要な製品、サー
ビス、ビジネスモデルのイノベーションを起こ
す、より多くの優良企業。

2   包摂的でサステナブルなビジネス慣行を適切に
評価し、社会的・環境的に最も大きなポジティ
ブな影響をもたらす企業に報いる資本市場。

3    よりサステナブルな結果をもたらし、社会にとっ
て真の価値を生み出す企業活動、資産、ソリュー
ションに向けてより多くの資本投入。

刷新 
（Reinvention）

刷新とは、現在の資本主義システムがサステナブルでない結果を
もたらしていることを認識することである。長期的リターンを 
生み出すためには、価値の搾取ではなく真の価値創造に 
報いるような資本主義の変革型モデルが必要になる。

発想の転換 // 01
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刷新の発想とはどのようなものか？

企業は自らの力のみでは資本主義を刷新することは
できない。しかし企業は、自身が属しているシステム
が経済的繁栄を支える社会及び環境のシステムを損
なっていることを認識し、さらなる悪化に対して市場
が見返りを与えないようにするために取り組むことが
できる。企業、特に大規模な多国籍企業は、現在のア
プローチから生じる負の結果に対処する上で役割を
果たすことが可能である。そして、変化を推し進める
ための能力、影響力、動機を有している、という事実
を反映するように発想を転換しなくてはならない。市
場及びそれがもたらす結果は、企業や投資家等の参
加者と、政府や規制当局等の監督者の双方によって形
成されるものである。そのために、企業は行動を通じ
て言行を一致させ、「ゲームのルール」の変更を提唱
することができ、また、そうしなければならない。

資本主義の刷新、再構成、リセットについては、近年、
多くの注目すべき提案がなされているが、それらには
共通した特徴がある。

真の価値創造に 
報いる資本主義には、
5つの特徴がある:  

これらの特徴が一体となって、企業活動の目的は、従業員、顧
客、サプライヤー、コミュニティ、自然環境、そしてもちろん株
主も含め、すべての人にとって長期的な真の価値を生み出すよ
うに転換されるだろう。

資本主義は過去にも刷新されてきた。それは、大恐慌、第二次
世界大戦、そして1970年代のスタグフレーション期の後に起き
たように、概して深刻な危機の時代に対応して行われてきた。そ
して現在は、急激な技術革新、格差の拡大、生態学的オーバー
シュート（生態系の超過利用）による影響の深刻化と、貿易戦
争及びCOVID-19によるドミノ効果43の恐れが相まって、システ
ムへの一連のショックが刷新につながる条件を作り出している
ことから、私たちは新たな時代に生きている可能性が高い。

今日の課題は、議論から行動に移すこと、そして細かな手直し
ではなく大変革を起こすことであり、その実現は刷新の発想に
かかっている。ビジネスリーダー、投資家、規制当局、政府及び
市民社会のアクターが協力して、現代の資本主義によってもた
らされる負の結果の根本原因に対処し、社会に真の価値をもた
らすよう資本主義を刷新することが不可欠である。

この発想の転換については、「ビジョン2050」イシューブリーフ 
Reinventing capitalism: a transformation agenda（資本
主義の刷新：変革のためのアジェンダ）で詳述している。このイ
シューブリーフには、企業、特にCFOが推進すべき行動の具体的
な指針が、政策担当者への要望と併せて、盛り込まれている。

1

2

3

4

5

ステークホルダー
志向

株主利益最大化ではなく

インパクトの
内部化

インパクトの外部化ではなく

長期的
短期的ではなく

再生型である
退行型ではなく

説明責任がある
説明責任がないのではなく

真の価値を理解する

 「真の価値（TRUE VALUE）」は、
最初の「ビジョン2050」で提唱され
た概念であり、社会的及び環境的
な費用と便益が、モノとサービスの
相対的な価格、企業の損益計算書、
資本コスト及び時価評価に内部化
され、反映されていることを指す。
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レジリエンスとは、変化に対して強い防御力をもって
抵抗することではない。それは、変化やディスラプ
ションを予測し、受け入れ、適応することである。企
業は発想を転換して、自らが属するシステムと同程度
にしかレジリエントになれないことを認識しなければ
ならない。

なぜ、長期的なレジリエンスが必要なのか

レジリエンスは経営やサステナビリティの考え方の中
でますます採用されつつある。しかし企業にとっては
比較的新しい概念であるため、共通の定義やアプ
ローチはまだ合意されていない。COVID-19の発現
によって、広範囲の（経済的、社会的、環境的な）シス
テム上の脆弱性が明らかになり、主要なディスラプ
ションが、相互につながったシステム全体を通してど
のように雪だるま式に増大するのかが示された。世界
のいたる所で、社会は私たちが信じているほど、まし
てやそれが必要なほどにはレジリエントでないことを
私たちは認識した。

私たちは、システム全体で多くのゆとりを削ぎ落して
きた。1970年代以降のグローバリゼーションにより、
企業は効率性を一層追求し、「ジャストインタイム」
的な思考（必要なものを必要な時に必要な分だけとい
う思考）に導かれるようになった。同じ時期、財政的
にひっ迫した政府は、執行予算の削減を余儀なくさ
れ、インフラや健康、教育などの公共財への投資を先
延ばしにした。加えて、私たちの社会は自然界に一層

進入し、私たちが依存する自然資源に対する需要を4
倍に増やし、2020年における世界の物質・材料の利
用は1,000億トン以上に達した。44

ゆとりは必要な保険であり、ディスラプションに対応
し、ましてや適応する能力において不可欠なものであ
ることが明かとなっている。そして今後10年間におい
て政治的、文化的、環境的、経済的な変動性が高いこ
とを踏まえると、さらに多くのショックとディスラプ
ションが降りかかってくると考えておくのが安全であ
る。特に、「ビジョン2050」が必要とするシステム全
体の大規模な変革を支えようとするならば、私たちは
さらなるレジリエンスが必要になるだろう。

レジリエンスに対する理解を広げることが、長期的な
成功のカギとなる。企業は自らが活動するエコシステ
ム、コミュニティ及び経済社会と同程度にしかレジリ
エントになれない。真のレジリエンスは、変化に抵抗
することではなく、変化を受け入れることである。そ
れは、原材料へのアクセスや業務の効率性だけでな
く、熟練した健全な労働力と活気あるコミュニティに
見いだされる莫大な投資と価値を認識し、保護するこ
とでもある。また、重要なエコシステムを保護・強化
することであり、強固な制度、透明な法の支配、及び
健全な国・地方の財政が、システム全体のレジリエン
スを確実に支えることである。真のレジリエンスは、
課題やディスラプションに直面して、価値を創造する
ための方策を見出す際に、イノベーションが果たす変
革的役割を重視する。

企業が自らをより大きなシステムの一部であると認識
した時、レジリエンスに対する理解は、自らを強固に
して変化に抵抗できるようにすることから、雇用者と
して、株主のための価値創造者として、そして世界の
コミュニティの一員として、企業が存在し続けるため
に必要な適応と進化を目指す発想へと転換する。

レジリエンスの発想とはどのようなものか？

レジリエンスは、「ビジョン2050」が求める変革を進
めるための推進力と自信を企業に与えるものである。
WBCSDはレジリエンスを、「変化を予測し、それに備
えた上で、長期的な成長機会を最大化する方法によっ
て状況に適応するための企業の能力」と定義してい
る。それは、ダイナミックであり、意識的に変革をもた
らすものである。

レジリエンス 
（Resilience）

レジリエンスとは、長期的な企業活動の成功を確保する
ために、変化やディスラプションを予測し、受け入れ、 

適応するための企業の能力向上を意味する。

発想の転換 // 02
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これらの4つの特徴は、サプライチェーンマネジメント、
調達、財務、コーポレートガバナンス、リスク管理、人
事、戦略など、組織全体のレジリエンスに不可欠な企
業の様々な機能全般にわたって必要なものと考えるべ
きである。レジリエンスの発想をこれらの分野に適用
することで、企業は状況の変化をより良く予測し、受け
入れ、適応することができるようになる。また、バ
リューチェーン及び操業するコミュニティや社会におい
て、ステークホルダーのレジリエンスを強化するため
に果たすべき役割についても認識することができるよ
うになる。

すべてのCEOは、彼らの任期のうちに最低一度の重大
なショックを想定し、対応を指揮できるよう準備して
おかなくてはならない。長期的に真にレジリエントに
なるためには、企業は避けられないディスラプションに
備えるための計画を策定するとともに、「ビジョン
2050」の核心である変革のプロセスを推進し、成功さ
せなければならない。この目的のために、企業がレジ
リエンスの主要な特徴を強化できる手段としては、以
下のようなものがある：

• 重大な変化の時期において、目的と価値観をもって
主導し、従業員に明確で心に響くような方向性を示
す。それにより、企業は俊敏さと決断力が増す。

• 経営幹部から請負業者まで、人を最優先に考える。

• ステークホルダーと強固な相互依存及び共存共栄
の関係を築く。

• 効率性とレジリエンスとの適切なバランスを取るた
めのサプライチェーンの再検討、社会的・環境的影
響に関する責任の再検討を行う。

• 長期的な考え方とリスク管理を戦略計画に組み込
む。

• 先見的かつ能動的に取り組む企業は、来るべき重大
な変化を乗り越え、繁栄する可能性が高いことか
ら、サステナブルなビジネスモデルとシステムへの
移行を加速する。

この発想の転換については、「ビジョン2050」イシュー
ブリーフBuilding long-term business resilience
（企業活動の長期的なレジリエンス構築）で詳述して
いる。

1 2

3 4

多様性
システムの 構 成要素 がバラエ
ティに富むこと。これには、シス
テムに冗長性やゆとりがあること
を含む。また、人に関する意味で
のスキル、意見、経歴等の多様性
も含む。この他、ある目標を達成
するために複数の選択肢を持つ
ことを意味する場合もある。

結束性
レジリエントなシステムが社会
的な一体感と信頼感の上に成り
立っていると考えられる方法のこ
と。結束力のある組織は包摂的
である。また、強いリーダーシッ
プとともに、特に最も脆弱な立場
にある人々を含め、広範なステー
クホルダーにとっての価値を示
すビジョンを有している。

適応性
企業活動を持続させるために、変
化する条件に対応する能力のこ
と。適応性は、本質的に不確実な
複数シナリオに根差しており、シ
ステムの状況に応じて変化或いは
変革するために多様性、モジュー
ル性、結束性を活用する。閾値を
超えた時に起動するフィードバッ
クループも必要である。また、将
来のアプローチを調整するため
に、過去の経験から学ぶことも含
まれる。

モジュール性
ビジネスシステムの構成要素を分
割したり再結合したりできる能力
のこと。モジュール性の大きな利
点は、柔軟性と様々な形態の運用
や反応を可能にすることである。
システムの接続性と開放性は、モ
ジュール性を獲得するための鍵で
ある。モジュール性の実例として
は、ひとつの中断や問題によって
供給全体が停止しないようにする
ためのサプライチェーンの十分な
多様性と冗長性に組み合わせら
れた、効率的なサプライチェーン
のための途切れのない接続性や
ジャストインタイム品質が挙げら
れる。

レジリエントな企業は、
 4つの主要な特徴を  
 有している：
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社会的緊張と生態系の転換点との連鎖に直面する中
で、私たちは単に現状維持を目指すことをやめ、再生
の発想を持たなければならない。

なぜ、再生の発想が必要なのか？

人間社会は、私たちをとりまく生物界の一部であり、
それに完全に依存している。科学によれば、私たちは
下降スパイラルの中におり、主要な生態系の転換点
を超えるリスクに直面している。しかし、人類を含む
自然には、成長し、進化し、繁栄する能力が組み込ま
れていることから、極めて困難な条件下でも、再生に
向けた前向きの動きが促進される可能性もある。

環境劣化と社会的緊張の高まりという現実に適応す
るため、多くの企業はよりサステナブルな方法で活動

する必要性を受け入れている。近年、これらの活動は
主として負の環境的及び社会的影響を緩和するため
の行動をとること、つまり、害を減らすことに焦点が
置かれてきた。

野心的な行動としては、炭素のネットゼロ排出を達成
するための科学と整合した目標（SBT）にコミットす
る企業の例もある。しかし残念ながら、「ネットゼロ」
を目指すことさえも、重要ではあるが、最終的には不
十分である。私たちは既にもたらしてしまった悪影響
を緩和し、減退しつつある重要な地球システムを回復
させるために、自然から奪った以上のものを至急戻し
ていく必要がある。

しかしながら、継続的な回復だけが最終的な目標で
はない。自然と社会を回復させても、これまでと同様
の搾取的な発想と慣行を続けていては、自立的な豊
かさの実現に必要とされる長期的な移行は成しえな
いだろう。「2050年までに、90億人以上がプラネタ
リーバウンダリーの範囲内で真に豊かに生きられる」
ようにするための真に繫栄した世界の基礎を築くに
は、私たちの野心と発想を進展させ、すべての生命が
成長、進化、繁栄するための能力を構築するような、
前向きで自己永続的な「再生」の波を生み出していか
なければならない。

再生の発想とはどのようなものか？

産業化された経済においては、私たちの世界に対す
る見方は、機械と生産ラインに象徴されるイメージで
強く形作られている。再生の発想によって、私たちは
「生きている」という特別な性質と再びつながること
ができる。機械的なシステムや製品と違い、生物は
各々がユニークであり、生態系は時間の経過によって
劣化することはなく、容量の上限があるわけでない。
むしろ、これら生態系は回復、成長、進化し、より多く
の繁栄と富をもたらすための新しい環境を生み出す
ポテンシャルがある。生物や生態系は、変化に反応し
適応するからこそ、レジリエントなのである。

図11：再生の発想への進化

再生
生命の自立的な豊かさのための
能力を構築

回復/ネットポジティブ
過去の害を回復させる理想を
追求

ネットゼロ
害を及ぼさないことにより
現状を維持

リスク緩和
害を減らし、収益増を実現する
ために、効率の向上を追求

再
生

退
行

再生 
（Regeneration）

再生とは、「害を及ぼさない」という発想から踏み出して、
私たちの社会・環境システムを回復、そして成長させる

能力を構築しようとするものである。

発想の転換 // 03
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近年のサステナブルなイノベーションの多くは、産業
エコロジー、循環経済のアプローチ、そして企業活動
の成功に向けた多様性の重要性に関する認識向上を
通して、生物や生態系の特性をある程度自然に受け入
れ、活用してきた。

現在、再生的な思考と実践は、農業分野で最も顕著に
進んでいる。近代の産業化された農業の多くを規定し
てきたより搾取的で効率重視の発想に代わって、生産
者は、作物や家畜、木材生産が依存する生態系の健
全性や活力が本質的に回復・増進するような農法を
採用してきている。再生型のアプローチは、生物多様
性を向上させ、土壌を健全化し、流域を改善し、炭素
を吸収することに重点を置く。加えて、人間の社会
が、私たちの生きる世界と農業システムの不可欠な一
部であるという認識に基づき、同アプローチはサプラ
イチェーン上のすべての個人の平等と繁栄のための能
力を構築する。

再生的な思考と実践についての議論を、いまや農業か
ら広げていかなければならない。私たちは、企業の創
造力を急ぎ活用して、いかにしてすべてのシステムや
セクターで再生型の活動が出来るかを探求する必要
がある。私たちの変革に向けた道筋においては、企業
が取りうるいくつかの再生型の行動が含まれている。
世界のビジネス界が、一層再生の発想にシフトするこ
とにより、既知の行動の実施と、さらなる行動の特定
が促進される。

再生的な思考を企業活動の文脈で適用する方法につ
いての理解は、まだ比較的初期段階にあると言える。

しかしながら、
この発想の中核には、
 3つの鍵となる 
 考え方がある：

1

2

3

特異性を受け入れること
生き物、コミュニティ、そして生態系には二つとし
て同じものはない。再生型のアプローチを採用す
る上で、企業活動を行うすべての場所（と企業が
属し、また販売対象とする各コミュニティ）はユ
ニークであり、独自の機会と課題を伴っているこ
とを認識する必要がある。企業は、「尺度化され
た優良事例」に基づくモデルに則るのではなく、
特定の事業環境に固有でカスタマイズされた手
法を選択することが重要である。

成長し、発展し、進化する
能力を支援すること

企業は、自らが属するコミュニティや生態系の行
動パターンをコントロールすることはできないが、
その基礎にある能力を補うために取り組むことは
できる。

このことは、既存の課題を解決するだけでなく、
社会的及び生態的なシステムの将来の可能性を
認識することである。また、それらのシステムに対
して既定の介入をするのではなく、それぞれユ
ニークな状況のなかでシステムが進化し、成長で
きるようにすることである。再生の発想は、過去
のある時点に「戻す」ことを目指すものではな
い。また、自らの豊かさを実現する自立的なシス
テムが、必ずしも過去のものと類似している訳で
もない。

体系的に考えること
企業は、自らが属するシステムを構成する複雑な
相互関係の網の目を理解することなしには、再生
を実現できない。すべての企業活動の健全性は、
システム全体の健全性と本質的に結びついてい
る。また、あらゆる行動には波及効果があり、各シ
ステムのいたる所でそれを感じられるだろう。企
業活動の目的を成長や株主還元といった内向き
の目標を超えて再定義し、人々と地球の長期的な
健康と繁栄に向けて取り組むバリューチェーンに
企業が貢献できるように注力することが決定的
に重要である。

これらの概念は、多様性の重視や従業員の教育
環境の整備から、より広範な諸組織のエコシステ
ムの中での企業の役割に関する認識、そしてエコ
システムの再活性化に向けた大規模な取り組み
に企業が貢献する方法に至るまで、ビジネスのあ
らゆる局面でも適用可能である。

再生は、今後10年間で重要性を増すトピックであ
る。WBCSDは、再生の発想とビジネス慣行の発
展が世界中の先進的な企業にとって標準となるよ
う、会員とともに取り組んでいく。
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私たちが「変革」の真の意味を
理解しない限り、「ビジョン2050」の
達成に向けた、企業、経済、社会の
変革は成しえない。それは、
抜本的に新しい結果をもたらすような、
根本レベルでの変化のことである。

何がなされるべきかを知って
いるだけでは十分ではない。
それをどうなすべきかをも 
理解する必要がある。
システム全体の大変革は、個別の企業や特定の産業に
より縦割り的に行われるものではない。それは、産業
界や社会全体が取った行動の結果である。システム全
体の大変革は、マクロトレンドやイノベーションによっ
て促進され、発想や規制など様々な要因によって可能
となる。

この大変革は、最終的には、私たち全員の願望や行動
に影響され、またそれに依拠する。もはや、企業には適
切な規制や適切な市場環境、適切なイノベーションな
ど、（大変革に必要な）すべてが揃うような奇跡的に幸
運な状況を待つ時間はない。「ビジョン2050」を達成
するためには、システム全体がどのように大きく変革す
るのか、また、必要とされる大変革を実現するために
何ができるのかを、企業が理解することが必要であ
る。

システム思考の
必要性
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私たちが「変革」の真の意味を理解しない限り、 
「ビジョン2050」の達成に向けた、企業、経済、社会
の変革は成しえない。それは、抜本的に新しい結果を
もたらすような、根本レベルでの変化のことである。

多くの「変革」にまつわる議論においては、それが何を
意味するのか、どのように起こるのか、それを支援する
ために企業が実際にどのような役割を果たせるのかな
どについて、あまり明確にされていない。

近年、持続可能な開発を実現するために必要なことを、
単に「変革」、或いは「システム全体の大変革」という言
葉で表現するステークホルダーが増えてきた。これら
のステークホルダーには、政府の政策立案者、国際機
関、市民社会グループ、学識経験者、企業やその団体な
どが含まれる。すべてのステークホルダーは、持続可能
な開発の課題は複雑で、高度に相互連関した全体的な
ものであり、一人のアクターが、もしくはひとつのグルー
プとしてのアクターでさえ、単独でこの課題に取り組む
ことはできないと理解している。彼らの多くは、真にサ
ステナブルな未来を実現するために必要な変化の大き
さと、その変革には相当なイニシャルコストがかかる
ことを認識している。

WBCSDは、大変革について「私たちが直面している
社会的・環境的課題を生み出しているシステム全体の
根本的な変化」であると定義している。そして、その変
化は、人類と地球にとってよりポジティブな結果や影
響を、これまでとは劇的に異なる形で生み出すもので
ある。大変革は、価値に関する抜本的に新しい前提と
根拠に基づき、まったく新しい考え方と行動様式で、
原因レベルから諸問題に取り組んでいくものである。

この大きな変革は、ありきたりな漸進的な変化とは対
照的なものである。漸進的な変化は、慣れ親しんだ概
念の上に構築され、既得権益をあまり脅かさないた
め、より容易に行うことができる。漸進的な変化には、
例えば、現在のビジネスモデルを侵食せずに新しいビ
ジネスモデルを生み出すなど、変革を実現する上でひ
とつの役割がある。一方で、漸進的な変化は、十分な
進捗があるという印象を作り出し、現状を守る役割を
果たしてしまうこともある。45

システム全体の大変革を推進し、形成していく共通の
要因には、マクロトレンド、イノベーション、イネーブラ
（実現要因）の3つがある。46　それぞれの概要は以下の
通りである。

マクロトレンド
すべてのシステムは、より広い文脈の中で機能してお
り、時間の経過とともに変化を促す外部からの圧力に
さらされている。マクロトレンドとは、高齢化や気候変
動、自動化の進展、グローバル経済の重心の移動、さ
らには、よりローカルな貿易圏への後退など、持続的
かつ広範で重大な影響を及ぼす変化のことである。

イノベーション
ひとつのシステム内のアクターは、状況の変化に対応
しながら、より良いパフォーマンスや新たな可能性を
もたらすと信じるイノベーションを推進する。それらに
は、インターネット、循環経済、ユニバーサルベーシッ
クインカム（すべての国民に対して政府が一定の現金
を定期的に支給する仕組み）といった新たな技術、ビ
ジネスモデル、社会的機能を果たす方策が含まれる。
多くの場合、変革は複数のイノベーションが組み合わ
さって、まったく新しいものを作り出す時に起こる。

イネーブラ（実現要因）
最終的には、一連のイネーブラが（マクロ）トレンドや
イノベーションに反応することで、システムの機能の
仕方が変わるよう促される。イネーブラとは、大規模
なシステムにおいて様々なアクターのインセンティブ
や力関係、能力を形成する力のことである。具体的に
は、個人の規範・価値観・行動、政策・規制、情報の流
れ、資金の流れ、技術などである。イネーブラは、変化
を主流に押し上げて、システムを変革する。

�「システム全体の大変革」を
理解する
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この理論は単純すぎるように思われるかもしれない
が、システム全体の大変革は実際には複雑で混沌とし
ており、予測不可能なものである。

システム全体は、非常に多くの多様なアクターから構
成されているが、相互につながり依存しているため、
その変革プロセスは分散的で適応性の高いものとな
る。つまり、多くの異なるアクターが、互いの努力によ
り常に変化する状況の中で、実験し、学習し、適応す
ることの産物を意味する。アクターは、新しい製品、
技術、サービス、ビジネスモデル、公共サービスの提供
モデル、政策・規制の革新、自主的な基準、文化的な
規範・行動を、時間をかけて創り出し、それらが一体と
なって新しい結果をもたらす。通常、現状に既得権益
を持つグループからの厳しい抵抗がある。システム全
体の大変革は、有機的で非線形なものである。47 多く
の場合、このプロセスについては事前の計画を立てる
ことができず、予測することが非常に困難である。

しかし、変革のきっかけとなるマクロトレンドやイノ
ベーション、そしてそのプロセスを実現するイネーブラ
を明確に把握することは、企業活動が変化を支援する
ために、いつ、どこで、どのように行動すればよいかを
理解する助けとなる。先進的かつ先見性のある企業
は、洞察力、革新性、影響力を駆使して、「ビジョン
2050」を達成する道筋に示された重要な変革を導く
ために協力する必要がある。

変革を促進するマクロトレンド、 
イノベーション、イネーブラを 
理解することは、企業が
変化を支援し、リーダーシップを 
発揮するために、いつ、
どこで、どのように行動すれば
よいかを理解する助けとなる。

変
革
さ
れ
た

シ
ス
テ
ム

システム

マクロトレンド

イノベーション

図12：マクロトレンド、イノベーション、イネーブラの組み合わせがシステム全体の大変革をもたらす

変革をもたらすイネーブラ

規範・価値観

政策・規制

情報の流れ

資金の流れ

技術
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図13：変革への障壁

�「システム全体の大変革」を
阻む旧来の障壁

最初の「ビジョン2050」では、2010年から2020年が
「激動の10年」になると予測し、実際、その通りと
なった。私たちが設定した「必須項目」の多くは達成
されなかった。変革の時代を迎えるために必要として
いた進捗も十分ではなかった。この先の10年間で、
変革実現へ向けた努力を実らせるためには、これまで
に十分ではなかったその理由を考える必要がある。
 
どのようにシステム全体の大変革が起こるのかについ
ての理解が進めば、それが起こらなかった理由を解明
できるのではないだろうか？過去10年間を振り返っ
て、私たちが創ってきたSDGsやパリ協定などの基盤
の上に社会を構築することを妨げてきた過去の失敗
を特定することはできるだろうか？変革を阻むこれら
の障壁をより明確にすることで、今後10年間に直面す
るかもしれない同様の障害に適用できる洞察や教訓
を得ることができないだろうか？私たちには、次の10
年間を失う余裕はない。

「ビジョン2050」を再検討する一環として、私たち
は、グローバルなビジネス界のメンバーに、過去10年
間、変革を阻む最も大きな障壁は何であったと思うか
質問した。その結果、政策、イノベーションのコスト、
消費者の習慣など、さまざまな障壁があることがわ
かった。これらの障壁の一部を図13に示す。

変革を阻む最も大きな横断的障壁は 
何であったのか？ 

短期主義

障壁の大半は、企業活動、政治、社会における私たち
の意思決定を導く支配的な規範や価値観に起因する
ものであり、それらは過去10年間の特殊な状況によっ
て増幅されてきた。企業、投資家、政策立案者、個人
の間で定着してきた短期主義は、2008年の金融危機
から立ち直り、現状を回復する必要性によって悪化
し、変革を阻む主要な障壁となってきた（現在もそう
である可能性が高い）。

意見の一致と野心度

短期主義がもたらす制約に加えて、行動の必要性につ
いて、私たちの考え方はまだ十分に一致していなかっ
た。行動を支持する世論や公的・専門的機関の意見が
欠けていたため、実効性のある炭素価格の導入や、成
功のための手段（及びその導入時期）の変更などの政
策的な取り組みは、現状維持が安全だという論理に
阻まれて、前進できなかった。

移行コスト

移行にかかるコストや、それが様々なステークホル
ダーへ及ぼす影響について、私たちは十分な透明性を
確保できなかった。また、政策立案者とビジネス界の
間では、短期主義も変革の実現に向けた考え方に影

INFORMATION FLOWS

規範・価値観

• 資本主義の支配的なモデルと短期主義的な 
自己利益

• 問題を作り出している主体がその影響を 
受ける可能性が低い

• グローバルなビジョンやリーダーシップ、 
コンセンサス、モメンタム、信頼、 
コミットメントの欠如

政策・規制

• 規制の一貫性と安定性の欠如
• 不完全で、資金不足及び／ 

或いは規制が弱い政策
• 政策や規制に対する企業の防御的な 

アプローチ

情報の流れ

• 効果的に伝えられず、理解されない不作為に 
よるコスト

• サステナビリティの問題とその全体的な性質
についての理解不足

• 十分な関連情報が収集されず、意思決定者と
共有されていない

資金の流れ

• 社会・環境に関する真の費用と便益を 
考慮していないこと

• 変革への投資を妨げる不適切な 
インセンティブ

• 移行や変革に必要なコストにどう対処するか
についての合意の欠如

技術

• 行動やインフラ、技術を結びつける体系的な 
アプローチの欠如

• 変革をもたらす技術への官民の投資不足
• 技術主導の効率改善に対するインセンティブと

投資の不足
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響を与えてきた。持続可能な開発の課題に取り組む際
には、行動を起こすことで（財務面や成長面で）得ら
れる機会を入口として考えるのが一般的である。しか
し、私たちが求める変革への移行コストは、そうしな
い場合のコストと同様に、実際には膨大なものであ
る。新しいインフラやネットワークを構築し、ビジネ
スモデルを刷新し、全産業（及び、それらが提供する
雇用）を再構想し、その目的を再設定して、社会に対
しよりサステナブルなものとする必要がある。真の移
行コストを認識することは、私たちがどのように変革
に取り組むかを計画する上で不可欠な要素である。ま
た、現状を強く支持する人と効果的かつ透明性をもっ
て協力し、私たちのビジョンが求める進歩に対する彼
らの反対を覆す上でも重要である。

過去10年間で得られた教訓

過去10年間で得られた最も重要な教訓は、あるひと
つの危機に対する私たちの対処の仕方が、その後の
その危機からの長期的な回復の仕方に大きな影響を
与えてきたということである。危機への対応に盛り込
まれた優先事項が、回復の結果を左右するのである。
今回のCOVID-19パンデミックを受けて、世界中の多
くの政府が「より良い復興」を目指すという言説の下、
救援と復興のパッケージをより広範な変革の目標に
合わせたのは、心強いことである。

しかし、社会的に良い目的のためとはいえ、既存のシ
ステムに資金を投入するだけでは十分ではない。短期
主義は、現在の組織モデルの必然的な結果である。
政治的、経済的なインセンティブに変化がなければ、
長期的な必要性と短期的な利益との間の厳しい対立
に直面し続けることになる。先見の明のあるビジネス
リーダーや政策リーダーが共に資本主義を刷新すれ
ば、ゲームのルールを変え、変化を妨げる最大の障壁
のひとつを克服する上で、最も具体的なインパクトを
もたらすだろう。

政策をとりまく環境の変化が真に変革的な効果をも
たらすためには、一国や地域の枠を超えたものとする
必要がある。しかし、過去10年間、私たちは国際的な
協力が繰り返し攻撃され、時には覆されるのを目の当
たりにしてきた。多国間主義の崩壊は、投資機会、安
定性、安全性、さらにはイノベーションの普及やグ
ローバルな規制環境の調整にも悪影響を及ぼしてき
たが、企業はそれを傍観してきた。利益や影響力に関
し、世界がますます地域主義的な領域に後退するに
つれて、ゼロサム状況の下でより短期的な利益を確保
しようとするインセンティブが強化されていく。この
ような傾向は、多国籍企業の将来的な成功にとって有
益なものではないため、私たちはこれを反転させなけ
ればならない。企業は、国内及び国際的な政治的安定
を当然のものと考えるべきではなく、可能な限りそれ
を守り、促進するよう努めなければならない。

同様のことが情報の世界にも言える。過去10年間、
人々の情報エコシステムは分断され、その結果生じた
二極化や断絶が、危険な誤情報を野放しにする土壌
となってきた。今回いくつかの政府が経験した、
COVID-19パンデミックを抑制するための対策が人々
に受け入れられない、という課題は、断片的な情報の

持つリアリティの危険性を示唆している。そして、社
会的事実に関する共通認識の衰退は、持続可能な開
発課題への取り組みに対する人々の理解と支持を高
めるために起きてきたポジティブな変化を脅かしてい
る。メディア、専門家、研究機関に対する国民の信頼
性の向上を図ることは、社会的に支持される変革の中
心的要素となるだろう。同時に、誤った情報を求める
傾向は、世界中の多くの人々が感じている困難や不満
に一部起因していることを認識する必要があり、その
ため、拡大し続ける世界的な不平等に対処すること
は、人々の信頼を向上させる取り組みの中心的要素と
なる。

以前と違うやり方で、何ができるのか？

本報告書でWBCSDが提案しているのは、今後10年間
にビジネス界が協力してこの種の障壁を克服する前提
となる、企業活動における3つの戦略的な発想転換で
ある。これらの発想転換は、企業が今後どのように意
思決定を行っていくかの核心をなすものである。長期
的に真の価値を生み出すことに報いるような資本主
義モデルは、短期的な意思決定から脱却し、ゲームの
ルールを変更するよう要求する。真のレジリエンスへ
の理解が深まれば、企業は長期的な成功を左右する
さまざまな要因をより広範に検討するようになり、長
期的な成功を脅かす社会的な傾向や展開、行動に対
処するようになる。企業活動におけるより再生型のア
プローチは、企業の成功と安定性を左右するエコシス
テムとコミュニティを評価・育成する方法を変えるだ
ろう。このような発想の転換こそが、真の変革を支援
する行動へと企業を向かわせるのである。

本章の残りの部分では、企業が行動を起こすことを
決めた場合に、それを成功させるために必要となる要
件を説明する。私たちは、マクロトレンド、潜在的な
ディスラプション、成熟しつつあるイノベーションを探
ることが、これから行動していく世界を理解するのに
役立つことを示す。そして、その行動が成功するかどう
か、規模を拡大できるかどうかを決定するさまざまな
要因を概観する。それらは、企業活動が今後より効果
的に影響し合う必要がある、変革に向けた主要なイ
ネーブラとしてのイノベーション、投資、個人、政策に
ついてである。

アプローチという点では、すでに最大の変化が起きつ
つある。私たちが直面している課題の緊急性に、時代
精神がようやく追いついてきた。すべての人が変革の
必要性について一致しているわけではないが、それに
同意していない人々の立場は日々弱くなってきてい
る。企業はアプローチを変えてこれら変革のイネーブ
ラを受け入れることで、より良い世界を築くための取
り組みにおいて、より広範な協働やより大きな野心、
さらには、より迅速な行動を押し進めることができ
る。
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企業は、システム全体の大変革に重要な役割を担って
いる。図12で表された、システム全体の変革が起きる
仕組みについて私たちが理解すれば、どのような場面
で行動が必要なのかについての指針が得られる。それ
によって、企業が「ビジョン2050」を支える変革を意識
的かつ効果的に推進するための機会が明らかになる。

第一に、企業は、世界がどのように変化しているのか、
さらに今後どう変化していくのかをしっかりと理解す
れば、持続可能な開発を支援する取り組みを行うこと
が可能となる。主要なマクロトレンドや想定されるディ
スラプション、そして新たなイノベーションを精査すれ
ば、どの場面で自社の取り組みが逆風や追い風を受け、
より良い投資が可能となり、リスクをより慎重に管理す
る必要があるのかを、企業は予測することができる。

第二に、企業は、自社のコアコンピタンス（中核となる
強み）や他のステークホルダーへの影響力を駆使し
て、変革を実現する社内外の主要なイネーブラを活用
することが可能となる。イネーブラには、イノベーショ
ンと技術、金融と投資、個人と消費、政策と規制など
が含まれる。 

この10年間で私たちが学んだことがあるとすれば、
世界がますます不安定になっているということと、企
業や政府、国民がサステナビリティの課題に意欲的に
取り組んでも、それだけでは変革を実現することはで
きないということである。進展をもたらすためには、
これら三者の意思と行動を結集し、一致させるための
共通の事実が必要である。

変革の取り組みを 
現実のものにする
世界は常に変化している。世界をよりサステナブルな
場所にしようとする企業が成功するためには、こうし
た変化を促す力と、その結果として期待される効果を
理解しなければならない。また、変革のための戦略や
ソリューションを成功させるためには、その実施に影
響を与える技術的、経済的、政治的、文化的な現実と、
「ビジョン2050」に向けた進捗状況を踏まえ、前進し
なければならない。

どんなに良い状況であっても、未来を予測することは
できない。しかし、不安定な今日の世界においても、コ
ミュニティ、文化、経済、社会を形成している力を見極
め、それらが逆風もしくは追い風として、「ビジョン

2050」を実現しようとする私たちの努力にどのように
影響するかを予測することはできる。変革の実現は、
逆風に対抗し、また追い風を利用して前進する方策
を、私たちが見つけられるかどうかにかかっている。

2020年代がどのように進展していくのかを見極める
ことは、今後10年間にわたる効果的な戦略を策定す
る上で最も重要である。企業の将来的なレジリエンス
は、ビジネス環境の潜在的な変化を予測し適応する
スキルと、リスクマネジメントや研究開発、戦略策定
プロセスにそのような変化を適切に反映するスキル
があるかどうかにかかっている。

今回の「ビジョン2050」では、不確実ではあるが明ら
かになりつつある未来に向けた計画をメンバー企業
が立案する上での支援となるよう、今後10年間に影響
を与える可能性があり、企業が考慮する必要がある最
も影響力のある政治的、環境的、社会的、技術的、経
済的、規制的な力を調査した。

マクロトレンドとディスラプション

システム全体の大変革に関連する最も強い圧力は、マ
クロトレンドとイノベーションの2つであると私たちは
理解している。マクロトレンドは、さらに2つのカテゴ
リーに分類できる。それらは、マクロトレンド（すでに
明らかになっており、その影響が曖昧であっても、比
較的高い確度で予測できるトレンド）と、ディスラプ
ション（発生の確度は低いが、パンデミック、民衆の
反乱、変革的な技術のように発生した場合に大きな
影響を与える事象）の2つである。

マクロトレンドの中には、人口動態の変化のように、
今日すでに私たちの未来に組み込まれているものが
ある。一方で、例えば不平等の進行や拡大に対する社
会の反応など、確実性に欠けるものもあり、それらは
政府や企業などの社会の強力なアクターにより今後
影響を受ける可能性がある。企業は単に出来事に反
応して適応するだけの“お客さま”的存在ではなく、将
来の結果に対して力と関心を持つ、影響力のある積
極的なアクターであると考えることが重要である。こ
れは、ディスラプションについても同様であり、その
影響を軽減させることができる。

すべてのショックがブラックスワン（予測できない衝
撃の大きい事象）ではない。パンデミックや気候変動
など予測できるものもある。このような場合には、事
前に入念な計画を立てることで、ディスラプションが
引き起こす可能性のある影響を大幅に軽減すること

�「システム全体の大変革」の
実現��
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金融危機

民衆の反乱と 
体制の変化

グローバルパンデミック

気候の「ミンスキーモー 
メント」（突然顕在化する危機）

大きな紛争

エネルギー移行の転換点

経済の「シンギュラリティ」
（AIが人間の知能を超える転換点）

生物工学のブーム

社会による「テックラッ 
シュ」（巨大IT企業への反発）

グローバルグリーン 
 （ニュー）ディール

COVID-19のコストは
どのくらいかかるのか...
う まく回 収 で きる の
か...次の危機が来た時
にどのように支払うの
か？

不平等はますます拡大
し、抗議行動はより頻
繁に、より激しくなる可
能性が高い。それらはど
の程度、効果的なのか？

医療システムはパンデ
ミックに対する準備が
できていない。ほとん
どの経済もそれと同
様の状況である。

気候リスク、コスト、情
報開示、社会的圧力の
すべてが相まって資金
の流れを変えようとし
ているが、そのスピード
は十分なのか？

深刻な紛争は依然として
脅威である。インフラな
どへのサイバー攻撃は、
紛争下の一般市民にも
影響を与える。

市場の力が化石燃料需
要をピークに到達させ、
エネルギー移行を著しく
加速させるか？

雇用が破壊された場所
で新たな雇用が創出さ
れない場合はどうなるの
か？

合成生物学の大規模な
ポテンシャルが現実化
すると、食品、医療、材
料にディスラプションが
生じる。

社会は無料の技術の実
際のコストに不満を持
ち、財務当局は税金の
損失と競争の欠如に疲
弊する。

経済や生態系、気候やコ
ミュニティを再構築する
ためのチャンスを掴むこ
とを求める機運が、市民
の間で高まる。

図14：今後10年間に想定されるマクロトレンド

図15：想定される「ワイルドカード」的なディスラプション

人口動態

世代交代
政治的、経済的、文化的、革新的な力が、団
塊世代からX、Y、Z世代へと移行する。

アジアとアフリカにおける人口増加
拡大する繁栄と巨大化する都市の維持は、
希少な資源に負担をかける。移住は、政治
的な問題を引き起こす。

技術

自動化がすべての産業と国に影響を与える
自動化は生活、産業、経済を変える。その先
に、成長とディスラプションがある。

良い面も悪い面もあるデータ化
私たちは、より賢く効率的になるが、より監
視されるようにもなる。データ化による効率
と生産性の向上には代償が伴う。

環境

悪化する気候変動の影響
より頻繁に起きるより厳しい天候は、より
多くの人々により大きな被害を与え、ますま
す無視できなくなる。

地域的汚染、環境悪化、希少性が 
イノベーションの原動力となる
人々は損失を被り、不安定になり、さらには
強制的な移住を余儀なくされ、それにより
イノベーションが促進される。

政治

二極化と過激化の進展
高まる不満は過激な路線への欲求を高め、
ナショナリズムが強まる。その一方で、グリ
ーンニューディール主義も高まる。

地政学的な不安定
多国間主義の弱体化と国の衰退によって、
失われつつある安定を求めるインセンティ
ブがさらに弱まる。

経済

短期的な危機、長期的な景気後退
先行する過少投資や需要の低迷、生産性
の低下、そして今回のCOVID-19は、不安
定な世界経済を形成する。

グローバリゼーションのピークと 
アジアの台頭
需要とパワーが東（アジア）に傾くにつれ
て、経済ブロック間の対立と資源ナショナ
リズムが構築される。

文化

ポスト物質主義： 
考え方とライフスタイルの乖離
パンデミックの結果生じた願望や習慣の
変化により、オンデマンドサービスモデル
が世界的に普及する。

エスカレートする文化戦争
文化的な衝突（高齢者と若者、農村と都
市、富裕層と貧困層）は二極化をもたら
し、さらにそれを助長する。

ができる。また、変革をもたらすような技術やゲーム
チェンジャー（物事の状況や流れを一変させる事象）
となるような法律の制定など、企業が積極的に追求
できるディスラプションもある。

調査の結果、今後10年間のグローバルなビジネス環
境を決定づける可能性の非常に高い12のマクロトレ
ンドと、そのような可能性がある10の想定しうるディ

スラプションを特定した。COVID-19は、ワイルドカー
ド的（予測不能）なディスラプションが実際に起こり、
既存のトレンドと相互作用しながら（多くの場合はそ
のトレンドを加速させながら）、深刻かつ長期的な影
響を及ぼす場合があることを、改めて明確にした。

マクロトレンド、ディスラプション、COVID-19の長期
的影響に関する私たちの分析については、2020年5月
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「システム全体の大変革」の実現  続き

に発行した「ビジョン2050」に関する2つのイシューブ
リーフ「Macrotrends & Disruptions Shaping 
2020-2030（2020~2030年を形作るマクロトレンド
とディスラプション）」(及び、それを裏付ける研究論
文) 並びに「The Consequences of COVID-19 for 
the Decade Ahead（COVID-19の今後10年への影
響）」で詳述している。同定された12のマクロトレンド
と10のディスラプションを図14と図15に示した。

イノベーション

イノベーションは、システム全体の変革を起こす重要
な圧力であり、必要不可欠なものでもある。このこと
は、「ビジョン2050」の道筋でも強調されており、道
筋のそれぞれの進展は、変革をもたらすイノベーショ
ンに依存している。

イノベーションは、「ビジョン2050」の変革の道筋に
おける進展に極めて重要であるだけでなく、マクロト
レンドやディスラプションと同様に、「ビジョン2050」
に向けて私たちが取り組まなければならない広範な
システムを形成していく。イノベーションは、毎日、世
界中で起こっている。現在、次の10年を形作ることが
ほぼ確実であると思われる成熟したイノベーションが
多数ある。

これら影響力のあるイノベーションについては、「ビ
ジョン2050」のイシューブリーフ「Innovation That 
Could Shape and Transform 2020–2030
（2020~2030年を形成し変革するイノベーション）」
において、技術イノベーション、ビジネスモデルイノ
ベーション、社会イノベーションの3つのカテゴリーに
分けて25の具体例を紹介している。

変革は、ひとつのイノベーションによってもたらされる
ことはほとんどない。多くの場合、複数のイノベーショ
ンがつながり、社会の状況と結びついて、私たちの生
活様式を変えることで変革が起こる。このように、イノ
ベーションは、最初に導入されたときには想像もつか
ないような連鎖的な効果をもたらす。これらのイノ
ベーションのすべてが、サステナビリティの課題を解
決するためのものであるという訳ではない。実際、現
段階では、「ビジョン2050」の実現に向けた取り組み
に、プラスかマイナスかどちらの影響を与えるか分か
らないものも多い。さらに、これらのイノベーション
は、私たちの変革の道筋に存在するすべてのイノベー
ションのギャップを埋めるものでもない。しかし、可
能性のある組み合わせを精査したり、これまで解決で
きなかった課題を解決したりするために、成熟しつつ
あるイノベーションを見極めることは重要である。

マクロトレンド、ディスラプション、イノベーションを
戦略に組み込む

「ビジョン2050」の変革の道筋における進展は、複
数の異なるシステムからのインプットにかかっている。
「ビジョン2050」のイシューブリーフで調査したマク
ロトレンド、ディスラプション、イノベーションは、今後
10年間の展開を形づくる最も重要な圧力のいくつか
を体系的に同定し、その全体像を企業とWBCSDに提
供している。私たちは、「ビジョン2050」の新しい道
筋を明確にする際に、これらのことを考慮した。しか
し、（ビジョンの達成に向けた）道筋を進展させるた
めの努力を軌道に乗せるためには、考慮したものだけ
でなく考慮しなかったものも含め、マクロトレンドやイ
ノベーションが社会の中でどのように進化していくか
を定期的に見直すことが不可欠である。

企業が長期的な価値を生み出すためには、フォワード
スキャニング（将来を見通すこと）がますます重要に
なってきた。例えば、外部要因が企業活動の目標や
サービスに与える影響を見極めることは、企業のレジ
リエンスを支える重要な活動であり、リスク管理プロ
セスの改善、シナリオプランニングの活用、マテリア
リティ評価の強化などに役立つ。フォワードスキャニ
ングはまた、社会的にポジティブなトレンドを支援
し、ビジョン達成の妨げとなるトレンドには対抗し、ビ
ジョンが求めるイノベーションに向けて協働や投資を
導くために、企業が果たしうる役割を明らかにするこ
とにも役立つ。
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変革を実現する
「ビジョン2050」における変革の道筋は、ビジョン
を達成するために今後10年間で必要となる変革を後
押しするための企業活動上の重要な行動分野を示し
ている。アクションの中には、組織内のプロセスや方
針を変えるために企業が実行可能なコミットメント
を示すものもあれば、変革を可能にするための幅広
い外部要因に影響を与えることに焦点を当てたもの
もある。

変革とそのイネーブラについての理解に基づき、企業
とその外にある世界が相互に影響し合う4つの重要な
領域を特定した。それらは企業の影響力が市場を創
造・形成し、行動の変化を促し、そしてシステムの変化
を実現するのに役立つ領域である。

それらの領域には以下が含まれる：

歴史的には企業はこれらのイネーブラを幅広い、そし
て多くの場合、活発な相互依存関係があるものとして
認識するのではなく、自身が影響を受ける領域として
扱ってきた。しかし企業は、どの技術を世に送りだすの
か、或いは取り込むのかを選択することができる。需
要が企業活動に影響を与えるだけでなく、企業活動が
需要に影響を与えることもできる。企業は新たな市場
を創造するために、より積極的に投資することができ
る。そして企業は長い間、自らが活動する政策環境に
影響を与えようとしてきた。今こそ、これらの領域が企
業活動を制約するという考え方をやめ、代わりに、企
業活動が変革を後押しするためにこれらのイネーブラ
に与えられる影響に焦点を当てるべきである。

9つの道筋における移行と行動は、「ビジョン2050」
を支援し、イネーブラの4領域に影響を与えるために、
企業がその資産、能力、創造性、伝播力、及び発言力
を活用することで初めて達成される。本セクションで
は、イノベーションと技術、金融と投資、個人と消費、
政策と規制の重要性について、横断的な視点を提供
する。そして、「ビジョン2050」を達成する上で必要と
される速度と規模で、より効果的に進歩と変化をもた
らすために、企業がこれらのイネーブラにどのように
アプローチできるのかについて説明する。

イノベーションと 
技術

個人と消費

金融と投資

政策と規制

9999
PA

RT
4 　
　
変
革
を
実
現
す
る



なぜそれが重要なのか？ 
「ビジョン2050」に向けた変革の道筋には、幅広く壮
大な課題が横たわっている。イノベーションと技術は、
これらの課題解決の多くで中心的役割を果たす。

新しいアイデアを実行して価値を創造するイノベー
ションは、「ビジョン2050」を達成するのに不可欠で
ある。それは製品だけでなく、プロセス、経営、ビジネ
スモデル、さらには金融や政策、そして、社会全体に関
わるものがある。技術は、しばしばイノベーションのア
ウトプットであると同時に、イノベーションを加速させ
る手段でもある。「技術」は、価値を創造したり、問題
を解決したりするツールや機械、プロセスのことを指
す。

今日のイノベーションのペースは前例を見ないほど速
く、「第4次産業革命」とさえ言われている。以前の大
きなイノベーションの時代には、良くも悪くも大きなイ
ンパクトがもたらされた。過去の産業革命は、人類の
進歩と純然たる繁栄に目覚ましい成果をもたらした
が、多くの場合、社会的及び環境的なコストを伴って
いた。今後、同じような過ちを犯さないためにはどう
すればよいだろうか。私たちはどのようにイノベーショ
ンを活用して、「ビジョン2050」の中心となる壮大な
課題を解決しつつ、新たな技術に起因する負の結果を
回避できるだろうか。

技術は元来本質的に良いものでも悪いものでもない。
社会や環境に与える影響は、それがどのような用途に
使われるか、どのように使用されるか、そしてその後の
意図しない結果の組み合わせによって決まる。良い意
図を持ったものであっても、ネガティブな影響はポジ
ティブな影響と密接に関係していることが多い。例え
ば、人工知能は、人種や性別による偏見を増幅させる
可能性がある。48 データを大量に消費するデジタル技
術は、大量のエネルギーを必要とする。49 また、自動化
は、生産性を向上させる一方で、多くの人々から仕事や
生活を奪う可能性がある。50

負の結果に陥るリスクがあるにもかかわらず、私たち
が抱える最も困難な問題に取り組むためには、革新的
なアイデアや技術がどうしても必要である。私たちは
どのようにして脱炭素社会を実現し、病気を衡平に管
理・予防し、さらには、誤った情報の拡散など、すでに
発生している意図しない結果に対処することができる
だろうか？

どのようにすれば、企業が最も効果的に 
取り組めるか？

社会や環境への影響を考慮して目標を設定し、意図
しないネガティブな影響を予測・回避するイノベー
ションのプロセスは、社会にとって良いだけでなく、
よりレジリエントでサステナブルなビジネスモデルに
つながる。それでは、どのようにして企業はこの種の
イノベーションを活用できるだろうか？

世界的に有名なイノベーションプロセスや数十億ドル
の研究開発予算を持つ企業であっても、イノベーショ
ンパイプライン（社内資源の活用によるアイデア発案
から迅速な事業化までを一気通貫させたステップで
無駄のないプロセス）がどの程度、社会の将来のレジ
リエンスに貢献できるかを検討することには価値があ
る。以下では、既存の問題を悪化させたり、新たな問
題を引き起こしたりしないよう細心の注意を払いなが
ら、「ビジョン2050」に向けた変革を実現する上で企
業がイノベーションを確実に起こすための主な方法を
示す。

イノベーションのプロセス全体を通じて、 
社会・環境面での目標や成果を常に念頭に置く

企業は、イノベーションの初期段階から、社会や環境
の問題解決に焦点を当てたイノベーションの目標を設
定し、新しい技術、製品、サービス、ビジネスモデルが
もたらすあらゆる影響を予測して対処すべきである。
また、イノベーションに関するプロジェクトは、財務的
な目標だけでなく、社会的・環境的にも野心的な目標
を達成しなければならない。企業はまず、社会的・環
境的な影響を考慮した上で、組織のパーパス（存在意
義）にリンクしたイノベーションプロセスについての明
確な目標設定から始め、その後、潜在的な予期せぬ結
果を予測・緩和するために、製品のライフサイクル全
体を長期的に考慮したデューデリジェンスを実施する
ことができる。また、企業は失敗を受け入れ、重大な
悪影響を及ぼすことが明らかとなったアイデアは中
止・再考する姿勢が必要である。

デザインに人間中心のアプローチを採用することで、
解決すべき問題をより包括的に定義することができ
る。また、それによってコストや品質だけではなく、成
功するイノベーションの全体像を描くことができる。イ
ノベーションのプロセスにおいて、十分な対応が行わ

変革を実現する

イノベーションと技術　　
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れていないグループを含め、関連するステークホル
ダーと協議及びエンゲージメントを行うことで、潜在
的な問題を早期に理解し、対処することができる。

サプライチェーン、産業、システム全体をより 
サステナブルでレジリエントにするために 
オープンイノベーションを推進する

顧客、サプライヤー、スタートアップ、市民社会団体を
含むパートナーとの連携の下、企業、バリューチェー
ン、産業、国、そして社会の各セクターとの協働と共有
が進めば、企業がイノベーションの機会を特定し、ソ
リューションを開発・検証し、それらをスケールアップ
し、主流にしていくための後押しとなる。また、サプラ
イヤーや顧客をイノベーションのプロセスに巻き込む
ことは、バリューチェーン全体を通じて技術をレジリエ
ントで、サステナブルで、さらには再生型にさえするこ
とにもつながる。政府は、最も野心的なイノベーション
を主導し、資金を提供するという重要な役割を担って
きた。イノベーションに向けた大小さまざまな挑戦に
おいて、企業と政府がより緊密に連携することで、お互
いに必要とする社会的にポジティブなイノベーション
課題を設定し、連携することが容易になる。

効果的な技術ガバナンスメカニズムを確立する

信頼を築き、技術の可能性を実現するためには、企業
は設計段階で予想される影響や潜在的な意図しない
結果を特定するだけでなく、実装段階で実際の影響を
監視し、対処しなければならない。企業は、すべてのス
テークホルダーと協議を行いつつ、新しい技術に関す
るガイドラインを設定し、リアルタイムで何が起きてい
るかを理解し、必要に応じて軌道修正するために、業
界全体の取り組みを確立（そして参加）する必要があ
るだろう。技術ガバナンスへの取り組みを主導し、それ
に貢献することで、企業は将来のリスクや課題を先取
りし、ステークホルダーとの強固な関係を構築し、新
たな協力関係への扉を開くための機会を手にする。

新しい技術に対応するための人材育成を行う

現在及び将来の技術的ディスラプションにおいて公平
な結果を確保するためには、新しい技術を扱う人材の
育成が不可欠である。企業は、社会が必要としている
新しいスキルやトレーニングの大部分を提供できる特
異な立場にある。企業はマネージャー、従業員、そして
顧客に対して、リスクや有害性を回避しながらメリッ
トを発揮できる方法で、新しい技術を利用する知識と
スキルを身につけるための投資をしなければならな
い。対外的には、例えば企業は、政府や学校が優先す
べき新しいスキルを特定し、それらを教えるための新
しいモデルを開発することができる。社内では、従業
員とのエンゲージメントを進め、彼らをエンパワーし
て、技術の恩恵を受けられるようにする必要がある。
トレーニングやサポートを提供するだけではなく、従
業員と率直にコミュニケーションをとることも同様に
重要である。そうすることで、新しい技術に関連して予
測される影響や課題、機会について透明性を保つこと
ができ、さらには、技術の使い手が新しい役割を思い
描けるよう支援することができる。

サプライヤーや顧客を 
イノベーションの工程に巻き込む 
ことは、バリューチェーン全体で 
技術がレジリエントで、 
サステナブルで、さらには再生型に 
さえすることにもつながる
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なぜそれが重要なのか？ 
 「ビジョン2050」の変革の道筋に沿って前進するために
は、インフラの構築、新しいビジネスモデルの拡大、必
須となる技術開発などへの多額の投資が必要である。

世界の金融システムは、必要とされるすべての変化に
資金を供給するのに十分過ぎるほどの体制を整えてい
る。51 しかし私たちは、サステナブルで公正な未来に
貢献しない活動への金融から、貢献する活動への金融
へと根本的にシフトする必要がある。52

特に途上国では、持続可能な開発のための資金調達
に大きなギャップがある。53 現在、多くのサステナブル
投資への機会は、実証されていない技術の関与が高い
こと、リスクの高い地域で行われること、拡張性（シス
テム等が規模や利用負荷の増大に対応できる度合い）
が低いこと、投資回収期間が長いことなど、さまざま
な理由によりファイナンスの実行が困難であると考え
られている。

政府主導の政策やインセンティブは重要な役割を果
たしているが、政府の支援の有無にかかわらず、よりサ
ステナブルな金融を促進するために企業が取ることの
できる重要な行動がある。金融システムにおいては、サ
ステナブル金融がもたらす機会（及び責任）に対処
し、資金の流れを促進する新たなインセンティブを導
入するための認識と意欲が高まっている。例えば、グ
リーンボンド、ソーシャルボンド、サステナビリティボ
ンドの増大、ESG基準の使用の増加、気候関連財務情
報開示タスクフォース（TCFD）などの報告枠組みの設
立など、勢いが増している。

変革を実現する

金融と投資　　　　　　　
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どのようにすれば、企業が最も効果的に 
取り組めるか？

「ビジョン2050」を達成するためには、企業が社会
的、環境的、財務的にサステナブルな成果に向けて、
投資を振り向ける方法を見つけることが不可欠であ
る。企業が金融や投資に取り組む際に、これまでとは
異なる方法で何ができるだろうか？

現在の金融システムに定着している価値観やルール
は、外部性を考慮することに失敗しており、そのため、
長期的なレジリエンスやリターンよりも短期的な利益、
つまり真の価値を創造することよりも価値を搾取する
ことにインセンティブを与える傾向がある。このまま
では、「ビジョン2050」の達成に必要なイノベーション
やインフラに資金を供給することができなくなると考
えられる。以下では、金融システムの優先順位を変え
るために、あらゆるセクターの企業が実施できる主な
方法を示す。これらは、資本主義をより広く変革・刷新
するために推奨される企業行動（及びそれを支える政
策ポジション）と密接に関連している。

サステナブルな資金調達の機会を理解し、 
開発し、活用する

企業は、自身の野心や目標に対する資金調達を行うた
めに、適切でサステナブルな金融商品を探さなければ
ならない。既存の商品としては、グリーンボンド、ソー
シャルボンド、SDGsボンド、トランジションボンドの
他、借入条件を環境面での成果に連動させたり、検証
されたグリーンプロジェクトに税制優遇措置を設けた
りするリボルビングローンやリボルビングクレジット
ファシリティなどがある。既存の商品ではニーズに応
えられない場合、企業はサステナビリティに関連した
新しい商品を作るために、資本提供者とエンゲージメ
ントを行うことや、さまざまな組織と連携することが
できる。社会的に有益な成果を支援するためには、官
民連携が有効な手段となることが多く、ブレンデッド
ファイナンスの仕組みを利用するなどして、民間投資
家のリスクを低く抑えることが可能である。

投資家とのエンゲージメントを行い、 
投資家が十分な情報に基づいて意思決定を行う 
ために必要なデータを提供する

現在の市場では、リスク、リターンと持続可能な開発が
結びついていない。ソリューションに資金を供給し、リ
ソースを確保し、規模を拡大するためには、企業と投
資家のコミュニケーションと連携を強化する必要があ
る。この課題に取り組むために、企業は投資家に対し
て、自社がどのようにサステナビリティに取り組み、管
理しているか、また、そのことが自社の長期的な成功
をどのように形成すると期待しているかについての気
づきの点を提示することができる。これは標準化され
た方法で提示されるべきであり、企業の戦略的なレジ
リエンス、差別化、開発と計画、リスク管理と対応、ガ
バナンスのプロセスと実践、パフォーマンスの測定基
準、サステナブルな製品やサービスに関連する財務情
報（設備投資、運用費、研究開発、売上高利益率、成長
性など）の観点を含むべきである。

金融システムのルール変更を提唱する

企業は、政策立案者、規制当局、広範な業界団体と協
力して、カーボンプライシング制度、標準化されたESG
開示要求、インセンティブや補助金の再検討、さらに
は、すべてのステークホルダーを考慮することを義務
付ける受託者責任のアプローチ（または解釈）の更新
など、サステナブルな投資に有利な競争条件を整える
政策を提唱する必要がある。また企業は、サステナブ
ルなプロジェクトの正味現在価値とリスクプロファイ
ルをより公正に評価し、長期的な実行可能性とレジリ
エンスをより重視できるような会計規則の変更を支持
し、提唱する必要がある。

社内のキャッシュフローをよりサステナブルな 
成果に振り向ける

企業はキャッシュの使い方に目を向けるべきである。
設備投資や研究開発投資の社内配分は、社会的及び
環境的なコスト、ベネフィット、リスク、機会に関する
詳細な情報を用いて検討されるべきである。例えば、
社内炭素価格を利用すれば、プロジェクトを選定する
際のコスト・ベネフィット分析において気候変動に関
するインパクトを考慮できる。企業は同様の基準を用
いて、金融資産、投資、買収を評価することで、サステ
ナブルな製品やサービス、或いは支援するインフラを
通じて、投資された資金がサステナブルな変革を進め
るために利用されるようにすべきである。

現在の金融システムに 
定着している価値観やルールは、 
外部性を考慮することに失敗しており、 
そのため、長期的なレジリエンスや 
リターンよりも短期的な利益に 
インセンティブを与える傾向がある。
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なぜそれが重要なのか？ 
最終的に、90億人以上がプラネタリーバウンダリーの
範囲内で真に豊かに生きられる世界を創造するには、
人々がどのような選択肢を持ち、その中からどのような
選択をして、そしてそれらをどのように利用するのかに
かかっている。私たち一人ひとりが変革に貢献でき、ま
た、そうする意思がある。

個人の価値観と行動が重要である。個人は「ビジョン
2050」が必要とする変革を進めるための多くのソ
リューションにおいて、最終的な実行者である。消費
者である個人は、住む場所、食べるもの、買うもの、ゴ
ミの捨て方、移動の仕方によって、変革を促したり、妨
げたりすることができる。市民としての個人は、新しい
アイデアを受け入れたり、拒否したり、地域社会に参
加したり、公正で進歩的な法律を支持したり、抵抗した
りすることができる。労働者としての個人は、日々の役
割の中で無数の決定を下し、組織全体を変化させるた
めに雇用主に影響を与えることができる。もし資本が
あれば、個人はその資本をどこに投資するかを意識的
に選ぶことができる。しかし私たちは、人々の影響力
と選択肢へのアクセスに大きな不平等があることも認
識しなければならない。ライフスタイルにおける温室効
果ガス排出量の約半分は、上位10％の富裕層に起因し
ている。54人々は豊かになればなるほど、環境への意識
が高くなるが、56 環境フットプリントも増加する。55 つま
り、よりサステナブルなライフスタイルや選択への変
革を受け入れる能力が最も高い人々は、最もサステナ
ブルではない生活をしている可能性が高いということ
である。

すべての条件が同じならば、世界中のほとんどの人
は、サステナブルなライフスタイルを望むだろう。57 環
境への懸念58や、健康、ウェルネス、生活の質、自己啓
発への関心も高まっている。それにもかかわらず、人々
がよりサステナブルなライフスタイルを選択するため
には、多くの構造的な要因が立ちはだかっている。何
百万人もの人々にとって、基本的なニーズはいまだに手
の届かないものであり、これらは常に最優先されるべ

きものである。また、時間や資源に余裕のある人でも、
サステナブルな選択肢や信頼できる情報が不足してい
ると、真の意味でサステナブルなライフスタイルを実
現するのは困難である。

人々の消費における選択がもたらす影響に対処するこ
とは困難である。なぜなら、短期的な企業活動の成功
が消費の拡大と密接に結びついていることが多い一方
で、私たちが消費する物質量を減らすことが環境や社
会への影響を軽減する最もシンプルな方法だからであ
る。さらに、影響は製品の製造とその使用の両方から
生じるため、サステナブルな製品であってもサステナ
ブルでない形で消費される可能性がある。しかし長期
的には、これらのインセンティブは一致するはずであ
る。自然資本、人的資本、社会資本を過剰に消費した
世界では、企業は存続できない。課題は、成長を環境
や社会への影響から切り離すことのできる新しいビジ
ネスモデルと、より協力的で継続的な関係を提案する
新たな顧客との交流方法を見つけることである。

どのようにすれば、企業が最も効果的に 
取り組めるか？

人々がよりサステナブルな選択をするために必要な
選択肢とインセンティブを与えることで、変革を加速
させつつ、よりレジリエントなビジネスモデルの新た
な可能性を開くことができる。より良い選択を奨励し
支援するために、企業は何を変えれば良いだろうか？

よりサステナブルな製品やサービスを消費者に提供す
るだけでは、それらを選択するための情報や関心が
あったとしても、変革を実現するには不十分である。企
業には、個人が消費者としてだけではなく、市民、労働
者、投資家として、ポジティブな変化をもたらす担い手
となるために果たすべき役割がある。以下では、「ビ
ジョン2050」に向けた変革を後押しするために、企業
が個人に影響を与えることができる主な方法を示す。

変革を実現する

個人と消費　　　　　　　
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サステナビリティに関する文化的規範や願望を 
形成する

サステナブルな行動をとるためには、まず個人が問題
を認識し、意思決定を行うための関連情報を持つ必要
がある。企業は、明確かつ正直な方法で情報を提供
し、グリーンウォッシングを排除する必要がある。今日
の不安定な情報環境では、これは特に困難なことであ
る。企業は最終的には、社会的に共有されている事実
を再構築するための取り組みを支援し、それによって
顧客と有意義な関係性を築く必要がある。正直に伝え
ることで、ブランドはより信頼性が高くなり、誠実な関
係性を築くことができる。企業は、情報が一貫した方
法で提供されるように協力しなければならない。そう
すれば、人々は自身のフットプリント全体や選択の相
対的な影響、さらには自身の行動が変化をもたらす方
法について理解することができる。

しかし情報だけでは十分ではない。サステナブルな生
活を実現するには、強い願望が必要である。企業には
広告を通じて文化的規範や願望を形成してきた長い歴
史がある。今、企業はこれらのスキルを使って、サステ
ナブルなライフスタイルに対する需要を創出して、
人々の新しい消費パターン、同調圧力、政治的関与を
促す必要がある。59 例えば、サステナビリティが家族、
地域社会、安全保障など、広く支持されている価値観
と結びついている場合や、60 人々が政治的及び社会的
グループを超えて多様な主張を目にする場合、サステ
ナビリティはより魅力的なものとなる。61 心理学の研
究によると、社会的・道徳的な報酬は、金銭的なイン
センティブよりも行動を変えるのに有効であることが
わかっている。62

すべての選択を良い選択にする

健康的でサステナブルな生活を実現するためには、ど
のような企業活動が最も役立つのだろうか。何よりも
まず、人々は環境・社会への悪影響が少ない製品や
サービスを企業が手頃な価格で提供することを望んで
いる。63 人々は「正しい」選択をすることに負担を強い
られたくはなく、そうあるべきではない。企業は、人々
のニーズや欲求をサステナブルな方法で常に満たし、
手頃な価格でアクセスしやすい製品やサービスを創造
することで、新たな顧客層を獲得することができる。
本質的には、同じニーズを満たす上でより良い選択肢
があれば、サステナブルでない方が選択されないよう
にしなければならない。そのためには、なぜ顧客がそ
の企業の製品やサービスを評価しているのか、そして、
その価値をよりサステナブルな方法で提供するための
創造的な代替品があるかどうかを問い直す必要がある
かもしれない。社会のルールや規範がよりサステナブ
ルなビジネスモデルをますます支持する方向へと変革
されるにつれ、サステナブルではない形での物質消費
に依存する長年のビジネスモデルは、競争力を確保す
る上でその代替策を探る必要が出てくる。

廃棄物の削減と循環の強化を支援する

企業は、製品に使用されるリサイクル素材の割合を増
やすだけでなく、製品寿命の延長や耐久性を考慮した
設計を強化したり、人々が製品を修理して再利用する
ための能力を身につけるための支援を強化したりする
ことができる。EUでは「修理する権利」に関する規則
が合意され、米国でも同様の権利が検討されているこ
とから、これはまもなく必須になるかもしれない。循
環型のビジネスモデルは、継続的な価値とリターンを
生み出す可能性のある顧客との新たな関わり方や関
係構築の方法を提供する。製品寿命が尽きた後のこと
に責任を持つためには、富裕国でも貧困国でも不十分
な廃棄物インフラの改善などにおいて、新しい関係や
協働が必要である。

人々をエンパワーする

消費者、従業員、市民、或いは投資家としての個人が、
ポジティブな変化の担い手としての能力を発揮するに
は、時間、資源、そしてコミュニティや社会での地位が
必要である。企業は雇用、政府との関係、調達などを
通じて、これらを提供するための役割について考えな
ければならない。例えば、企業は請負業者、ギグワー
カー、サプライチェーン上の人々などに対して、生活賃
金と良好な労働条件を約束することができる。それに
よって、人々は最も基本的なニーズを満たすための方
法を心配せずに、自身のライフスタイルを積極的に形
成するための時間と経済的な自由を持てるようにな
る。雇用主は、よりサステナブルな通勤方法の推進、
より健康的（でサステナブル）なケータリングの提供、
グリーンチャンピオンの表彰、サステナビリティをテー
マにしたソーシャルイベントの開催、グリーンイニシア
チブのアイデア募集などを通じて、従業員エンゲージ
メントを推進しつつ、従業員のサステナブルな生活へ
の関心を直接的に促し、活用することもできる。従業
員は目に見えるものを信じる。自身の会社がサステナ
ビリティを重視していることを職場で理解できれば、
仕事においてもサステナビリティに配慮した決定や変
更を行うことができるようになる。
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なぜそれが重要なのか？ 
政策と規制は、「ビジョン2050」の実現に向けた真剣
な取り組みの中核を成すものでなければならない。市
場はそれだけでは変革をもたらすことはできないし、そ
うすべきでもない。

政策と規制は、いくつかの方法で変革を促し、その実
現を可能にする。例えば、有害物質の使用などサステ
ナブルではない慣行を防止する、健康と安全などの最
低基準を設定する、補助金や税金などの「アメとム
チ」を使ってイノベーションを奨励する、さらには、基
礎研究から交通インフラや教育に至るまで、企業の成
長と持続可能な開発に必要な公共財への投資を誘導
する、といった様々な方法がある。多くの場合、政策
や規制は、投資ルールの変更、イノベーション目標の
設定、消費者へのインセンティブの提供など、変革の
ための他のイネーブラを促進するのに役立つ。

しかし同時に、政策や規制は行動をサステナブルでは
ない方向へと促す可能性があり、しばしばそうなって
いる。例えば、化石燃料への継続的な補助金、森林破
壊や生物多様性の損失を招くバイオ燃料の義務化、
経済的不平等を深めるガソリン税や軽油税などがあ
げられる。サステナブルではない活動を促進するため
に意図的に作られた政策もある。しかし善意の政策
であっても、資金や実施能力の不足などの理由で、目
標を達成できないものも少なくない。

今日では、多くの政府が持続可能な開発という課題に
立ち向かい、社会的・環境的な野心を高め、そのアプ
ローチを強化している。しかし近年、政府は環境保護
を後退させ、ポピュリズムや権威主義が地球規模の
課題に対するグローバルなアプローチに脅威を与え
続けている。今日の複雑な社会を統治するための任
務を遂行する上で、十分な公共予算を持っている国は
ほとんどないと考えられる。変革に向けて賢明なイン
センティブを与え、資金を供給し、変革を加速するこ
とを可能にする政策環境を構築する上で、企業は政府
をよりよく支援することができるし、また、そうしなけ
ればならない。

どのようにすれば、企業が最も効果的に 
取り組めるか？

政策や規制は、サステナブルな変革を促すための強力
なツールである。しかし、より協力的な政策環境へと
前進させるために、企業は何ができるだろうか？

規制は企業の短期的な利益を損なうこともあるが、十
分に検討された根拠に基づく規制は、企業が投資、競
争、繁栄するために必要な、安定的かつ予測可能で、
公平な競争の場を作り出すこともできる。政策は政府
のみによって策定・実施されるが、企業はそのプロセ
スや結果に大きな影響を与えることを認識しなけれ
ばならない。

以下では、法律を（文言と精神の両面から）遵守する
ことに加えて、「ビジョン2050」に向けた変革を可能
にする政策や規制の策定を支援するために、企業が
できる主な方法を示す。

変革を実現する

政策と規制　　　　　　　
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最低基準を上回る

企業は政策立案者や同業他社に対して、より多くのこ
とが可能であることを示す機会として最低基準や目
標値を活用することができる。企業はコンプライアン
スを押し進めることで、企業活動に過度な圧力をかけ
ることなく、どのような規制を強化できるかを示すこ
とができる。規制の基準が存在しない場合には、企業
は（国が支援する標準化団体、NGO、その他の第三者
と協力して）、GHGプロトコル、ISO14001、森林管理
協議会、海洋管理協議会といった市場ベースの独自の
プロトコル、基準、規制を作成してきた。

自主的な措置ですべての市場の失敗を解決すること
はできないが、十分に野心的な政策環境がない場合、
（例えば、NGOによって企業の説明責任が問われる
ような）「民間規制」と自主的な基準は、責任を証明
し、導入や強化が遅れている政府の規制に先行して取
り組み、規制当局を説得して政府の同意を早めること
で、規制を通じた基準を引き上げる際の基礎として利
用することができる。

政策に影響を与えるすべての活動を企業の 
パーパスとサステナビリティ目標に一致させる

企業は、ロビー活動、政策提言の賛否を問うキャン
ペーン、政治献金と業界団体への資金提供、調査研
究、シンクタンクを含む、政策に影響を与えるすべて
の取り組みを見直さなければならない。また企業は、
自らのパーパスとサステナビリティ目標に沿っていな
い活動を終わらせ、自らが支持する立場や、それらが
「ビジョン2050」で求められている変革にどのように
貢献するのかについて、透明性を確保しなければなら
ない。業界団体がサステナブルな変革を阻害するよう
なロビー活動を行っている場合には、企業は会員資格
を利用してロビー活動の優先順位を良い方向に導くこ
とができるかどうか、或いはその団体との関係を断っ
たほうが良いのかを判断する必要がある。

政策決定プロセスにおける 
戦略的パートナーとなる

「ビジョン2050」に向けた進展を加速するために、企
業は政府との関係のあり方を変えなければならな
い。その関係は、企業の利益と社会の利益をいかに一
致させ、実現するのかに焦点を置いた、戦略的な関係
である必要がある。例えば、企業は市民社会組織、コ
ミュニティ団体、国際機関、財団などと政策提言の
パートナーシップを築くことで、政策立案者に対して、
社会的にポジティブで世間にアピールできる提言を伝
える能力を備えることができる。企業は水面下で活動
するのではなく、すべての関連するステークホルダー
がテーブルに着き、政策決定プロセスのすべての段階
で意見を表明できるよう提唱すべきである。

このような方策は、私たちが直面する課題の規模と
緊急性に対して目線を合わせることを政策立案者に
促すことができる。また、政策立案者が効果的な政策
を策定するために必要な情報や証拠を提供し、野心
的な新しい取り組みを策定・実施するために必要な
賛同を得ることにも役立つ。

企業の革新的な能力を使って、新しい政策の 
アイデアを生み出す

企業はそれぞれの業界の専門家であり、政策決定プロ
セスへの有用なインプットとなりうる独自の専門知
識、アイデア、データへのアクセスを有していることが
多い。企業は、既存の政策の経験や、例えば最低基準
や目標値を超えた際に得られた教訓を共有することで
貢献できる。また、新しいアイデアを検討するための
パブリックフォーラムの設置や、新しい政策の潜在的
な影響を実証するための試験の実施、政策実施後の
影響を評価してその有効性を判断することもできる。

企業は水面下で活動するのでは 
なく、すべての関連するステーク 
ホルダーがテーブルに着き、 
政策決定プロセスのすべての 
段階で意見を提供できるよう 
提唱すべきである。
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変革を支援する 
政策的立場
安定的かつ信頼性が高く、公正な規制環境は、企業の
運営とレジリエンスにとって絶対的に不可欠である。
さらに、政策立案者が持続可能な開発を支援する（企
業）行動を義務付ける法律を制定し、競争条件を整え
ることで初めて、気候変動、自然破壊、不平等などの
差し迫った地球規模の課題に対して、野心的な行動を
推進する企業の取り組みが必要な規模に到達する。一
方、多国籍企業は、政策に関して独自の能力と伝播力
を備えており、変革を支援する政策的立場が、特に複
数の産業やセクターで一致している場合は、規制改革
の重要な推進力となりうる。

今日では、COVID-19パンデミックが政策論議の中心
となっている。また、世界中の国やコミュニティ、企業
に影響を及ぼす公衆衛生や経済的危機への対応を共
同で推進するために、企業と政策立案者はこれまで
以上に定期的かつ建設的に連携している。多くの国で
は、社会的及び環境的な目標に沿った経済活動に刺
激を与えることで、救済策や復興策に変革をもたらそ
うとしている。このような状況は、企業が政策立案者
の野心を支援するために、政策的立場を一致させる
ための絶好の機会となる。また、世界中の志を同じく
するリーディング企業が、同様に政策の進展を求めて
いることを確信している。

変革の道筋で概説した移行を達成し、私たちが求め
ている戦略的な発想転換を定着させるには、それを支
えるグローバルな政策環境が必要である。ここでは、
WBCSDがすでに企業と連携して取り組んでいる、共
通の政策的立場の事例として、気候変動、自然保護、
循環経済への移行、不平等への取り組み、資本主義の
刷新という、私たちが直面している最も重要な5つの
課題分野を紹介する。

ビジネス界が協調すべき政策
気候変動

気候変動の緊急事態に対処するために、私たちは一層
努力しなければならない。私たちの最優先事項は、各
国がパリ協定に沿った国別目標を早急に引き上げ、そ
れを実施するための強力な国家計画と政策を採用す
るよう支援することである。

さらに、リーディング多国籍企業は、下記ニーズについ
て足並みを揃える必要がある：

• 公正なエネルギー移行を確保するため、強固な世
界炭素価格枠組みの中での、明確で一貫性のある
長期的な炭素価格政策

• 結果的に雇用創出につながるものを含む、低炭素
ソリューションへのファイナンスや投資を促進する
市場シグナルとインセンティブ

• 現在及び将来の気候影響に対する適応力の強化と
レジリエンスを向上させるための民間セクターとの
協力関係の強化を含む、気候影響に対するレジリ
エンス構築のためのインセンティブ

企業には排出量削減のためのイニシアチブの実績が
ある。そのため、より野心的になっていく気候変動対
策を通じて、政策立案者にコミットメントを示すこと
ができる。これには、1.5ºCシナリオに沿った科学的
根拠に基づく企業の排出戦略を策定する取り組み、
気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提
言への広範な取り組み、RE100などの調達に関する
イニチアチブを通じた低炭素エネルギーへの移行支
援などが含まれる。

自然保護

世界のGDPの半分以上、すなわち44兆ドルの経済価
値が、自然の損失によって中程度または深刻なリスク
にさらされている。自然は、社会や企業の存続にとっ
ても重要なものである。WBCSDはBusiness for 
Natureの政策提言に従っているが、その中で最も重
要なこととして、2030年までに自然の損失を反転さ
せるために、科学的知見に基づく世界的な目標を採択
し、政府に方向性と野心を持つことを求めている。

さらに、リーディング多国籍企業は、下記ニーズについ
ても足並みを揃える必要がある：

• 2030年までに森林の消失を阻止

• 世界の気候変動対策のための公的資金のうち、現
在2～3％しか集まっていない自然を活用した気候
変動対策へのインセンティブと投資を大幅拡大

• 土地からの温室効果ガス排出量を削減し、炭素吸
収源を回復させる再生型の農業を奨励するために、
農業補助金の目的を見直し

この10年間、ビジネス界は今日の野心と行動の向上に
つながる対話のための必要条件を整えるために、多く
の活動を行ってきた（例えば、The Tropical Forest 
Alliance、the Food and Land Use Coalition、the 
Roundtable on Sustainable Palm Oil）。このよう
な取り組みは、Science Based Targets Networkな
どの組織と協力して、企業が自然に対する目標を設定
することを後押ししてきた。次のレベルの企業行動
は、より健全な土壌、農家、地域社会を支援するため
に、気候目標や自然損失の回復につながる自然を活
かした解決策にイノベーションを起こすことと、再生
型農業の実践に投資を拡大することである。

循環経済への移行

循環経済への移行は、企業活動において、より再生型
のアプローチを採用する取り組みの中心となる。循環
経済は近年急速に成熟しつつあり、現在では企業や持
続可能な開発に関するいくつかの活動を支援する体
制が整っている。優先事項として、緊急的に求められ
る排出削減に貢献し、増え続ける世界の廃棄物に対処
し、貴重な資源を保護し、新たな雇用を創出し、循環
経済への移行を加速するために、循環経済に関する戦
略を国のコミットメントに組み込むべきである。

さらに、リーディング多国籍企業は、下記ニーズについ
ても足並みを揃える必要がある：

PA
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• 効率的かつ安全性が高く、サステナブルで責任ある
二次資源の流通を世界的に実現するための、管轄
を超えて調和のとれた定義、標準、基準、プロセ
ス、用語

• さらに注力して、循環型の材料、部品、製品、サービ
スを促進するための公共調達のルールと目標を活
用

• 使用済みの製品、材料、包装材を回収し、それらを
製造サイクルに再投入することを支援するためのイ
ンフラとインセンティブを含む、材料の収集・リカ
バリーの能力向上

世界中の多くの企業が、すでに循環経済への移行に
取り組み、推進している。それらの企業は、長期間に
わたって事業活動における廃棄物ゼロを達成するた
めに取り組み、循環に関するパフォーマンスを測定及
び継続的に改善し、さらには、循環に関する戦略と温
室効果ガス排出削減計画との結びつきを強化してき
た。より多くの二次材料やバイオベースの材料を製品
に取り入れるという技術的・政策的な課題の他に、企
業活動の次の段階では、この機会を最大限に活用す
るために、循環の原則を中核的なビジネス戦略に組
み込むことが求められている。

不平等への取り組み

不平等は、主要な制度に対する信頼を損ない、企業活
動や民主主義そのものの運営を継続する上で、ます
ます重大な脅威となっている。COVID-19によって、
不平等はさらに脚光を浴び、助長・拡大され、無視で
きないものになった。企業活動は、社会の結束と安定
に依存しつつ成長するが、そのためには人権を尊重
し、尊厳、平等、経済的包摂、機会を促進することが
求められる。私たちは生産性、イノベーション、成長を
引き出し、社会的成果を向上させるために、所得と機
会の不平等に優先的に取り組む必要がある。

さらに、リーディング多国籍企業は、下記ニーズについ
ても足並みを揃える必要がある：

• 影響力の弱い人々の参加と代表権を確保するため
の人権の保護

• すべての仕事がディーセントで（権利が保障され、
十分な収入を生み出し、適切な社会的保護が与えら
れており）、かつ尊厳を保護・尊重することを保証
するために、また、すべての労働者と企業が新しい
技術や、斬新で柔軟もしくは非伝統的な労働形態か
ら恩恵を得られるようエンパワーされることを保証
するために、労働者の脆弱性を軽減するダイナミッ
クな労働市場

• 人々が健康で生産的な21世紀型の生活基盤にアク
セスできるようにするための、レジリエントなイン
フラや社会的セーフティネットを対象とする投資

• 生活費を根拠とする最低限度の生活賃金

• 生活と雇用機会を向上させるための、女性と女児の
エンパワーメント、そして教育への平等なアクセス
を阻む障害の除去

世界のビジネス界は、ビジネスと人権に関する指導原
則の運用化を追求し続けている。WBCSDや志を同じ
くする組織は企業と協力して、公平で多様性に富み、
包摂的で将来の仕事をエンパワーすることを可能に
する戦略とビジネスモデルの構築に取り組むことで、
人々を中心に据えた未来にふさわしい企業、労働市
場、社会保障制度の実現に貢献している。

資本主義を刷新する

前のセクションでは変革を阻む過去の障壁を検討し
た。それらの中で最も大きな障壁は、企業活動、政
治、社会のいずれにおいても、私たちの意思決定を導
く支配的な発想、規範、価値観に起因していた。
WBCSDは、経済協力開発機構（OECD）による持続
可能な開発に関する政策構築のための優先的な構成
要素に沿って、各国政府に対し、持続可能な開発に関
する協調的な長期ビジョンを定義、実施、コミュニ
ケーションするよう求めている。企業と他の金融関係
者は、長期的なレジリエンスとサステナビリティに対
する規制のコミットメントに関して明確な政策シグナ
ルがある場合にのみ、資本主義をとりまく変革課題の
推進に成功することができる。

さらに、リーディング多国籍企業は、真の（長期的な）
価値創造に報いるように資本主義を刷新する上で、政
府がとりうる最も即効性のある下記の方策について
足並みを揃える必要がある：

• ESGのリスクと影響に関する情報開示の義務化と
標準化

• ESGのリスクと影響を組み込むために、企業の取締
役と投資家の受託者責任を改定

• 課税負担を「グッズ（goods）」から「バッズ（bads）」
(労働や預金など社会的に好ましい行為から、環境
破壊など社会的に好ましくない行為）へと転換し、
グローバルに公平な競争条件を確保

WBCSDはこれら政策課題のそれぞれに対して、直接
的に結びつく活動を提案している。それらは企業が同
時に採用可能であり、具体的には、ESGのリスクと影
響について厳密に説明・報告すること、ガバナンスモ
デル、意思決定、インセンティブにマルチステークホ
ルダーへの配慮を組み込むこと、公平で透明性のあ
る納税を行うことが含まれる。さらに、この分野にお
ける野心と行動のレベルは、ここ数年で大幅に向上し
ている。特に、義務的な報告内容の調整と標準化につ
いては、企業は規制当局や基準設定機関と協力して
推進している。
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 「ビジョン2050」は、安全でサステナブル
な未来の実現に向けて、企業が変革を 
起こすための枠組みを提供している。
私たちは今、ビジネスリーダーたちに、
この報告書を活用して私たちの
ビジョンを実現するよう呼び掛ける。

私たちは過去10年間で進化を遂げてきたが、ビジョン
を達成するための軌道に乗っていない。本セクション
では、まず最初のビジョンを振り返り、そこから学べ
る重要な教訓を再確認する。その後、今回のビジョン
の更新が、企業の行動力と変革の推進にどのように
役立つかをまとめている。さらに、社会と企業が悲劇
から立ち直りつつあるだけでなく、過去50年間のどの
時期よりも大規模な変革を起こすことができる状況
にあるという、ユニークな状況を認識して、前向きに
将来をみつめている。

そして最後に、共有のビジョンや方向性は行動が伴わ
なければ成り立たず、必要とされる行動は、これまで
に見たことのない新しい形やレベルでのビジネスリー
ダーシップを必要とすることをお伝えする。私たち
は、これらの大変革を推進するためには、共有のビ
ジョン、システム思考、基本的な発想の転換が、私た
ち一人ひとりに必要であることを述べて、結論とす
る。これらは、90億人以上がプラネタリーバウンダ
リーの範囲内で真に豊かに生きられる世界を実現す
るための企業活動の中心となる。

90億人以上がプラネタリー 
バウンダリーの範囲内で 
真に豊かに生きられる世界を 
実現するには、社会のあらゆる 
部分でリーダーシップと 
根気が必要である
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最初の「ビジョン2050」は、2008年の世界金融危機
の影響を受けて発表されたが、その内容からは当時の
楽観的な見方が感じられる。具体的には、よりサステ
ナブルな世界への移行に伴う莫大なビジネス機会に
焦点が当てられていた。

私たちのビジョンである「90億人以上がプラネタリー
バウンダリーの範囲内で真に豊かに生きられる」とい
う機会は、他のすべての機会に勝るものであり、その
達成は将来の社会的及びビジネス的な成功のために、
究極的に価値のあるものである。

最初の「ビジョン2050」報告書では、ビジョンを実現
するための移行は、主に3つの要素にかかっていると
結論づけている：

  複雑系（数多くの要素で構成され、それぞれの
要素が相互かつ複雑に絡み合った系またはシス
テム）は、行動と解決の基盤となる

  企業だけでの達成は難しく、重要な協力関係を
築く必要がある

  その行程をすぐに始める必要がある。行動を遅
らせれば、すでに野心的である目標の達成はさ
らに難しくなる

これらの要素は今も変わらない。10年前と比べて、私
たちはビジョンの実現に近づいているようでもあり、
遠ざかっているようでもある。特に、変革が必要なシス
テムについての理解や、前進に不可欠な協力関係につ
いては、大きな成果を上げている。しかし、生物多様
性の損失、汚染、不平等、廃棄物の発生などの重要な
課題に関しては、問題が改善されるどころか大きく
なっている。

厳しい現実として、私たちは危機的なプラネタリーバ
ウンダリーや、社会の結束力・安定性の限界に近づい
ている。実際、機会であったものが、必要なものとなっ
た。この時点で行動を遅らせることは、「ビジョン
2050」の達成を不可能にし、社会的、環境的、経済的
な痛みや苦しみ、さらには崩壊を招くことになる。

今回が初めてとなる「ビジョン2050」の更新では、私
たちのメンバーと世界中のビジネス界に、行うべきこ
ととその方法について、包括的な概要を提供すること
を目指した。私たちは状況の緊急性を説明し、企業と
そのステークホルダーに目指すべき野心的だが達成
可能なビジョンを提供した。また、ビジネス活動の重
要な分野で取るべき行動を詳述し、企業が採用しなけ
ればならない変革を左右する基本的な発想を提案し

た。そして、変革をもたらすシステムの変化がどのよう
に起こり、その変革を促すために企業は何ができるの
かについての理解を示した。

つまり今回の更新は、安全でサステナブルな未来のた
めに、企業が変革を起こすための戦略的な枠組みと
なっている。ビジネスリーダーの皆様に、これを活用
し、行動の指針とし、私たちのビジョンを実現していた
だきたい。私たちはビジネスリーダーたちに、この報
告書を活用し、行動の指針としてビジョンを実現する
よう呼び掛ける。

今後の世代を決定づける唯一無二の時

私たちが求めている変革には、社会の隅々まで、膨大
で断固とした永続的な努力が必要である。良い風が帆
に吹き付けるのと同じくらい頻繁に直面するであろう
小康状態や嵐を乗り越える希望を持つためには、私た
ちが進んでいる航海の性質に対して正直になる必要が
ある。

私たちは、抵抗が激しくなることを認識している。それ
は従来の既得権益をはるかに超えて広がるだろう。変
革に対する効果的な抵抗は、2018～2019年にフラン
スで起きた「ジレ・ジョーヌ運動」（黄色いベスト運
動）で見られたように、比較的力のない人たちからも
容易に生まれる。もうひとつの、そしておそらくより危
険なタイプの抵抗は、世界中に広がる、ますます二極
化された情報（時には誤った情報）のエコシステムか
ら生まれている。これでは社会の構造はもちろんのこ
と、私たちが直面している課題に対する人々の認識や
理解を損なうことは疑いようもない。私たちは、社会
の中の全グループ、時には膨大な数のグループがもは
や互いに話し合うこともなく、それぞれが全く異なる
不安や希望を持っていることを認識しなければならな
い。私たちは、本報告書で述べられているような行動
の必要性や、実現しなければならない変革に関する現
実や規模を、政府、企業、従業員、市民などに対して、
まだ標準にできていない。要するに、私たちの「ビジョ
ン2050」はすべての人に共有されていないのである。

それにもかかわらず、システム全体の大変革の観点か
ら見ると、COVID-19が引き起こした世界的な悲劇
は、実際には私たちに変化のための肥沃な土壌を提供
した。急速な技術の変化、蔓延する不平等、生態系の
オーバーシュートによる影響の増大、不安定な経済、そ
してパンデミックがこれらすべてを照らし出す残酷な
までに厳しい光など、私たちのシステムが経験してい
る次々に起きるショックは、変革を促す条件を作り出
している。

行うべきことはこれまで以上に多く、それを実行する
ことがこれまで以上に急務となっているが、私たちが
過去50年間で直面した中で、必要とされるシステム全
体の大変革を成功させるための最高の機会となるか
もしれない。今この時が、今後何世代のあり様を決定
づけるだろう。

過去を振り返り
前進する

1
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これまでにない形と 
レベルでのビジネス 
リーダーシップが 
必要とされている
多国籍企業は、地理的、文化的、社会経済的なグルー
プを越えて、バリューチェーンの上流と下流のアク
ターに影響を与え、エンパワーし、連携することがで
きる。政府、市民社会、人々がこれらの変革において
果たすべき重要な役割を正しく認識する一方で、多国
籍企業には変革を主導する唯一の能力があることも
明らかになっている。

人々が真に豊かに生きることができ、それをプラネタ
リーバウンダリーの範囲内で実現することが、いかに
重要であるかを理解することで、先進的な企業は自問
するようになる。私たちが生き、活動したいと思う未
来において、企業はどのような役割を果たしているの
か。その未来に移行するための道筋とはどのようなも
のか。今日の成功を継続しつつ、その移行の加速と未
来へのレジリエンスを確保するために何ができるの
か、と。

これらの質問に企業が答える手助けをすることが、今
回の「ビジョン2050」更新版での私たちの目標であ
る。このビジョンは、企業がその可能性と社会的責任
を最大限に発揮できるよう、ビジネスリーダーシップ
と行動の枠組みを構築しており、それによって90億人
以上がプラネタリーバウンダリーの範囲内で真に豊
かに生きられるようにするための変革を推進するも
のである。これらの変革を推進するために必要なリー
ダーシップは、更新されたビジョンの3つの中核的要
素に基づいている。

共有のビジョン

今や人々は、市民社会や政府と同様に、企業も持続可
能な開発に向けたリーダーシップを発揮する可能性
が高いことを理解している。社会が直面している社会
的・環境的な課題に取り組むために、企業は新たな責
任と期待を担うことになる。企業が共通の課題を共
有していれば、バリューチェーン全体に影響を与える
ことができる。そして、その課題が将来を見据えた野
心的かつ前向きなものであれば、システム全体の大変
革を促すことができる。「ビジョン2050」は、企業に
このような共有のビジョンを提供している。それは、
私たちが創造しようとしている世界を定義し、現実の
ものとするための発想、移行、行動を示している。企
業は変革の緊急性を明確に認識し、その緊急性を裏
付ける事実を支持し、今後必要となる変革に対して
オープンで現実的な態度をとることで、リードしてい
く。

システム思考

10年前に発表された最初の「ビジョン2050」では、こ
れまで通りの方法はもはや選択肢ではないことを示
した。システム全体の大規模な変革の基盤となる、

ディスラプションと激動の時代を予見していたからで
ある。この10年間で、個々のリーダーや企業が単独で
システム全体の変化を推進することがいかに困難で
あるかが明らかになった。システムの変革のあり方、
変化に影響を与える圧力や、変化を可能にしたり加速
させたりする要因を理解することは、これまで通りの
方法を破壊し、「ビジョン2050」で掲げられている大
変革を成功させるためには絶対的に不可欠である。

システム思考は、私たちのビジョンに向けて進展する
ための中心的要素となる。これはビジネスリーダー
に、自身が活動する世界を形作るマクロトレンド、ディ
スラプション、イノベーションと、将来のレジリエンス
と利益に対するリスク、そして、他の産業や組織、コ
ミュニティ、生態系の安定と繁栄への依存に目を向け
させる。

システム思考は、ビジネスリーダーに大胆かつ謙虚な
姿勢を求め、よりサステナブルな世界を実現するため
にシステム全体を破壊し、大きく変革できるという自
信を持たせ、進歩を左右する協力関係の必要性を明
確に認識させてくれる。

発想の転換

この「ビジョン2050」更新版で提示した発想の転換
は、私たちが共有のビジョンを持つ上で避けては通れ
ないものであると同時に、その達成に不可欠なもので
もある。現在のシステムでは、90億人以上がプラネタ
リーバウンダリーの範囲内で真に豊かに生きられる世
界を実現することはできない。グローバルな市場原理
は、持続可能な開発を実現することに失敗してきた。
私たちの経済は、予想以上にレジリエントではある
が、その可能性と深刻さが増し続けている将来の潜在
的なショックに対しては、十分にレジリエントであると
は言えない。企業や社会は、被害の軽減という考え方
から脱却し、すべての生命が成長し、進化し、繁栄する
ための能力を継続的に構築することを目指さなけれ
ば、その可能性を最大限に発揮することはできない。

刷新、レジリエンス、再生という3つの発想転換は、移
行への道筋を追求することを不可避のものにするだ
けではなく、システム全体の視点と共有のビジョンに
関する重要性を強化する。それらは、移行リスクを軽
減し、移行コストを考慮し、長期的な価値を生み出す
能力を守り、ひいては将来の成功をもたらすために必
要な理由を企業に提供する。それらはまた、将来にわ
たって企業をうまく経営するための鍵となる。

ビジョンの核となるこれら3つの要素を受け入れるこ
とで、自然と新しいレベルのリーダーシップが発揮
される。そのようなリーダーシップは、共有のビジョ
ンを軸にして調整される。それは破壊的であり、根本
的に異なる結果をもたらすための大変革を求める際
には、これまで通りの方法を拒否するものの、同時
に、現行のシステムの中で取り組むことが必要である
ことを理解している。そして、2050年までに90億人
以上がプラネタリーバウンダリーの範囲内で真に豊
かに生きられるようにするために必要な進歩に責任
を持ち、情熱を持って行動に移すだろう。
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2020~2030年を形成し 
変革するイノベーション

資本主義の刷新： 
変革のためのアジェンダ

企業活動の長期的な 
レジリエンス構築

若者の声

システム全体の大変革を 
実現する

2020~2030年を形作る 
マクロトレンドと 
ディスラプション

COVID-19の 
今後10年への影響

「ビジョン2050」リーダーシップステートメント（ポスター）
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the transformations 

the world needs

「ビジョン2050」フルレポート エグゼクティブサマリー
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https://www.wbcsd.org/download/file/12182
https://www.wbcsd.org/download/file/12694
https://www.wbcsd.org/Overview/About-us/Vision-2050-Time-to-Transform/Resources/Time-to-Transform
https://www.wbcsd.org/Overview/About-us/Vision-2050-Time-to-Transform/Resources/Time-to-Transform
https://www.wbcsd.org/download/file/12182
https://www.wbcsd.org/download/file/12694
https://www.wbcsd.org/Overview/Resources/General/Unlocking-systems-transformation
https://www.wbcsd.org/Overview/About-us/Vision-2050-Time-to-Transform/Resources/Reinventing-capitalism-a-transformation-agenda
https://www.wbcsd.org/Overview/About-us/Vision-2050-Time-to-Transform/Resources/Building-long-term-business-resilience
https://www.wbcsd.org/Overview/About-us/Vision-2050-Time-to-Transform/Resources/The-Voice-of-Youth-Vision-2050-Issue-Brief
https://www.wbcsd.org/Overview/About-us/Vision-2050-Time-to-Transform/Resources/Macrotrends-Disruptions-shaping-2020-2030-Vision-2050-issue-brief
https://www.wbcsd.org/Overview/About-us/Vision-2050-Time-to-Transform/Resources/The-consequences-of-COVID-19-for-the-decade-ahead-Vision-2050-Issue-Brief
https://www.wbcsd.org/Overview/About-us/Vision-2050-Time-to-Transform/Resources/Innovations-that-could-shape-and-transform-2020-2030
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VISION 2050

ENERGY
A sustainable energy system 
providing reliable and 
affordable net-zero carbon 
energy for all.

TRANSPORTATION 
& MOBILITY 
Safe, accessible, clean and efficient 
transportation of people and goods.

FOOD
A regenerative and equitable food 
system producing healthy, safe and 
nutritious food for all.

LIVING SPACES
Healthy and inclusive living spaces, 
thriving in harmony with nature.

❱  Zero carbon electricity generation technologies are further 
innovated and adopted globally at speed

❱  Net-zero�carbon�energy�becomes�affordable,�reliable,�and�resilient

❱  Heavy industries and heavy-duty transport decarbonize

❱  Unavoidable emissions are tackled through natural and  
industrial carbon removal and storage solutions

❱  Electrification,�circularity,�and�digitization�make�all�sectors� 
highly�energy�efficient

❱  Shifts in behavior and demand accelerate the transition  
to net-zero carbon energy

❱  The energy transition leaves no one behind

❱  Battery,�low-carbon�fuel,�and�efficiency�innovations�
decarbonize transportation 

❱  Infrastructure development and planning pave the way for  
sustainable, resilient, and inclusive mobility

❱  Mobility solutions diversify, increasing safety, convenience  
and�efficiency,�and�shifting�mobility�habits

❱  Circular opportunities are unlocked and scaled across the 
transportation and mobility sector

❱  Selective deployment of autonomous vehicles enhances  
efficiency,�safety�and�access

❱  Data-sharing improves urban mobility systems

❱  Multi-stakeholder�efforts�ensure�the�transition�to�a�sustainable�
mobility system leaves no one behind

HEALTH &  
WELLBEING
The highest attainable 
standard of health and 
wellbeing for everyone.

❱  Businesses evolve products and services to 
promote healthy lifestyles

❱  Health literacy is promoted globally and trust in science is restored
❱  Investment builds capacity to prevent the emergence and spread  

of communicable diseases
❱  Policy, investment, and innovation ensure universal access  

to healthcare
❱  Healthcare systems responsibly embrace new technologies
❱  Businesses safeguard health and wellbeing in their operations  

and supply chains
❱  The climate and nature crises are recognized as health crises

❱  Building and infrastructure design shifts to focus on users’ health

❱  Infrastructure and buildings increasingly integrate and  
respect biodiversity

❱  Cities and buildings pave the way towards net zero carbon

❱  The emergence of resilient urban and rural communities

❱  A shift towards ‘circular cities’ that minimize 
consumption and waste

❱  Cities are made to work for all

❱  Respect for human rights is embedded across the construction  
and materials sectors globally

❱  Agriculture becomes more productive, regenerative, and resilient
❱  The food system supports a healthy, productive, and  

well-governed ocean
❱  Diets become healthy and sustainable
❱  The world moves towards a circular food system with zero  

loss and waste
❱  Equitable distribution of value throughout the food value chain
❱  End-to-end transparency is built from farm to fork
❱  The true value and cost of food is acknowledged and accounted for
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To help business focus its efforts, VISION 2050: TIME TO TRANSFORM  identifies

NINE TRANSFORMATION PATHWAYS
including critical transitions, across the key areas of business activity that are essential to society

VISION 2050 IS STILL WITHIN REACH, BUT WE HAVE TO 
TRANSFORM NOW. FUTURE BUSINESS SUCCESS DEPENDS ON IT.

WBCSD’S VISION FOR 2050 IS A WORLD IN WHICH 
9+ BILLION PEOPLE LIVE WELL, WITHIN PLANETARY BOUNDARIES

More than 9 billion people will be able to live well, 
within planetary boundaries, by 2050 – but we must 
act now. We are facing unprecedented challenges: a 
climate emergency, nature in a state of crisis, and 
mounting inequality and social unrest. Key tipping 
points are being reached. Business, government, 
and civil society must change the systems that have 
created the challenges we now face – and change 
them so profoundly that we can legitimately call it 
transformation. The next decade represents a final 
window of opportunity to correct our course.

TIME TO
TRANSFORM

REINVENTION 
Business must push for a reinvention of 

capitalism to ensure that the power of private 
enterprise and competitive markets can be 
directed to supporting long-term societal, 

environmental and business prosperity.

TRANSFORMATION REQUIRES 
THREE RADICAL MINDSET SHIFTS

These mindsets will be the difference between incremental change and the  
accelerated transformation necessary to achieve our Vision by 2050

RESILIENCE
Business needs to better understand and 

incorporate resilience into its strategic 
planning, enhancing its capacity to 

anticipate, embrace and adapt to changes 
and disruptions in an increasingly 

volatile world.

REGENERATION 
Business has to move beyond a “doing no 

harm” mindset. It’s time to unlock the potential 
of living systems – social and ecological – that 
business depends on, and build their capacity 

to regenerate, thrive and evolve.
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Business must not just react to, but also shape, the technologies, investment opportunities, individual behaviours and demand,  
and regulatory and policy environments that will support progress along Vision 2050’s transformation pathways

INNOVATION & 
TECHNOLOGY

Innovation processes that set goals 
around social and environmental 

impact as well as anticipate and avoid 
negative unintended consequences 
will be good for society, and will lead 
to more resilient business models. 

FINANCE & 
INVESTMENT

Finding ways for companies 
to direct investment towards 
socially, environmentally and 

financially�sustainable�outcomes 
will be essential to achieving 

Vision 2050. 

INDIVIDUALS & 
CONSUMPTION

Business has a role to play in enabling 
individuals to be agents of positive 
change. Giving people the options 
and incentives they need to make 
more sustainable choices is key to 

accelerating transformation.

POLICY & 
REGULATION

Regulation creates the stable, 
predictable and fair conditions that 

companies depend on to invest, 
compete and thrive. Business must 

better support the design of 
policies that incentivize 

sustainable transformation.

IF WE DO THIS SUCCESSFULLY, WE CAN REALIZE OUR VISION OF 

9+ BILLION PEOPLE...

CLIMATE EMERGENCY

Time is running out to address the 
climate emergency. Increasingly frequent 

and devastating extreme weather events are 
already impacting communities today. 

We have eight years left to halve emissions 
for global warming to be kept to a maximum 

of 1.5°C, beyond which even half a degree will 
significantly worsen the risks of drought, 

floods, extreme heat and poverty for 
hundreds of millions of people.

NATURE IN CRISIS

Ongoing biodiversity loss will have grave 
consequences for our livelihoods, economies, 

health and security. Over half the world’s 
total GDP –  USD 44 trillion – is moderately 

or highly dependent on nature and its services, 
and exposed to risks from nature loss. 

Global wildlife populations shrank by 68% 
between 1970 and 2016, and we are currently 
on course to lose nearly one million species 

to extinction by 2050.

MOUNTING INEQUALITY

In 2020, inequality rose in every country. 
Many people are losing faith in our systems’ 

ability to deliver a prosperous future for 
them and their children. Trust in institutions 

is eroding and both business and 
democracy itself face a significant threat 
to their license to operate. COVID-19 has 

brought inequality further into the spotlight, 
feeding on it, fueling it, and making it 

impossible to ignore.

BUSINESS CANNOT MAKE TRANSFORMATION HAPPEN ON ITS OWN – 
IT MUST ALSO STEER, SUPPORT AND CONTRIBUTE  TO CHANGE THROUGH ITS INFLUENCE ON, 

AND INTERACTIONS WITH, ENABLERS OF TRANSFORMATION

WITHIN PLANETARY 
BOUNDARIES

Global warming is stabilized at no more 
than +1.5°C, and natural systems are 

protected, restored and used sustainably. 
Societies have developed sufficient adaptive 

capacity to build and maintain resilience in a 
healthy and regenerative Earth system.

LIVING 
WELL

Everyone’s dignity 
and rights are respected, 
basic needs are met, 
and equal opportunities 
are available for all.

❱  Circular business models become the norm, creating economic, 
environmental, and social opportunities

❱  A circular bioeconomy plays an increasingly central role in 
global economic activity

❱  Goods and services meet the needs of communities around the 
world while leaving no one behind

❱  Material collection and recovery improves exponentially

❱  The�flow�of�waste�into�the�environment�is�ended�
and nature restored

❱  People embrace consumption that is circular, regenerative,  
and socially responsible

❱  Technological advances are deployed responsibly and 
drive�improved�efficiency�and�transparency�across�

the value chain

PRODUCTS &  
MATERIALS
Resource use is optimized 
to meet society’s needs 
while allowing the systems 
that provide resources to 
regenerate.

FINANCIAL 
PRODUCTS  
& SERVICES
All financial capital and  
financial products and services 
are mobilized to support 
sustainable development.

❱  Markets�and�financial�institutions�embrace�a�broader�concept� 
of value

❱  Culture and behavior shift

❱  Capital is mobilized in support of sustainable development

❱  Robust�market�infrastructure�for�financial�products�in�support� 
of sustainable development emerges

❱  Companies enhance the strategic integration and reporting  
of Environmental, Social and Governance (ESG) to facilitate 
sustainable�capital�allocation�by�financial�institutions

❱  People’s�values�are�restored�to�the�heart�of�the�financial�system

❱  Financial services support inclusion and equitable access at scale

CONNECTIVITY
Responsible connectivity  
brings people together, 
enhances transparency  
and efficiency, and drives  
access to opportunity.

❱  Universal access to broadband and digital services leaves  
no one behind

❱  Digital platforms enrich social interaction and civic engagement

❱  Connectivity enables collaboration, innovation, and the 
emergence of new business models and ways of working

❱  Connected�devices�lead�to�improved�performance�and�efficiency

❱  The health of natural and social systems is continuously tracked

❱  Government and business strengthen digital security,  
responsibility, and trust

❱  The impacts of digital growth are mitigated through responsible 
models of production and consumption

WATER & SANITATION
Thriving aquatic ecosystems that 
support food, energy and public 
health for all.

❱  Infrastructure and technology to ensure universal access to 
water are deployed faster

❱ The true value of water is recognized by all
❱  Integrated water resource management approaches 

are widely implemented
❱  Target-setting, measurement, and disclosure drive water 

stewardship across sectors
❱  Circular water management becomes the norm
❱  Reliable sanitation and hygiene services become available  

for all as the sanitation economy thrives
❱  Collaborative�efforts�regenerate�water-based�ecosystems 

and minimize water pollution

「ビジョン2050」 C-Suiteツールキット

VISION 2050

TIME TO
TRANSFORM

A shared vision  
and bold agenda 

 for business action 
in the critical  

decade ahead

「ビジョン2050: Time to Transform」

ビジネスリーダーが「ビジョン2050」を共有

プラネタリーバウンダリーの 
範囲内で真に豊かに生きられる

9つの道筋のビジョン
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WBCSDの「ビジョン2050」を再検討する本プロジェク
トに対して、多くの方々が惜しみなく時間を割き、それぞ
れの専門的知見を提供し、報告書のとりまとめを行うな
ど、尽力下さった。以下に主な協力者を紹介する。なお、
本プロジェクトのメンバー企業は、それぞれの社員の専
門知識を活用している。彼らの名前を挙げてはいない
が、情報やフィードバック、その他支援を提供戴いた。ま
た、ワークショップやダイアログ、フォーラム等において
多くのステークホルダーからも貴重なアドバイス及びコ
メントを戴いた。ここに名前のある方もない方も、すべて
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WBCSDについて 
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